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給水装置工事施行基準・解説書 

第１章 総 則 

 

 

 

 

〔解 説〕 
１ この基準に掲げる法令、条例等は以下のとおりとする。 

・法 
水道法（昭和 32 年 6月15日法律第 177 号） 

・施行令  
水道法施行令（昭和 32 年 12月12日政令第 336 号） 

・施行規則  
水道法施行規則（昭和 32 年 12月14日厚生省令第 45 号） 

・条 例 
北名古屋水道企業団給水条例（平成10年2月24日条例第 2 号） 

・条例施行規則 
北名古屋水道企業団給水条例施行規則（平成10年3月12日規則第 1号） 

・指定工事事業者規程 
北名古屋水道企業団指定給水装置工事事業者規程 

（平成10年3月12日規程第 1 号） 

２ この基準において企業長とは、「北名古屋水道企業団 企業長」をいう。 

３ この基準は、健康で文化的な生活水準を維持し、更にこれを向上させるために不

可欠な飲用に適する安全で安心できる水の持続的な供給を確保するため、給水装置

からの水の汚染を防止する等の観点から、給水装置工事の技術的な基準及び手続き

等を定め、新設はもとより改造等の給水装置工事の適正な施行を図ることを目的と

する。 
４ この基準では、条例第５条における新設等の申込者の費用負担、条例第６条にお

ける給水装置工事の指定給水装置工事事業者による施行及び条例第７条における給

水管及び給水用具の指定を始めとする給水装置工事の設計・施行についての細則を定

めるものである。 

条例第５条（新設等の費用負担） 

給水装置を新設、改造、修繕又は撤去に要する費用は、当該給水装置を新設、改造、修繕又は

撤去する者の負担とする。ただし、企業長が特に必要があると認めたものについては、企業団に

おいてその費用を負担することができる。 

（目 的） 

第１条 この給水装置工事施行基準（以下「基準」という。）は、水道法及び関

係法令並びに北名古屋水道企業団給水条例（以下「条例」という。）等に規

定する給水装置工事の設計・施行・検査・保守管理並びに給水装置工事の事

務手続についての必要事項を定め、給水装置工事の適正な施行を図ることを

目的とする。 
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条例第６条（工事の施行） 

給水装置工事は、企業長又は企業長が法第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水

装置工事事業者」という。）が施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ企

業長の設計審査（使用材料の承認を含む。）を受け、かつ、工事しゅん工後に企業長の工事検査を

受けなければならない。 

３ 第１項の規定により企業長が工事を施行する場合においては、当該工事に関する利害関係人の

同意書等の提出を求めることができる。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める基準に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工

事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 

３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止

することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該

給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認され

たときは、この限りでない。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

条例第７条（給水管及び給水用具の指定） 

企業長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復旧を迅速か

つ適切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への取付口から水道メーター

までの間の給水装置に用いようとする給水管及び給水用具について、その構造及び材質を指定す

ることができる。 

２ 企業長は、指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口

から水道メーターまでの工事に関する工法、工期その他の工事上の条件を指示することができる。 

３ 第１項の規定による指定の権限は、法第１６条の規定に基づく給水契約の申込みの拒否又は給

水の停止のために認められたものと解釈してはならない。 
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〔解 説〕 

本基準において、水道使用者等に水を供給するために必要な管路等に関し、その意

味・内容等を他と区別できるよう、明確にする。 

(1) 給水装置 

給水管及びこれに直結する給水用具をいい、条例第２条に定義されている。 

水道法において「需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管

から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。」と定義さ

れ、企業長の水道施設と区分されている。 

給水装置は、配水管の圧力を直接利用して給水を行う給水管及び給水用具であ

るため、その構造及び材質は安全、強靭、安定的に水を供給し得るとともに、配

水管の機能を害するものであってはならない。 

条例第２条（給水装置の定義） 

この条例において、「給水装置」とは、需要者に水を供給するために北名古屋水道企業団企業長

（以下「企業長」という。）の施設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する

給水用具をいう。 

(2) 給水管 

配水管から分岐した水道管をいう。 

(3) 給水引込管 

配水管から分岐して布設する第一止水栓までの管をいう。 

(4) 給水主管 

集合住宅等における第一止水栓から各戸メーターまでの管をいう。 

（用語の定義） 

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定める

ところによる。 

（１）給 水 装 置 配水管から分岐した給水管及びこれに直結する給水用

具をいう。 

（２）給 水 管 配水管から分岐して布設する給水用具までの管をいう。 

（３）給水 引 込 管 配水管から分岐して布設する第一止水栓までの管をいう。

（４）給 水 主 管 集合住宅等における第一止水栓から各戸メーターまで

の管をいう。 

（５）給 水 用 具 給水管と直結して、有圧の状態で給水できる用具をいう。

（６）水道使用者等 水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の所有者を

いう。 

（７）導・ 送 水 管 深井戸等の取水施設から浄水施設までの管を導水管と

いい、送水のみを目的とした管を送水管という。 

（８）配 水 管 配水池を起点として、水道使用者等に配水するために

布設した管をいう。 



 

 4

(5) 給水用具 

① 直結する給水用具 

給水管に容易に取外しできない構造として接続され、有圧のまま給水できる給

水栓などを給水用具という。 

ｱ) 容易に取外しのできるもの（ゴムホース等）は含まれない。 

ｲ) 貯水槽給水においては、配水管から受水槽への給水口までの給水管などは給

水装置に該当するが、受水槽以降の給水管、揚水管、弁栓類、ポンプ類及び給

水栓は、受水槽への給水口とその水面とにおいて所定の離隔が確保されている

ため、配水管と「直結していない」と解釈され、給水装置に該当しない。 

② 給水用具（特殊器具等） 

給水用具のうち、本基準でいう「特殊器具等」とは、分水栓、止水栓類、継手、

給水栓及び弁以外のもので、給水管に直結し、主として飲用等に供する目的で設

置する以下のものをいう。 

ｱ) 給湯器関連 

水道水の水質や水圧及び水温を変化させる器具。 

ｲ) 浄水器関連 

水道水の残留塩素及び濁質物質を減少させる器具。 

ｳ) 活水器関連 

水道水の濁質物質を減少させる器具。 

ｴ) 流量センサー 
水道水の累積使用量を計測する器具である。その精度は±5％であり、±2.5％

の貸与メーターより正確さの度合いは落ち、経年とともに貸与メーターより計測

水量は小さくなる器具。 
ｵ) 水道直結型スプリンクラー設備 

一定規模の小規模社会福祉施設に対して設置が義務付けられた設備である。 

ポンプ類を設置せず、水道水が保有する水圧を利用した水道直結型スプリン

クラー設備。 

ｶ) その他の特殊器具 

製氷機、ウォータクーラー及びクーリングタワー（冷却塔）等の機器。 

(6) 水道使用者等 

条例第１７条第１項のとおり、「水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の

所有者」をいう。 

条例第１７条（メーターの貸与） 

メーターは、企業長が設置して、水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の所有者（以下「水

道使用者等」という。）に保管させる。 
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(7) 導・送水管 

一般的に、河川や深井戸等の取水施設から浄水場等まで原水を送る管を導水

管という。また、浄水場等から配水池、または配水池から別の配水池まで浄水

を送る管を送水管という。 

(8) 配水管 

配水管とは、配水場を起点とし、公道に布設された給水区域まで水を送る幹線

となる配水本管（口径300㎜以上）と、配水本管から分岐して直接給水管を取り

付ける配水支管（口径300㎜未満）をいう。 
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〔解 説〕 

１ 条例第４条により、給水装置工事の申込者は事前に企業長へ申込み、企業長の承

認を受けなければならない。 

２ 条例第６条により、給水装置工事は、企業長が指定した指定給水装置工事事業者

にて施行しなければならない。 

条例第４条（給水装置の新設等の申込） 

給水装置を新設、改造、修繕（水道法（昭和32年法律第１７７号。以下「法」という。）第１６

条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去しようとする者は、企

業長の定めるところにより、あらかじめ企業長に申し込み、その承認を受けなければならない。 

条例第６条（工事の施行） 

給水装置工事は、企業長又は企業長が法第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水

装置工事事業者」という。）が施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ企

業長の設計審査（使用材料の承認を含む。）を受け、かつ、工事しゅん工後に企業長の工事検査を

受けなければならない。 

３ 第１項の規定により企業長が工事を施行する場合においては、当該工事に関する利害関係人の

同意書等の提出を求めることができる。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める基準に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工

事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 

３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止

することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該

給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認され

たときは、この限りでない。 

（給水装置工事の申込み及び施行） 

第３条 給水装置の新設等の申込みをする者（以下「申込者」という。）は、事前

に企業長に申込み、その承認を受けなければならない。 

２ 給水装置工事は、企業長が指定した指定給水装置工事事業者にて施行する

ものとする。 
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法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 
※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

３ 企業長は、法第１５条により正当な理由がない限り給水装置工事の申込みを拒否

することはできないが、以下のような正当な理由がある場合には、給水の申込みを

拒否することができる。 

（(1)～(4)及び(参考)は、水道法逐条解説三刷 P278～P285） 

(1) 配水管未布設地区からの給水の申込みがあった場合。ただし、申込者が自己の

費用で配水管を設置し、給水を申込むときはこの限りではない。 

(2) 給水量が著しく不足している場合であって、給水契約の受諾により他の水道使

用者等への給水に著しい支障をきたすおそれが明らかである場合。 

(3) 当該事業計画内では対応し得ない多量の給水量を伴う給水の申込である場合。 

(4) 現に居住していない違法建築物で一定の条件を満たしている場合。 

(5) その他 

① 給水区域外からの申込みの場合。 

② 特殊な地形等のため技術的に給水が著しく困難な場合。 

法第１５条（給水義務） 

水道事業者は、事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けたときは、

正当の理由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 水道事業者は、当該水道により給水を受ける者に対し、常時水を供給しなければならない。た

だし、第４０条第１項の規定による水の供給命令を受けたため、又は災害その他正当な理由があ

つてやむを得ない場合には、給水区域の全部又は一部につきその間給水を停止することができる。

この場合には、やむを得ない事情がある場合を除き、給水を停止しようとする区域及び期間をあ

らかじめ関係者に周知させる措置をとらなければならない。 

３ 水道事業者は、当該水道により給水を受ける者が料金を支払わないとき、正当な理由なしに給水

装置の検査を拒んだとき、その他正当な理由があるときは、前項本文の規定にかかわらず、その理

由が継続する間、供給規程
※
の定めるところにより、その者に対する給水を停止することができる。 

法第４０条第１項（水道用水の緊急応援） 

都道府県知事は、災害その他非常の場合において、緊急に水道用水を補給することが公共の利

益を保護するために必要であり、かつ、適切であると認めるときは、水道事業者又は水道用水供

給事業者に対して、期間、水量及び方法を定めて、水道施設内に取り入れた水を他の水道事業者

又は水道用水供給事業者に供給すべきことを命ずることができる。 
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〔解 説〕 

＜基本事項＞ 

１ 企業長は、給水装置工事に使用する給水装置の構造及び材質について、施行令第

５条に定められる基準に適合しているかどうかを審査することになっている。 

施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。  

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。 

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく

過大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

２ 給水装置は、水道使用者等が必要とする水量を、安定、強靭及び安全に供給する

ため、適正な口径の給水管と使用目的に適合した器具とが合理的に組み合わされる

必要がある。したがって、設計に当たっては、給水装置全体が整合の取れたシステ

ムとなるよう留意しなければならない。 

３ 給水装置は、企業長の施設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに

直結する給水用具によって構成される（法第３条第９項）が、生活水準の向上と生

活様式の多様化に伴い、給水用具に対する要求も大きく変化しており、利便性、快

適性を強調するものが増えている。したがって、給水用具の採用に当たっては、使

い勝手が良く、安心して使用できるものが必要とされる。また、騒音、振動等生活

環境に悪影響を及ぼさないことも必要である。 

 

（審査） 

第４条 企業長は、安心・安全な水の供給と健全な水道事業の運営を行うため、

本基準に基づき適正な施行を審査する。 
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法第３条第９項（用語の定義） 

この法律において「給水装置」とは、需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水

管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

４ 給水量の正確な計量には、水道メーターの適正な選定とともに、適正な設置と管

理が必須の条件となる。水道メーターの選定に当たっては、使用水量に見合う口径

とする必要があり、これを誤ると、使用水量の正確な計量ができず、また水道メー

ターの耐久性を低下させることがあるので注意する必要がある。 

５ 給水装置の構造及び材質は、地域の特色に見合った配慮が必要である。そのほか、

給水管の管種決定に当たっては、土壌等の影響について十分な配慮が必要である。 

６ 給水装置の設計及び施工は、水道衛生上の見地から、給水装置工事の技術上の統

括者となる給水装置工事主任技術者（以下「主任技術者」という。）が適正に行うこと。 

したがって、本基準に基づき適正な施行を審査するため、給水装置工事の事前調

査及び給水申込みにおける調整等の職務においても、主任技術者が行うこと。 

７ 給水管の設計及び施工が適正に行われても、使用方法が適切でない場合や、水道

使用者等の意思で装置に不適正な給水用具の取り付けや改造が行われると、給水の

安定及び水質の安全が確保できないことになる。したがって、水道使用者等は、給

水装置の適切な使用や維持管理を行う必要がある。 
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〔解 説〕 

１ 条例第７条第１項により、配水管の給水分岐部からメーターまでの間の給水装置

については、企業長が指定した給水管及び給水用具を使用しなければならない。 

これは、給水装置の災害等による損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復

旧を迅速かつ適切に行えるようにするための措置である。 

２ 条例第７条第２項により、配水管の給水分岐部からメーターまでの間の給水装置

工事に関する工法、工期その他の工事上の条件については、企業長の指示によるも

のとする。 

これは、上述の災害等による損傷の防止及び損傷時の迅速かつ適切な復旧を行え

るようにするための措置である。 

３ 条例第３２条により、企業長は、上述１、２及び給水装置の分岐位置、布設位置

及び埋設深度等の給水装置工事基準の適合性を確保しなければならない。 

企業長はそのために、基準に適合していないとき及び企業長が指定した給水装置

工事事業者の施行に係るものでないときは、安心・安全な水の安定供給の観点から

その申込みを拒否し、又は給水を停止することができる。 

条例第７条（給水管及び給水用具の指定） 

企業長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復旧を迅速か

つ適切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への取付口から水道メーター

までの間の給水装置に用いようとする給水管及び給水用具について、その構造及び材質を指定す

ることができる。 

２ 企業長は、指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口

から水道メーターまでの工事に関する工法、工期その他の工事上の条件を指示することができる。 

３ 第１項の規定による指定の権限は、法第１６条の規定に基づく給水契約の申込みの拒否又は給

水の停止のために認められたものと解釈してはならない。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

（給水装置工事の基本事項） 

第５条 配水管の取付口から水道メーターまでの間の給水装置に用いる給水管及

び給水用具については、条例第７条第１項による。 

２ 配水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口から水道メーターまでの

工事は、条例第７条第２項による。 

３ 申込者の給水装置が、法令等の規定に適合していないときは、条例第３２

条による。 
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条例第３２条（給水装置の基準違反に対する措置） 

企業長は、水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、水道法施行令（昭和 32 年政令

第３３６号）第５条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合していないときは、その者

の給水契約の申込を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間、その者に対

する給水を停止することができる 

２ 企業長は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工

事に係るものでないときは、その者の給水契約の申込を拒み、又はその者に対する給水を停止す

ることができる。ただし、法第１６条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更であ

るとき、又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に適合していることを確認したときは、こ

の限りではない。 

施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。  

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。 

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく

過大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める要綱に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置

工事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることがで

きる。 
３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停

止することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当

該給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認さ

れたときは、この限りでない。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 
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〔解 説〕 

給水装置の種類は条例第３条により、以下の３種である。 

(1) 専用給水装置とは、１個のメーターで１世帯又は１箇所で専用する給水装置を

いう。 

(2) 共用給水装置とは、１個のメーターで２戸又は２箇所以上で共用する給水装置

をいう。 

(3) 消火栓とは、消防用に使用するものである。 

条例第３条（給水装置の定義） 

給水装置は、次３種とする。 

（１）専用給水装置 １戸（１世帯）又は１箇所で専用するもの 

（２）共用給水装置 ２戸又は２箇所以上で共用するもの 

（３）消 火 栓 消防用に使用するもの 

（給水装置の種類） 

第６条 給水装置の種類についての規定は、条例第３条による。 
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〔解 説〕 

給水装置工事の基本項目 

(1) 給水装置工事とは、給水装置の新設又は改造等の工事をいう。 
① 新設 

水道管の引込みのない家屋等に新しく給水装置を設置するもの。 
② 改造 

工事を申込みしようとする土地に既存の給水装置がある場合は、全て改造工

事扱いとする。また、「廃止撤去届」は、原則受理できないものとする。 

ｱ) 口径変更：メーターの口径を変更するもの。 

ｲ) 位置変更：敷地内のメーター設置位置を移設するもの。 

ｳ) 方式変更：貯水槽給水方式から直結給水方式に変更するもの。又は、直結

給水方式から貯水槽給水方式に変更するもの。 

③ 修繕 
給水装置の漏水、破損等を修理するもの。 

④ 撤去 
給水装置を構成する管類及び器具類を、配水管との分岐箇所から撤去するもの。 

(2) 給水装置工事は、給水装置申込みから工事完成までの適正な経過手続きにより

完結するものである。 

（給水装置工事の種別） 

第７条 給水装置工事の種別は、次の各号に区分するものとする。 

（１）新設 新規の引込みで、家庭用又は営業用等の給水装置を設置するもの。

（２）改造 口径変更、位置変更及び用途変更又は方式変更を含む、既設の給

水装置の原形を変更するもの。（増設工事を含む） 

（３）修繕 敷地内の既設の給水装置を修繕するもの。（軽微なものは除く）

（４）撤去 分岐部に栓をして、給水装置を撤去するもの。 

２ 給水装置工事とは、調査、計画、設計、施工及び検査の一連の過程がすべ

て含まれるものをいう。 



 

 14 

 

 

 

〔解 説〕 

１ 指定給水装置工事事業者の心得 
水道事業は清浄にして豊富低廉な水を水道使用者等に供給することにより、公衆

衛生の向上と生活環境の改善に寄与することを目的に経営されている。したがって、

水道使用者等が企業長から水道水の供給を受け使用しようとする給水装置も重要な

施設である。この給水装置の新設、改造及び修繕等の工事を施行する指定給水装置

工事事業者は、その使命と責任の重大さを認識して、法令、条例等の規程及び本基

準に定められた事項を遵守し、給水装置工事が正しく施行されるよう心掛けなけれ

ばならない。 

指定給水装置工事事業者は、申込者に対して工事の内容、費用の内訳、工期及び

工程等について十分に説明するものとする。また、依頼された給水装置工事につい

て責任を持って施行しなければならない。 

２ 指定給水装置工事事業者制度の指定要件 

指定要件は、法により全国一律の条件が規定された。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

法第２５条の２（指定の申請） 

(1) 指定要件 法第２５条の３（指定の基準） 

① 事業所ごとに、主任技術者を置くこと。 

法第２５条の４（主任技術者） 

施行規則第２１条（主任技術者の選任） 

② 厚生労働省令で定める機械器具を有すること。 

法第２５条の３第１項第２号（指定の基準） 

施行規則第２０条（厚生労働省令で定める機械器具） 

③ ー定の欠格要件に該当しないこと。 

法第２５条の３第１項第３号（指定の基準） 

これらの要件を備えていれば、企業長に指定の申請をすることができ、要件を

満たしていれば企業長はこれを指定しなければならない。 

(2) 指定給水装置工事事業者に求めることができる要件 

① 労働省令の基準に基づく適正な給水装置工事の事業の運営 

法第２５条の８（事業の基準） 

② 給水装置検査への主任技術者の立会い 

法第２５条の９（主任技術者の立会い） 

（指定給水装置工事事業者制度） 

第８条 指定給水装置工事事業者制度についての法令等の規定は、法第１６条の

２第１項による。 

２ 指定給水装置工事事業者は、水道に関する各種規定、これらに基づく企業

長の指示を遵守し、誠実にその業務を行わなければならない。 
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③ 工事に関し必要な報告又は資料の提出 

法第２５条の１０（報告又は資料の提出） 

また、これらの規定に適合しなくなったとき又は違反したときは指定を取消す

ことができる。 法第２５条の１１（指定の取消し） 

(3) 適正な給水装置工事の事業の運営 

施行規則第３６条（事業の運営の基準） 

① 給水装置工事ごとに、主任技術者を選任すること。 

施行規則第３６条第１号（事業の運営の基準） 

② 給水装置工事については、適切に作業を行うことができる技能を有する者に

施行させること。 

施行規則第３６条第２号（事業の運営の基準） 

③ 企業長から承認を受けた工法、工期及びその他工事上の条件に適合するよう

行うこと。 

施行規則第３６条第３号（事業の運営の基準） 

④ 主任技術者及びその他の従事者に研修の機会を確保するよう努めること。 

施行規則第３６条第４号（事業の運営の基準） 

⑤ 給水装置の構造及び材質の基準に適合しない給水装置を設置してはならない。

また、その工事に適さない機械器具を使用してはならない。 

施行規則第３６条第５号（事業の運営の基準） 

⑥ 給水装置工事ごとに、選任した主任技術者に工事に関する記録を作成させ、

３年間保存すること。（施主の氏名、施行場所、施行完了年月日、主任技術者

の氏名、しゅん工図、使用した給水管及び給水用具に関する事項、基準適合確

認の方法及びその結果） 

施行規則第３６条第６号（事業の運営の基準） 

このため、指定給水装置工事事業者は主任技術者が職務を誠実に遂行できるよ

う支援をしなければならない。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める基準に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置

工事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることがで

きる。 

３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止

することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該
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給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認され

たときは、この限りでない。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

法第２５条の２（指定の申請） 

第１６条の２第１項の指定は、給水装置工事の事業を行う者の申請により行う。 

２ 第１６条の２第１項の指定を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申請書を水道事業者に提出しなければならない。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

（２）当該水道事業者の給水区域について給水装置工事の事業を行う事業所（以下この節において

単に「事業所」という。）の名称及び所在地並びに第２５条の４第１項の規定によりそれぞれの

事業所において選任されることとなる給水装置工事主任技術者の氏名 

（３）給水装置工事を行うための機械器具の名称、性能及び数 

（４）その他厚生労働省令で定める事項 

法第２５条の４（給水装置工事主任技術者） 

指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、第３項各号に掲げる職務をさせるため、厚生労働

省令で定めるところにより、給水装置工事主任技術者免状の交付を受けている者のうちから、給

水装置工事主任技術者を選任しなければならない 

２ 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任したときは、遅滞なく、その旨を

水道事業者に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 

３ 給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 

（１）給水装置工事に関する技術上の管理 

（２）給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

（３）給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が第１６条の規定に基づく政令で定める基準に

適合していることの確認 

（４）その他厚生労働省令で定める職務 

４ 給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行う指導に従わなけ

ればならない。 

法第２５条の３（指定の基準） 

水道事業者は、第１６条の２第１項の指定の申請をした者が次の各号のいずれにも適合してい

ると認めるときは、同項の指定をしなければならない。 
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（１）事業所ごとに、次条第１項の規定により給水装置工事主任技術者として選任されることとな

る者を置く者であること。 

（２）厚生労働省令で定める機械器具を有する者であること。 

（３）次のいずれにも該当しない者であること。 

イ）成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの 

ロ）この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なつた日から２年を経過しない者 

ハ）第２５条の１１第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過

しない者 

ニ）その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由

がある者 

ホ）法人であつて、その役員のうちにイからニまでのいずれかに該当する者があるもの 

２ 水道事業者は、第１６条の２第１項の指定をしたときは、遅滞なく、その旨を一般に周知させ

る措置をとらなければならない。 

施行規則第２０条（厚生労働省令で定める機械器具） 

法第２５条の３第１項第２号の厚生労働省令で定める機械器具は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）金切りのこその他の管の切断用の機械器具 

（２）やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具 

（３）トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具 

（４）水圧テストポンプ 

施行規則第２１条（給水装置工事主任技術者の選任） 

指定給水装置工事事業者は、法第１６条の２の指定を受けた日から２週間以内に給水装置工事

主任技術者を選任しなければならない。 

２ 指定給水装置工事事業者は、その選任した給水装置工事主任技術者が欠けるに至つたときは、当

該事由が発生した日から２週間以内に新たに給水装置工事主任技術者を選任しなければならない。 

３ 指定給水装置工事事業者は、前２項の選任を行うに当たつては、１の事業所の給水装置工事主

任技術者が、同時に他の事業所の給水装置工事主任技術者とならないようにしなければならない。

ただし、１の給水装置工事主任技術者が当該２以上の事業所の給水装置工事主任技術者となつて

もその職務を行うに当たつて特に支障がないときは、この限りでない。 

法第２５条の８（事業の基準） 

指定給水装置工事事業者は、厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準に

従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努めなければならない。 

法第２５条の９（給水装置工事主任技術者の立会い） 

水道事業者は、第１７条第１項の規定による給水装置の検査を行うときは、当該給水装置に係

る給水装置工事を施行した指定給水装置工事事業者に対し、当該給水装置工事を施行した事業所

に係る給水装置工事主任技術者を検査に立ち会わせることを求めることができる。 

法第１７条第１項（給水装置の検査） 

水道事業者は、日出後日没前に限り、その職員をして、当該水道によつて水の供給を受ける者

の土地又は建物に立ち入り、給水装置を検査させることができる。ただし、人の看守し、若しく

は人の住居に使用する建物又は閉鎖された門内に立ち入るときは、その看守者、居住者又はこれ

らに代るべき者の同意を得なければならない。 
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法第２５条の１０（報告又は資料の提出） 

水道事業者は、指定給水装置工事事業者に対し、当該指定給水装置工事事業者が給水区域にお

いて施行した給水装置工事に関し必要な報告又は資料の提出を求めることができる。 

法第２５条の１１（指定の取消し） 

水道事業者は、指定給水装置工事事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第１６条の

２第１項の指定を取り消すことができる。 

（１）第２５条の３第１項各号に適合しなくなつたとき。 

（２）第２５条の４第１項又は第２項の規定に違反したとき。 

（３）第２５条の７の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

（４）第２５条の８に規定する給水装置工事の事業の運営に関する基準に従つた適正な給水装置工

事の事業の運営をすることができないと認められるとき。 

（５）第２５条の９の規定による水道事業者の求めに対し、正当な理由なくこれに応じないとき。 

（６）前条の規定による水道事業者の求めに対し、正当な理由なくこれに応じず、又は虚偽の報告

若しくは資料の提出をしたとき。 

（７）その施行する給水装置工事が水道施設の機能に障害を与え、又は与えるおそれが大であるとき。 

（８）不正の手段により第１６条の２第１項の指定を受けたとき。 

２ 第２５条の３第２項の規定は、前項の場合に準用する。 

３ 法第２５条の１１を要約すると、以下のとおりである。  （水道法遂条解説） 

(1) 具体的な指定の取消し要件 
給水装置工事事業者の指定制度は、指定給水装置工事事業者が指定の基準や事

業運営の基準に適合していることを前提として、給水装置の構造及び材質の基準

に適合した適切な給水装置工事の実施を確保しようとするものである。 

そこで、指定の基準等に適合していない場合には指定を取消すことができるこ

ととし、指定給水装置工事事業者に対する十分な監督を行い、指定制度本来の効

果が発揮されるようにしようとするものである。なお、水道事業者は、指定の取

消しをしたときは、指定をしたときと同様、公報等により周知する必要がある。 

具体的な指定の取消要件は以下のとおりである。 

① 指定の基準に適合しなくなったとき（法第２５条の１１第１項第１号） 

法第２５条の３第１項各号に適合しなくなったときである。 

すなわち、事業所に主任技術者が不在となった場合、事業所に厚生労働省令

で定める機械器具が無くなった場合、及び法律に違反して、刑の執行を終え、

又は執行を受けることがなくなつた日から２年を経過しない者、又はその役員

を有する法人の事業所の場合等をいうものである。 

② 主任技術者の選任及び届出義務違反（同第２号） 
指定制度の技術力確保の根幹となる主任技術者に関してその選任及び届出が

適正に行われていなければならないから、指定の取消要件として、これを担保

するものである。 

③ 事業の変更等の届出義務違反（同第３号） 
指定給水装置工事事業者の監督のために必要な届出の適正を確保するため指

定の取消要件とするものである。 



 

 19 

④ 事業運営の基準違反（同第４号） 

事業運営の基準に従った給水装置工事に関する事業の運営ができないと認め

られるときは、継続して事業運営の基準に適合することができないと解すべき

である。 

⑤ 主任技術者の立会い応諾義務違反（同第５号） 

水道事業者が水道の適正を確保するために行う給水装置の検査に協力するこ

とは、給水装置の構造及び材質の基準に適合する給水装置工事を施行できる者

として指定を受けた指定給水装置工事事業者の一般的な義務であるから、正当

な理由なくこれに応じないときは指定の取消しができるとしたものである。 

⑥ 報告等の応諾義務違反（同第６号） 

指定給水装置工事事業者の監督又は給水装置の適正の確保に必要な給水装置

工事に関する報告の実効性を確保するため指定の取消要件とするものである。 

⑦ 水道施設への機能障害（同第７号） 

「水道施設の機能に障害を与えて水の供給を妨害した者」には罰則の適用が

ある(法５１条)。飲用に供する水を安定的に常時供給することは公益上の必要

性が高く、不適切な給水装置工事によりこうした公益を損なうことがあっては

ならないから、指定の取消要件とするものである。なお、「給水装置工事が水道

施設の機能に障害を与え」とは、具体的には、不適正な分岐工事によって、配

水管の破損はもとより、水道施設本来の能力に支障を及ぼしたり、給水装置か

ら汚染された水が逆流すること等がこれに該当すると考えられる。 

⑧ 不正な手段により指定を受けた場合（同第８号） 

指定の取消しは、水道事業者の裁量に委ねられているが、その判断基準は、

公平に運用する必要がある。 

なお、水道事業者は、法第２５条の１１各号のいずれかに該当する指定給水

装置工事事業者について、情状酌量により、法第１６条の２第１項の指定を取

消すことを留保して行う措置（指定給水装置工事事業者としての業務を一時停

止することの指導等）について、その判断基準、手続き等を明確にするための

規則を設けても差し支えない。 

ただし、法第２５条の１１各号に定める事項以外の事項を独自に定めて指定

の停止等の新たな規制を行うことはできない。また、指定の停止期間は、法第

２５条の３第１項第３号ハの規定から、２年を超えることはできない。 

(2) 企業長の周知 

法第２５条の３第２項の規定において、指定をした給水装置工事事業者につい

て、広報、公示等により一般に周知する措置を講じなければならないとしたのと

同様に、指定を取消した場合にも周知する措置を講じなければならないとしたも

のである。 

法第２５条の７（変更の届出等） 

指定給水装置工事事業者は、事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更

があつたとき、又は給水装置工事の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、厚生労働

省令で定めるところにより、その旨を水道事業者に届け出なければならない。 
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施行規則第３６条（事業の運営の基準） 

法第２５条の８に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準は、

次の各号に掲げるものとする。 

（１）給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、法第２５条の４

第１項の規定により選任した給水装置工事主任技術者のうちから、当該工事に関して法第２５

条の４第３項各号に掲げる職務を行う者を指名すること。 

（２）配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メーター

までの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異

常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又

はその者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させること。 

（３）水道事業者の給水区域において前号に掲げる工事を施行するときは、あらかじめ当該水道事業

者の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合するように当該工事を施行すること。 

（４）給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の施行技術

の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 

（５）次に掲げる行為を行わないこと。 

イ 令第５条に規定する基準に適合しない給水装置を設置すること。 

ロ 給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使用すること。 

（６）施行した給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、第１号

の規定により指名した給水装置工事主任技術者に次の各号に掲げる事項に関する記録を作成さ

せ、当該記録をその作成の日から３年間保存すること。 

イ 施主の氏名又は名称 

ロ 施行の場所 

ハ 施行完了年月日 

ニ 給水装置工事主任技術者の氏名 

ホ 竣工図 

ヘ 給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 

ト 法第２５条の４第３項第３号の確認の方法及びその結果 

施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。 

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。 

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく

過大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 
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４ 指定給水装置工事事業者は、指定工事事業者規程第３条により、水道に関する規

定並びにこれらに基づく企業長の指示を遵守し、誠実にその業務に携わらなくては

ならない。 

指定工事事業者規程第３条（業務処理の原則） 

指定工事業者は、法、政令、省令、給水条例、北名古屋水道企業団給水条例施行規則（平成10

年西春日井郡東部水道企業団規則第1号）及びこの規程並びにこれらの規定に基づく北名古屋水道

企業団企業長（以下「企業長」という。）の指示を遵守し、誠実にその業務を行わなければなら

ない。 
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〔解 説〕 

１ 主任技術者は、国が付与した資格であり、直接的に企業長が管理すべきものではな

いが、給水装置工事を適正に行うための技術的な要になるべき者であり、その果たす

べき役割と責任は指定給水装置工事事業者とともに重要なものである。 

よって、主任技術者の職務は、法第２５条の４第３項により以下のとおりである。 

(1) 給水装置工事に関する技術上の管理 

(2) 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

(3) 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が法第１６条の規定に基づく政令で

定める基準に適合していることの確認 

(4) その他厚生労働省令で定める職務 

２ 上述１（４）の厚生労働省令で定める職務とは、施行規則第２３条により、以下

の調整事項を企業長と行うこととある。 

(1) 配水管から給水管を分岐する工事を施工する場合における配水管の位置確認に

関する連絡調整  

(2) 配水管からの分岐及びメーターまでの工事に係る工法、工期その他の工事上の

条件に関する連絡調整  

(3) 給水装置工事が完了した旨の連絡 

法第２５条の４（給水装置工事主任技術者） 

指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、第３項各号に掲げる職務をさせるため、厚生労働

省令で定めるところにより、給水装置工事主任技術者免状の交付を受けている者のうちから、給

水装置工事主任技術者を選任しなければならない。 

２ 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任したときは、遅滞なく、その旨を

水道事業者に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 

３ 給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 

（１）給水装置工事に関する技術上の管理 

（２）給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

（３）給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が第１６条の規定に基づく政令で定める基準に

適合していることの確認 

（４）その他厚生労働省令で定める職務 

４ 給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行う指導に従わなけ

ればならない。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

（主任技術者の責務） 

第９条 主任技術者の責務についての法令等の規定は、法第２５条の４第３項に

よる。 
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※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

施行規則第２３条（給水装置工事主任技術者の職務） 
法第２５条の４第３項第４号の厚生労働省令で定める給水装置工事主任技術者の職務は、

水道事業者の給水区域において施行する給水装置工事に関し、当該水道事業者と次の各号に

掲げる連絡又は調整を行うこととする。 

（１）配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合における配水管の位置の確

認に関する連絡調整 

（２）第３６条第１項第２号に掲げる工事に係る工法、工期その他の工事上の条件に関する連絡調整 

（３）給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）を完了した旨の連絡 

施行規則第３６条第１項第２号（事業の運営の基準） 
法第２５条の８に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準は、

次の各号に掲げるものとする。 

（１）給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、法第２５条の４

第１項の規定により選任した給水装置工事主任技術者のうちから、当該工事に関して法第２５条

の４第３項各号に掲げる職務を行う者を指名すること。 

（２）配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メーターま

での工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異常を

生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又はその

者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させること。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

法第２５条の８（事業の基準） 

指定給水装置工事事業者は、厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準に

従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努めなければならない。 

３ 上述１及び２に関しては、指定工事事業者規程第１１条等においても主任技術者

の役割及び職務等において規定している。 

指定工事事業者規程第１１条（主任技術者の職務等） 
主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない 

（１）給水装置工事に関する技術上の管理 

（２）給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

（３）給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が政令第５条に定める基準に適合していること

の確認 

（４）給水装置工事に関し、企業長と次に掲げる連絡又は調整を行うこと。 

ア 配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合における配水管の位置

の確認に関する連絡調整 

イ 第１３条第２号に掲げる工事に係る工法、工期その他の給水装置工事上の条件に関する

連絡調整 

ウ 給水装置工事を完了した旨の連絡 

２ 給水装置工事に従事する者は、主任技術者がその職務として行う指導に従わなければならない。 
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施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。  

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。 

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく過

大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 

指定工事事業者規程第１３条第２号（事業の運営に関する基準） 
指定工事業者は、次に掲げる給水装置工事の事業の運営に関する基準に従い、適正な事業の運

営に努めなければならない。 

（２）配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口からメーターまで

の工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異常を

生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又はそ

の者に当該工事に従事する他の者を実地に監督させること。 

（３）前号に掲げる工事を施行するときは、あらかじめ企業長の承認を受けた工法、工期その他の

工事上の条件に適合するよう当該工事を施行すること。 

４ 指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに給水装置工事の技術上の統括者となる

主任技術者を、主任技術者免状の交付を受けている者のうちから、指定工事事業者

規程第１２条により選任しなければならない。なお、指定給水装置工事事業者の指

定を受けた日から１４日以内にその選任を行わなければならない。 

指定工事事業者規程第１２条（主任技術者の選任等） 
指定工事業者は、第４条第１項の指定を受けた日から１４日以内に、事業所ごとに、主任技術

者を選任し、企業長に届け出なければならない。 

２ 指定工事業者は、その選任した主任技術者が欠けるに至ったときは、当該事由が発生した日か

ら１４日以内に新たに主任技術者を選任し、企業長に届け出なければならない。 

３ 指定工事業者は、主任技術者を選任又は解任したときは、給水装置工事主任技術者選任・解任

届出書（第７号様式）により、遅滞なくその旨を企業長に届け出なければならない。 

４ 指定工事業者は、主任技術者の選任を行うに当たっては、一の事業所の主任技術者が同時に他

の事業所の主任技術者とならないようにしなければならない。ただし、一の主任技術者が当該二

以上の事業所の主任技術者となってもその職務を行うに当たって特に支障がないときは、この限

りではない。 

指定工事事業者規程第４条第１項（指定の申請） 
給水条例第６条第１項の指定は、給水装置工事の事業を行う者の申請により行う。 
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条例第６条（工事の施行） 

給水装置工事は、企業長又は企業長が法第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水

装置工事事業者」という。）が施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ企

業長の設計審査（使用材料の承認を含む。）を受け、かつ、工事しゅん工後に企業長の工事検査を

受けなければならない。 

３ 第１項の規定により企業長が工事を施行する場合においては、当該工事に関する利害関係人の

同意書等の提出を求めることができる。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める基準に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工

事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 

３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止

することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該

給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認され

たときは、この限りでない。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 
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５ 主任技術者は、給水装置工事の調査、計画、施工及び検査といった一連の業務の

統括及び管理を行う者である。法第２５条の４では、こうした技術上の統括及び管

理を行う者としての具体的な職務の内容を定めている。  （水道法遂条解説） 
(1) 工事の事前調査から計画、施工及びしゅん工検査までに至る一連の技術面での

管理をいい、調査の実施、給水装置の計画、工事材料の選定、工事方法の決定、

施工計画の立案、必要な資機材の手配、施工管理及び工程ごとの工事の仕上がり

検査（品質検査）等がこれに該当する。 

(2) 工事の事前調査から計画、施工及びしゅん工検査までに至る一連の過程におい

て、工事の品質の確保に必要な従事者の役割分担の指示、品質目標、工期等の管

理上の目標に適合する工事の実施のための従事者に対する技術的事項の指導、監

督をいう。 
(3) 給水装置の構造及び材質の基準に適合する給水装置の設置を確保するために行

う、基準に適合する材料の選定、現場の状況に応じた材料の選定（例えば、保温

材での被覆）、給水装置システムの計画及び施工（例えば、逆止弁や減圧弁の設

置）、工程ごとの検査等による基準適合性の確保、しゅん工検査における基準適

合性の確保をいう。 
(4) 給水装置工事を施行する場合、担当職員との協議及び調整を行うことも主任技

術者の職務である。 

給水装置工事における主任技術者の職務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事前調査 工事内容の調整 

施工計画等の策定 
○給水装置、機材の選定 
○工事方法の決定 
○施工計画、施工図の策定 

工事従事者に対する技術上の指導監督 

工程管理、品質管理、安全管理 

しゅん工

完了検査の立会い 

担当職員

現場作業

担当職員

調 査 

計 画

構 

造 ･ 

材 

質 

の 

基 

準 

へ 

の 

適 

合

性

の

確

認

施 工

検 査

主 任 技 術 者 

工事従事者

検 査 
水質の確認 
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主任技術者に必要とされる知識及び技能 

 
 

職      務 必要とされる知識及び技能 

調
査
段
階 

事前調査 
工事内容の調整 

○凍結、破壊及び侵食等により水道水の衛生

問題等を生じる可能性のある事項を把握で

きること。 
○水道法及び供給規程等を熟知していること。

計 

画 

段 

階 

施
工
計
画
等
の
策
定 

給水装置・機材の選定 
○現場の土質等に応じて、金属の溶出、破壊

及び侵食等により水道水の汚染を生じない

機材を選定できること。 

工事方法の決定 

○汚水の吸引及び逆流、破壊及び侵食等によ

る水道水の汚染を防止する工事方法を選定

できること。 
○配水管を損傷しない配水管と給水管の接続

方法を選定できること。 

施工計画・施工図の策定

○家屋の建築スケジュールと整合した作業ス

ケジュールを策定できること。 
○給水装置工事の詳細な施工図を作成できる

こと。 

施 

工 
段 

階 

工事従事者に対する技術上 
の指導監督 

○現場作業の段取りや工事の方法についての

技術的な指導ができること。 

工程管理・品質管理・安全管理

○最適な工事工程を選定し、管理できること。

○水道水の汚染や漏水が生じないよう、工程

ごとの仕上りを管理できること。 
○工事従事者の安全や健康を管理できること。

検
査
段
階 

工事のしゅん工検査 ○逆流防止機能試験、水圧試験等を実施でき

ること。 

水質の確認 ○色、臭い、pH 

担当職員が行う完了検査の立

会い 
○完了検査に立ち会い、工事内容について

説明できること。 
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第２章 給水装置の構造及び材質 
 

 

 

 

 

 

〔解 説〕 

１ 企業長は、給水装置から水質基準に適合した水道水を常時、安定的に供給する義

務を水道使用者等に対して負っており、反面、水道使用者等においては、給水装置

からの水道水の汚染を防止する等の措置を講ずる必要がある。 

企業長は、水道使用者等の給水装置の構造及び材質が政令で定める基準に適合し

ていないときは、法第１６条及び条例第３２条により給水申込を拒み、又はその者

の給水装置がその基準に適合するまで給水を停止することができる。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

条例第３２条（給水装置の基準違反に対する措置） 

企業長は、水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、水道法施行令（昭和 32 年政令第

３３６号）第５条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合していないときは、その者の

給水契約の申込を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間、その者に対す

る給水を停止することができる。 

２ 企業長は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工

事に係るものでないときは、その者の給水契約の申込を拒み、又はその者に対する給水を停止す

ることができる。ただし、法第１６条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更であ

るとき、又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に適合していることを確認したときは、こ

の限りではない。 

施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。  

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。 

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく過

大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（給水装置の構造及び材質） 

第１０条 給水装置の構造及び材質は、水道法及び同施行令等に定める基準に適

合するものでなければならない。また、給水装置の構造及び材質についての

法令等の規定は、次の各号のとおりとする。 

（１）法第１６条による。 

（２）施行令第５条による。 

（３）平成９年厚生省令第１４号による。 

２ 給水管及び給水用具の指定は、条例第７条による。 
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（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める要綱に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工

事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 
３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停

止することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当

該給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認さ

れたときは、この限りでない。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

２ 施行令第５条第１項を要約すると、以下のとおりである。  （水道法遂条解説） 

(1) 配水管の取付口（分水栓等）による管耐力の減少を防止すること、及び給水装

置相互間の流量に及ぼす悪影響を防止すること。 

(2) 水の使用量と比較して著しく過大な口径は、給水管内の水の停滞による水質の

悪化を招くおそれがあるので、これを防止すること。 

(3) 配水管の水を吸引するようなポンプとの連結を禁止して、吸引による水の汚染、

他の水道使用者等への水使用の障害等を防止すること。 

(4) 水圧及び土圧等の諸荷重に対して十分な耐力を有し、使用する材料に起因して

水が汚染されない不浸透質の材料にて造られたものであり、継目等から水が漏れ、

又は汚水が吸引されるおそれがないものでなければならない。 

(5) 地中に一定以上の深さに埋設し、埋設しない場合は管巻立等の防護工事を施し、

又電食、特殊な土壌等により侵食のおそれがあるときは、特別の対応工事を施す

等、給水装置の破損によって水が汚染され、又は漏れるおそれがないように防護

措置を講じなければならない。 

(6) 専用水道及び工業用水道等の水管その他の設備と直接連結してはならないもの

である。直接連結する給水管及び給水用具はすべて給水装置の一部となって、本
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条の構造・材質の基準が適用されることとなるものであり、この規定は、給水装

置以外の水管及び「給水用具」でない設備と一時的にも直接に連結することを禁

止した規定である。 

(7) 水槽、プール及び流し等に給水する給水装置にあっては、万が一、装置内が負

圧になった場合に貯留水等が逆流することを防ぐため、それらと十分な吐水口空

間の保持、又は有効な逆流防止装置を具備する等、水の逆流防止の措置を講じな

ければならない。 

３ 施行令第５条第２項は、第１項で規定する給水装置の構造及び材質の基準を適用す

るについての必要な技術的細目を新たに加えられた規定により、省令第１４号で定め

ることとされたことに伴い、平成９年１０月１日から施行されたものである。 

省令第１４号で定めた給水管及び給水用具が満たすべき７項目の技術的細目にお

ける性能基準と、給水装置の構造基準の概略を以下に示す。 

性能基準と構造基準の概略 

基準項目 給水用具の性能基準 給水装置の構造基準 

耐圧基準 

（省令第１条関係）

給水装置に1.75MPaの静水圧を１

分間加えたとき水漏れ、変形、破損

並びにその他の異常を生じないこ

と。 

貯湯湯沸器及びその二次側の給

水装置に0.3MPaの静水圧を１分間

加えたとき、水漏れ、変形、破損そ

の他の異常を生じないこと。 

一缶二水路貯湯湯沸器の熱交換

部に1.75MPaの静水圧を１分間加え

たとき水漏れ、変形、破損並びにそ

の他の異常を生じないこと。 

給水装置の接合箇所は、使用す

る水圧に対する十分な耐力に応じ

る適切な接合方法が行われている

こと。 

家屋の主配管の布設経路は、構

造物下を避け、修理等を容易にす

ること。 

一缶二水路貯湯湯沸器の熱交換

部は接合箇所を有さない。 

浸出基準 

（省令第２条関係）

水栓その他の給水用具から金属及

び有害物質等の浸出濃度が基準値

以下であること。（鉛の浸出液基準

濃度を例として記載） 

・水栓、給水装置末端用具0.001mg/L

以下 

・給水装置末端以外の用具0.01mg/L

以下 

給水装置は、末端部に水が停滞

する構造になっていないこと。 

給水装置は、有害物質等貯留及

び取扱場所に接して設置しないこ

と。 

水撃限界基準 

（省令第３条関係）

一定条件（流速2m/秒、動水圧

0.15MPa）の給水用具の止水機構を

急閉止により、その水撃作用（以下

「ウォータハンマ」という。）によ

り上昇する圧力が1.5MPa以下である

こと。 

当該給水用具の一次側に近接し、

水撃防止用具を設置すること。 
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基準項目 給水用具の性能基準 給水装置の構造基準 

防食基準 

（省令第４条関係）
 

酸又はアルカリ、及び漏洩電流

等に侵食されない材質（耐食性、

又は非金属製）を使用するか、防

食材、絶縁材等で十分に被覆する

こと。 

逆流防止基準 

（省令第５条関係）

逆止弁及び逆流防止装置内蔵の

給水用具は、低圧3KPa、高圧1.5MPa

の静水圧を１分間加えたとき水漏

れ、変形、破損並びにその他の異常

を生じないこと。 

性能基準を満たす逆止弁等の設

置により逆流防止措置を講ずるこ

と。給水用具を設置する壁及び越

流面から吐出口空間寸法を規定値

とする。 

耐寒基準 

（省令第６条関係）

減圧弁、逃し弁、逆止弁、空気弁

及び電磁弁等の弁類は耐久性能試

験の後、又それ以外の給水装置につ

いても零下20±2℃の温度で１時間

保持した後に通水した時、耐圧性能、

水撃限界性能並びに逆流防止性能

を有すること。 

断熱材で被覆し、凍結防止の措

置を講じること。 

耐久基準 

（省令第７条関係）

減圧弁、逃し弁、逆止弁、空気弁

及び電磁弁は、10万回の開閉操作の

繰り返し後も耐圧性能、水撃限界性

能、逆流防止性能を有すること。 

 

４ 配水管の取付口（分水栓等）よりメーターまでの間の給水装置に用いる給水管及

び給水用具については、災害等による損傷を防止し、迅速かつ適切な損傷の復旧を

行う必要があるため、条例第７条により企業長は、その構造及び材質を指定するも

のである。 

条例第７条（給水管及び給水用具の指定） 

企業長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復旧を迅速か

つ適切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への取付口から水道メーター

までの間の給水装置に用いようとする給水管及び給水用具について、その構造及び材質を指定す

ることができる。 

２ 企業長は、指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口

から水道メーターまでの工事に関する工法、工期その他の工事上の条件を指示することができる。 

３ 第 1 項の規定による指定の権限は、法第１６条の規定に基づく給水契約の申込みの拒否又は給

水の停止のために認められたものと解釈してはならない。 
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〔解 説〕 

（器具機材） 

給水装置に使用する器具機材は、日本工業規格品（ＪＩＳ）、日本水道協会（Ｊ

ＷＷＡ）規格品、第三者認証品、自己認証品又は検査品等、水道法性能基準の適合

品であることを主任技術者が確認すること。 

１ 規格品 

日本工業規格、製造業者等の団体の規格、海外認証機関規格等の製品規格のうち、

その性能基準項目の全部に係る性能条件が基準省令の性能基準と同等以上であるこ

とが明確な製品。 

２ 認証品 

(1) 第三者認証 

第三者認証機関で製品に求められる「性能基準」〔耐圧・浸出・水撃限界・防

食・逆流防止（負圧破壊）・耐寒・耐久〕に適合した製品。 

製造業者等との契約により、中立的な第三者認証機関が製品試験、工場検査等

を行い、基準に適合しているものについては基準適合品として登録され、認証製

品であることを示すマークの表示を認める方法があるが、これは製造業者等の希

望に応じて任意に行われるものであり、義務付けられるものではない。 

第三者認証を行う機関の要件及び業務実施方法については、国際整合化等の観

点から、ＩＳＯのガイドラインに準拠したものであることが望ましいとされてい

る。 

(2) 自己認証 

製造者が自ら適合検査を行う。ただし、それを国、県、外国等の証明機関で証

明してもらい、証明書を必要とする製品。 

政省令により、構造及び材質の基準が明確化、性能基準化されたことから、製

造業者が基準に適合しているかどうかの判断が容易となり、製造業者が自己認証

（製造業者等が自らの責任のもとで、性能基準適合品であることを証明する方法）

により製品の販売を行うことができる。 
なお、自己認証の具体例としては、製造業者等が性能基準適合品であることを

示す自社検査証印等の表示を製品等に行うこと。また、製品が設計段階で基準省

令に定める性能基準を満たすものとなることを示す試験証明証及び製品の品質の

安定性を示す証明書を製品の種類ごとに工事事業者等に提示することが挙げられ

る。 

（給水装置の器具機材） 

第１１条 給水装置器具機材（以下「器具機材」という。）は、第１０条で定め

た構造及び材質であって、適切な場所に使用することとし、次の各号に掲げ

るものとする。 

（１）規格品 

（２）認証品 
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３ 第三者認証機関の認証マーク 

第三者認証機関の認証マーク 

 

 

 

(社)日本水道協会 

 

 

 

(財)日本燃焼機器検査協会 

 

 

 

(財)電気安全環境研究所 

 

 

 

(社)日本水道協会 

 

 

 

(社)日本ガス機器検査協会 

 

 

 

(株)ＵＬ Japan 

このマークは、第三者認証機関である以下の５機関の認証マークとして、製品

に求められる「性能基準」すなわち、施行令第５条第２項の基準〔耐圧・浸出・

水撃限界・防食・逆流防止（負圧破壊）・耐寒・耐久〕に適合した製品に対して

表示されている。 

施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。 

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。 

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく

過大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 
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第三者認証機関の住所等 

※平成 27年 3月現在 

４ 基準適合品の確認方法 

使用する給水装置用材料が、基準等に適合しているか否かを給水申込者、指定給

水装置工事事業者、企業長等が判断することとなった。 

この判断のための資料として、また、新たな制度の円滑な実施のために、基準適

合情報が厚生労働省ホームページの「給水装置データベース」に記載されている。 

また、厚生労働省の「給水装置データベース」のほかに、第三者認証機関のホー

ムページにおいても情報提供サービスが行われている。したがって、個々の給水管

及び給水用具がどの項目について基準を満足しているのかについての情報は、これ

らを活用することによって、入手することができる。 

厚生労働省並びに第三者認証機関のインターネットによる情報の入手先を以下に

示す。 

ホームページアドレス 

 ※平成 27年 3月現在 

認 証 機 関 名 住  所 問合せ先 

ＪＷＷＡ 
(社)日本水道協会 

〒102-0074 

東京都千代田区九段南 4-8-9 
03-3264-2281(代) 
認証センター 

ＪＨＩＡ 
(財)日本燃焼機器検査協会 

〒247-0056 

神奈川県鎌倉市大船字谷ノ前 1751 
0467-45-6277 
検査部 

ＪＥＴ 
(財)電気安全環境研究所 

〒230-0004 

神奈川県横浜市鶴見区元宮 1-12-30 
045-582-2151 
受付グループ 

ＪⅠＡ 
(財)日本ガス機器検査協会 

〒107-0052 

東京都港区赤坂 1-4-10 JIA ビル 
03-5570-5981(代) 
認証技術部 

ＵＬ 
(株)ＵＬ Japan 

〒516-0021 

三重県伊勢市朝熊町 4383-326 
0596-24-6717(代) 
 

名 称 ホームページアドレス 

厚生労働省 

〔給水装置データベース〕
http://kyuusuidb.mhlw.go.jp/tec/kyusuidb 

ＪＷＷＡ 
(社)日本水道協会 

http://www.jwwa.or.jp/Center/ 

ＪＨＩＡ 
(財)日本燃焼機器検査協会 

http://www.jhia.or.jp/ 

ＪＥＴ 
(財)電気安全環境研究所 

http://www.jet.or.jp/ 

ＪⅠＡ 
(財)日本ガス機器検査協会 

http://www.jia-page.or.jp/ 

ＵＬ 
(株)ＵＬ Japan 

http://www.ul.com/japan/jpn/pages/ 
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〔解 説〕 

給水装置を構成する器具機材の内、主体を成す管及び継手類は最も重要であり、最

適なものを使用すること。 

１ 管及び継手類の主な種類等 

企業長が指定する給水分岐部から止水栓及びメーター前後までの承認材料は、

以下の表のとおり。 

給水装置工事の承認材料 

 

（給水装置工事材料の主な種類） 

第１２条 給水装置工事材料の主な種類は、次の各号に区分するものとする。 

（１）管及び継手類 

（２）水栓類 

（３）バルブ類 

（４）メーターボックス、止水栓ボックス類 
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２ メーターボックス・止水栓ボックス類 

(1) メーターボックスは、企業長の承認品とし、材料は樹脂製又は鋳鉄製である。

なお、検針及びメーター取替に支障がないように大きさを定めている。 
(2) 止水栓ボックスについても、企業長の承認品とし、材料は樹脂製又は鋳鉄製で

ある。なお、止水栓の操作に支障がないように大きさを定めている。 
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第３章 給水装置工事の申込み 
 

 

 

〔解 説〕 

給水装置工事の申込手順は、以下のとおりである。 

給水装置工事申込の手順（標準） 

申 請 者 指 定 工 事 事 業 者 企 業 団 備 考 

1 2 

 

 

 

 
 
3 
 
4 

 
 
 
5 

 
 

6 
 
8 
 
13 
 
14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 
 

18 
 

19 

20 

 

 
 
 
 

7 

 

 
 
 

9 
 
10 

11 

12 

 

 

15 

 

 

 
16 
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22 

 

 

 

 

 

 

23 

 

24 

25 

 

（給水装置工事の申込手順） 

第１３条 給水装置を新設、改造、修繕又は撤去しようとする者は、企業長の提

示する手順に従って、適正に給水装置工事を施行すること。 

工事依頼 申込書作成
・申込書 
・確約書 
・建築確認受理書 
・公図 
・事前調査資料 
・その他必要書類

現地確認

事前調査資料の収集
・配管情報 
・地下埋設物等 
・道路管理者、占用物管理者

申込書の提出

設計審査申請書Ⅰ及びⅡ作成

現地測量、調査、立会
・引込み箇所の表示 
・既設管等の掘削調査

受 取 ・ 受 付 

申込書の決裁 

占用、使用許可申請書作成

 
 
 
 
 
 

申請書提出

道路管理者 使用許可申請書
と協議書を受取

企業団より
許可書写を

受取

警察署 

申請書提出 

使用許可証受取 企業団へ
許可証(写)を提出

配水管がない場合及び国･県道は、 
企業団にて占用、使用申請書を作成する 

給水加入金調定決裁、承認 

入 金 確 認 

メ ー タ ー 出 庫 

給水加入金 
納金 

給水加入金等の納付書 
審査手数料の納付書 

金融機関 
審査手数料納金 

工事施行準備
・埋設物立会等 
・保安員依頼 
・その他必要事項

断水許可願提出

施工日連絡

引込み工事施工

給水装置工事主任技術者による検査
の実施 
給水装置工事検査報告書の作成

しゅん工届・検査願
給水装置工事検査報告書 
設計審査申請書Ⅰ、Ⅱのしゅん工図
工事写真 
耐圧試験の写真 

※必要に応じて 

※アパート等集合住宅の
複数メーターがある場
合は、職員に立会を求
め通水試験を実施する

検査手数料納付書発行 

給水装置工事検査報告書 
に基づき書類検査 

現 地 確 認 検 査 

納  金

給水維持担当窓口 
・資料収集 
・配管情報 
・地下埋設物等 
・協議、問合せ 
・申込内容 
・水栓情報 

申込書の審査・受付 

申込内容・事前調査内容 
の調査、確認 

現地確認 

設計審査書の審査 

配水管がない場合の

設計審査Ⅰは、企業

団の指示内容により

作成する 

工事完了（公道の本復旧から屋内給水工事まで完了した後） 
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〔解 説〕 

指定給水装置工事事業者は、以下の事項において確認すること。 

(1) 給水装置工事の申込者に確認する事項 

① メーター設置場所は、検針業務に支障がないか。 

② 申請建築物に対してメーターの口径が適正であることを説明し、承諾を得たか。 

(2) 給水維持担当の受付窓口で確認できる事項 

① 既設管の配管状況   ※給水管、先行取り出し等の有無 

② 舗装厚、掘削規制の有無 

③ 通学路等の確認（北名古屋市） 

④ 市内巡回バス路線図の通路確認（北名古屋市） 

⑤ その他 

(3) 現地調査にて確認する事項 

① 既設管の配管状況 

② 他占用物の有無 

③ 交通量を把握し交通規制が適当か 

④ 営業店、会社等で断水できるか 

(4) 道路管理者に確認する事項 

① 掘削規制路線にて、給水工事をする際の舗装本復旧の範囲 

② 道路内に大きな構造物（暗渠等）は埋設されていないか 

③ 水路箇所の引込み工事は、原則下越しにて布設とされているが、現場状況に

よって上越しで布設することができるか 

④ 道路と水路の管理区分 

≪事務取扱指針≫ 

１ 申込者 

申込者が用意するものは、以下のとおりとする。 

(1) 印鑑 

(2) 建築確認の証明 

「確認通知書」、「建築確認申請受理証明書」、「確認審査引受承諾書」又は「確

認済証」の写し 

ただし、以下のものについては受理証明書等のコピーの添付は必要としない。 

① 将来の建築を目的とする工事用で、建築確認申請のされていないもの 

② 臨時の施設（建物）等に給水するもの 

③ 建築確認申請の必要としないもの 

（工事申込時の確認事項等） 

第１４条 指定給水装置工事事業者は、給水申込みに際し、事前調査事項におい

て関係部署等から必要事項を確認すること。 

２ 工事申込時には、『事務取扱指針』によること。 
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上述以外の項目で、受理証明書等のコピーが添付されていない場合は、必要に

応じて所轄部署等と確認を行うこと。 

(3) 建築設計書の給水図面 

給水装置の種類、メーターの口径及び個数等を明確にして、希望する指定工事

事業者に申込手続きをする。 

２ 指定給水装置工事事業者 

指定給水装置工事事業者が行う事務業務及び説明・確認業務は、以下のとおりと

する。 

(1) 見積書提出及び契約締結 

給水装置工事は、指定給水装置工事事業者と申込者との契約関係であることを

申込者に十分説明し、必要に応じて見積書の提出や契約書を交わすこと。 

(2) 説明・確認業務 

申込者の給水装置工事申込手続き依頼に対して必要な書類、内容等を申込者に

十分に説明し、確認すること。特に、以下の事項に注意すること。 

①  メーター設置箇所は道路から直接検針でき、取替作業が安易な場所か 

② 給水方式及び給水量に対するメーター口径について説明し、理解を得たか 

（医療機関であれば、緊急の断水等を想定した給水方式か） 

③ 給水加入金及び水道料金について説明し、理解を得たか 

④ 確約事項提出書類の「確約書」の内容について説明し、理解を得たか 

(3) 工事費の請求 

指定給水装置工事事業者は、審査書Ⅰの審査結果（審査書Ⅰの手直ししたもの）

に基づき工事費等の積算を行うこと。 
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〔解 説〕 

１ 給水装置工事の申込者から依頼された指定給水装置工事事業者は、事前調査を行

った後、条例第４条及び条例施行規則第２条等により当該工事の施行に必要な書類

をあらかじめ企業長に提出し、必ず、その承認を受けた後に施工着手すること。 

条例第４条（給水装置の新設等の申込） 

給水装置を新設、改造、修繕（水道法（昭和32年法律第１７７号。以下「法」という。）第１６

条の２第２項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去しようとする者は、企

業長の定めるところにより、あらかじめ企業長に申し込み、その承認を受けなければならない。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定に

基づく政令で定める要綱に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において給水

装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて水

の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工事事

業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 
３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停

止することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当

該給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認さ

れたときは、この限りでない。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

（申込書及び関係書類の提出） 

第１５条 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事の申込者に対し申込内容を

説明し、申込者承知の上、手続きに関する一切の業務を受任する。 

２ 指定給水装置工事事業者は、必要な事前調査を行い、次の各号に揚げる書

類を必要に応じ作成して、企業長に提出するものとする。 

（１）給水装置工事申込時 

解説２及び第９章を参照して提出する書類 

（２）メーター出庫時 

メーター設置時に必要とする書類 

（３）給水装置工事完了時 

給水装置工事が完成した際に提出する書類 

（４）その他 

その他、企業長が必要とする書類 
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※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

条例施行規則第２条（給水装置の新設等の申込） 

条例第４条に規定する給水装置（条例第２条に規定する給水装置をいう。以下同じ。）を新設、

改造、修繕又は撤去しようとする者は、給水装置工事申込書（第1号様式）により申し込まなけれ

ばならない。 

条例第２条（給水装置の定義） 

この条例において、「給水装置」とは、需要者に水を供給するために北名古屋水道企業団企業長

（以下「企業長」という。）の施設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する

給水用具をいう。 

２ 指定給水装置工事事業者は、申込者に代わり以下の必要書類を作成し、企業長に

提出するものとする。 

(1) 申込時必要書類 

① 道路掘削工事（配水管埋設あり）を伴う場合 

書類等 有無 

給水装置工事申込書 ○ 

配水管布設工事申込及び工事負担金軽減申請書 × 

承諾書（土地・建物所有者） ※1 

確約書 ○ 

誓約書（給水口径・その他） ※2 

建築確認済証（または受理証明書） ※3 

公図（1/500） ○ 

給水装置工事確認立会証明書 ○ 

給水装置工事設計審査申請書Ⅰ（建築図面等必要） ○ 

給水装置工事設計審査申請書Ⅱ ○ 

給水装置工事着手届 ○ 

※1…申込者と土地、建物の所有者が異なる場合→○ 

※2…企業長が必要と認めた場合→○ 

※3…建築許可が必要な建築物を建てる場合→○ 
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② 道路掘削工事（配水管埋設あり）を伴わない場合 

書類等 有無 

給水装置工事申込書 ○ 

配水管布設工事申込及び工事負担金軽減申請書 × 

承諾書（土地・建物所有者） ※1 

確約書 ○ 

誓約書（給水口径・その他） ※2 

建築確認済証（または受理証明書） ※3 

公図（1/500） × 

給水装置工事確認立会証明書 × 

給水装置工事設計審査申請書Ⅰ（建築図面等必要） ※4 

給水装置工事設計審査申請書Ⅱ ○ 

給水装置工事着手届 ○ 

※1…申込者と土地、建物の所有者が異なる場合→○ 

※2…企業長が必要と認めた場合→○ 

※3…建築許可が必要な建築物を建てる場合→○ 

※4…メーター廻りの工事が必要な場合→○ 

③ 配水管布設工事が必要な場合 

書類等 有無 

給水装置工事申込書 ○ 

配水管布設工事申込及び工事負担金軽減申請書 ○ 

承諾書（土地・建物所有者） ※1 

確約書 ○ 

誓約書（給水口径・その他） ※2 

建築確認済証（または受理証明書） ※3 

公図（1/500） ○ 

給水装置工事確認立会証明書 ○ 

給水装置工事設計審査申請書Ⅰ（建築図面等必要） ○ 

給水装置工事設計審査申請書Ⅱ ○ 

給水装置工事着手届 ○ 

※1…申込者と土地、建物の所有者が異なる場合→○ 

※2…企業長が必要と認めた場合→○ 

※3…建築許可が必要な建築物を建てる場合→○ 
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④ 集合住宅の共用給水方式による検針（親メーター検針）の場合 

①、②、③の場合の申込書類と別に必要な書類 

・受水槽の設計承認図 

・受水槽の二次側の配管系路図 

・貯水槽水道施設調査票 

⑤ 集合住宅の共用給水方式による各戸検針（普通式検針）の場合 

④の給水装置工事完了後に必要な書類 

書類等 有無 

給水装置工事申込書 ○ 

配水管布設工事申込及び工事負担金軽減申請書 × 

承諾書（土地・建物所有者） ※1 

確約書 ○ 

誓約書（給水口径・その他） ※2 

建築確認済証（または受理証明書） × 

公図（1/500） × 

給水装置工事確認立会証明書 × 

給水装置工事設計審査申請書Ⅰ（建築図面等必要） × 

給水装置工事設計審査申請書Ⅱ ○ 

給水装置工事着手届 ○ 

誓約書（普通式検針） ○ 

住宅の各戸検針、集金に関する申請書 ○ 

施錠装置付き住宅に係る施錠装置の解除方法届出書 ○ 

使用開始届 ○ 

水道管理人選定届 ○ 

中高層集合住宅の使用者名簿 ○ 

メーターユニットの承認図 ○ 

※1…申込者と土地、建物の所有者が異なる場合→○ 

※2…企業長が必要と認めた場合→○ 
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⑥ 集合住宅の共用給水方式による各戸検針（集中式検針） 

④の給水装置工事完了後に必要な書類 

書類等 有無 

給水装置工事申込書 ○ 

配水管布設工事申込及び工事負担金軽減申請書 × 

承諾書（土地・建物所有者） ※1 

確約書 ○ 

誓約書（給水口径・その他） ※2 

建築確認済証（または受理証明書） × 

公図（1/500） × 

給水装置工事確認立会証明書 × 

給水装置工事設計審査申請書Ⅰ（建築図面等必要） × 

給水装置工事設計審査申請書Ⅱ ○ 

給水装置工事着手届 ○ 

住宅の各戸検針、集金に関する申請書 ○ 

施錠装置付き住宅に係る施錠装置の解除方法届出書 ○ 

使用開始届 ○ 

水道管理人選定届 ○ 

中高層集合住宅の使用者名簿 ○ 

電子メーターの承認図 ○ 

集中検針盤の承認図 ○ 

※1…申込者と土地、建物の所有者が異なる場合→○ 

※2…企業長が必要と認めた場合→○ 

 

≪参考≫ 

誓約書【第１号様式（共用給水装置に係る給水加入金等取扱要領）】 

中高層集合住宅施錠装置の解除方法（解除方法の変更）届出書 

【第２号様式（第３条関係）】 

中高層集合住宅の各戸検針、集金等に関する契約書【第３号様式（第５条関係）】 

中高層住宅使用開始届【第４号様式（第７条関係）】 

中高層集合住宅水道管理人選定届【第５号様式（第７条関係）】 

中高層住宅使用者名簿【第６号様式（第７条関係）】 

 

「給水装置工事設計審査申請書Ⅱ」の添付書類として 

給水系統図、配管図、各階平面図、受水槽詳細配管図、受水槽承認図等 
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≪給水装置工事申込みの受付締切りについて≫ 

設計、占用申請及び施工工期の観点から、当該年度の給水工事申込みの受付締

切りは次のとおりとする。 

〔１２月末日までを受付締切りとするもの〕 

・国･県道の配水管布設工事が伴う申込み 

〔１月中旬までを受付締切りとするもの〕 

・市･町道の配水管布設工事が伴う申込み 

・国･県道の占用が伴う申込み 

〔２月末日までを受付締切りとするもの〕 

・上記以外で給水加入金が発生する申込み 

※上記の申込みで、受付締切りを過ぎたものは次年度の受付とするが、設計、占用等

の事務処理は進めるので、随時、申込書を提出する。この場合、給水加入金や工事

負担金の納付書は次年度の４月初旬発送となるが、消費税率に変更が生じた場合は、

申込書を提出した時点での消費税率を適用するものとする。 

※受付締切り前に提出された申込みであっても、書類の不備、申込み内容の不確定な

もの、給水加入金、工事負担金の納金が当年度中に困難なものは、当年度受付がで

きない場合もある。 

※上記以外の加入金の発生しない申込みについては、３月末日まで当年度申込みとし

て受付する。 

(2) メーター設置時 

① メーター出庫願 

② 開始届 

(3) 給水装置工事完了時 

① 給水装置工事しゅん工届・検査願 

② 給水装置工事検査報告書 

③ 給水装置工事設計審査申請書Ⅰのしゅん工図 

④ 給水装置工事設計審査申請書Ⅱのしゅん工図 

⑤ 工事写真 

(4) その他 

その他必要書類 
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〔解 説〕 

給水装置の新設等を指定給水装置工事事業者が施行する場合、給水工事に要する費

用は、条例第８条及び条例施行規則第４条等により申込者の負担とする。 

条例第８条（給水加入金） 

第４条の規定による給水装置の新設又は改造の工事の実施に際し、別表第１に定める給水加入

金に 100 分の 108 を乗じて得た額を当該工事を申込みしようとする者から徴収する。 

２ 給水加入金について必要な事項は、別に企業長が定める。 

別表第１ 

区分
口径 給水加入金 

区分 
口径 給水加入金 

13 ㎜ 80,000 円 50 ㎜ 1,300,000 円

20 ㎜ 180,000 円 75 ㎜ 2,700,000 円

25 ㎜ 300,000 円 100 ㎜ 4,800,000 円

30 ㎜ 430,000 円 150 ㎜ 10,600,000 円

40 ㎜ 780,000 円 
共用給水装置において各戸検針及び集金に係るものは、上
記金額に給水戸数 1件につき、40,000 円を加算する。 

※注 上述の別表第１における「共用給水装置において各戸検針及び集金に係るもの」は、集中

式検針のことである。 

条例第４条（給水装置の新設等の申込） 

給水装置を新設、改造、修繕（水道法（昭和 32 年法律第１７７号。以下「法」という。）第１

６条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去しようとする者は、

企業長の定めるところにより、あらかじめ企業長に申し込み、その承認を受けなければならない。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める要綱に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工

事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 

３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停

止することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当

該給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認さ

れたときは、この限りでない。 

（給水加入金・手数料） 

第１６条 給水装置工事申込みに際して必要な費用は申込者の負担とし、次の各

号に掲げる種別に区分するものとする。 

（１）給 水 加 入 金  条例第８条による。 

（２）手 数 料  条例第２９条による。 
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法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

条例施行規則第４条（給水加入金） 

条例第８条に規定する給水加入金は、新設又は改造（メーター口径を増径するものに限る。）工事

の申込者から一時的に徴収するものであり、給水装置の撤去工事に関して返却するものではない。 

２ 給水加入金は、給水装置に設置されるメーター口径により徴収する。 

３ 第１３条第１項第１号に規定する特別栓については、給水加入金は徴収しない。 

４ メーター口径を増径するものに係る改造工事の給水加入金の額は、新口径に係る給水加入金の

額から旧口径に係る給水加入金の額を減額し、その差額を徴収する。 

５ メーター口径を減径するものに係る改造工事の場合において、新口径に係る給水加入金の額と

旧口径に係る給水加入金の額との差額は、返却しないものとする。 

６ 給水加入金は、条例第１０条の規定による給水装置の工事費概算額の予納の際に納入するもの

とする。 

７ 共用給水装置に係るものの給水加入金の取扱いについては、企業長が別に定める。 

８ 前各項に掲げるもののほか、給水加入金について必要な事項は、企業長が定める。 

条例第１３条（給水契約の申込） 

水道を使用しようとする者は、企業長が定めるところにより、あらかじめ企業長に申し込み、

その承認を受けなければならない 

条例第１０条（工事費の予納） 

企業長に給水装置の工事を申し込む者は、設計によって算出した給水装置の工事費の概算額を

予納しなければならない。ただし、企業長が、その必要がないと認めた工事については、この限

りではない。 

２ 前項の工事費の概算額は、工事しゅん工後に清算する。 

※注 上述の条例第１０条は、平成１８年度以降運用していない。 

(1) 給水加入金について 

給水加入金は、「土地、給水装置」と一体であると定義付け、給水装置の新設、

増口径工事の実施に際し、工事申込者から徴収するものであり、撤去、減口径工

事に関して返却するものではない。 

① 給水加入金の取扱は、以下のとおりとする。 

ｱ) 増口径の場合は、新口径と旧口径の差額を徴収する。 

ｲ) 減口径の場合は、新口径と旧口径の差額は還付しない。 

ｳ) 上述の減口径後に再度増口径する場合は、差額を徴収する。 

ｴ) メーター数の変更が伴う改造工事で、申込内容の給水加入金総額と給水加

入金の既得額に不足が生じた場合は、徴収し、余剰金が出た場合は返却しな

いものとする。 
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ｵ) 給水装置が不要となり所有者が廃止の申出をした場合、所有者へ給水加入

金は還付しない。 

② 給水加入金徴収例 

集合住宅の共用給水方式における給水加入金 
検針方式 親 子 

普通式検針 ×（※） ○ 
集中式検針 ○ △ 

親メーター検針 ○ × 
○…加入金が必要 

×…加入金が不要 

△…給水戸数 1件につき、40,000 円（税別）が必要 

※ 一次側の申込時、親メーターの加入金が必要となるが、二次側の子メーターの

加入金請求時に充当できるため、最終的に必要な加入金は子メーターの件数分と

なる。 
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ｱ) 新規の給水加入申込 

・ 以下の金額は、条例第８条、別表１の金額が変更となった際は読み替える。 

例１ 

貯水槽給水で口径 13mm を 15 個の申込みを受ける。 

（口径/mm  円/税別） 

 

 

例２ 

貯水槽給水で口径 13mm を 10 個、構造上の都合で口径 20mm を 5 個の申込みを受ける。 

（口径/mm  円/税別） 

 

 

 

 

例３ 

貯水槽給水で口径 13mm を 10 個、構造上の都合で口径 20mm を 2 個の申込みを受ける。 

（口径/mm  円/税別） 

 

 

 

 

例４ 

貯水槽給水で口径 13mm を10個、直結直圧給水で１･２階の店舗に口径 20mm を2個の申込みを

受ける 

（口径/mm  円/税別） 

 

 

 

 

 

口径 加入金 個数 金額 【普通式検針】 

13 80,000 15 1,200,000 

口径 加入金 個数 金額 【普通式検針】 

13 80,000 10 800,000 

20 180,000 5 900,000  

合計 1,700,000  

口径 加入金 個数 金額 【普通式検針】 

13 80,000 10 800,000 

20 
（直結直圧）

180,000 2 360,000  

合計 1,160,000  

口径 加入金 個数 金額 【集中式検針】 

13 40,000 10 400,000 

20 180,000 2 360,000 

25(親) 300,000 1 300,000 【親メーターを口径 25mm で申込み】 

合計 1,060,000  
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ｲ) 改造の給水加入申込 

・ 以下の金額は、条例第８条、別表１の金額が変更となった際は読み替える。 

・  給水加入金の既得額は、集中式検針方式にした際に過不足を精算した額(個

数)をもって、再計算するものとする。 

例１ 

親メーター検針から普通式検針への改造 

（口径/mm  円/税別） 

徴収額 540,000 円＝必要額 720,000 円－充当額(親メーター)180,000 円 

 

住宅及び給水設備解体後、その土地に

おいて、その後利用することができる給

水加入金（以後「給水加入金の既得額」

という。） 

 

（口径/mm  円/税別） 

徴収額 960,000 円＝必要額 720,000 円＋540,000 円－充当額(親メーター)300,000 円 

 

住宅及び給水設備解体後、その土地に

おいて、その後利用することができる給

水加入金既得額 

 

 

 

親メーター検針 普通式検針 

給水加入金相当額 改造に係る給水加入金の精算 

口径 加入金 個数 金額 口径 加入金 個数 金額 

13 なし 9 なし 13 80,000 9 720,000

20(親) 180,000 1 180,000 20(親) 不要 1 不要

合計 180,000 合計（徴収額） 540,000

給水加入金の既得額 

口径 加入金 個数 金額 

13 80,000 9 720,000

20(親) 充当済 1 充当済

合計 720,000

親メーター検針 普通式検針 

給水加入金相当額 改造に係る給水加入金の精算 

口径 加入金 個数 金額 口径 加入金 個数 金額 

13 なし 9 なし 13 80,000 9 720,000

20 なし 3 なし 20 180,000 3 540,000

25(親) 300,000 1 300,000 25(親) 不要 1 不要

合計 300,000 合計（徴収額） 960,000

給水加入金の既得額 

口径 加入金 個数 金額 

13 80,000 9 720,000

20 180,000 3 540,000

25(親) 充当済 1 充当済

合計 1,260,000
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例２ 

平成 23年 3 月 31 日以前から契約履行中である集中式検針から普通式検針への改造 

（口径/mm  円/税別） 

 

 

住宅及び給水設備解体後、その土地に

おいて、その後利用することができる給

水加入金既得額 

 

 

 

（口径/mm  円/税別） 

※親メーターの給水加入金は、追加メーターの給水加入金に充当できない。 

 

住宅及び給水設備解体後、その土地に

おいて、その後利用することができる給

水加入金既得額 

 

 

 

集中式検針 普通式検針 

給水加入金相当額 改造に係る給水加入金の精算 

口径 加入金 個数 金額 口径 加入金 個数 金額 

13 40,000 8 320,000 13 不要 8 不要

20 40,000 4 160,000 20 不要 4 不要

25(親) 300,000 1 300,000 25(親) 不要 1 不要

合計 780,000 合計（徴収額） 不要

給水加入金の既得額 

口径 加入金 個数 金額 

13 40,000 8 320,000

20 40,000 4 160,000

25(親) 300,000 1 300,000

合計 780,000

集中式検針 普通式検針 

給水加入金相当額 改造に係る給水加入金の精算 

口径 加入金 個数 金額 口径 加入金 個数 金額 

13 40,000 8 320,000 13 不要 8 不要

20 40,000 4 160,000 
20 不要 4 不要

追加 20 180,000 2 360,000

25(親) 300,000 1 300,000 25(親) 不要 1 不要

合計 780,000 合計（徴収額） 360,000

給水加入金の既得額 

口径 加入金 個数 金額 

13 40,000 8 320,000

20 40,000 4 160,000

追加 20 180,000 2 360,000

25(親) 300,000 1 300,000

合計 1,140,000
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例３ 

平成 23年 4 月 1日以後から契約履行中である集中式検針から普通式検針への改造 

（口径/mm  円/税別） 

徴収額 580,000 円＝必要額 320,000 円＋560,000 円－充当額(親メーター)300,000 円 

 

住宅及び給水設備解体後、その土地に

おいて、その後利用することができる給

水加入金既得額 

 

 

 

（口径/mm  円/税別） 

徴収額 940,000 円＝(必要額 320,000 円＋560,000 円－充当額(親)300,000 円) 

＋追加 20mm 必要額 360,000 円 

 

住宅及び給水設備解体後、その土地に

おいて、その後利用することができる給

水加入金既得額 

 

 

 

 

集中式検針 普通式検針 

給水加入金相当額 改造に係る給水加入金の精算 

口径 加入金 個数 金額 口径 加入金 個数 金額 

13 40,000 8 320,000 13 40,000 8 320,000

20 40,000 4 160,000 20 140,000 4 560,000

25(親) 300,000 1 300,000 25(親) 不要 1 不要

合計 780,000 合計（徴収額） 580,000

給水加入金の既得額 

口径 加入金 個数 金額 

13 80,000 8 640,000

20 180,000 4 720,000

25(親) 充当済 1 充当済

合計 1,360,000

集中式検針 普通式検針 

給水加入金相当額 改造に係る給水加入金の精算 

口径 加入金 個数 金額 口径 加入金 個数 金額 

13 40,000 8 320,000 13 40,000 8 320,000

20 40,000 4 160,000 
20 140,000 4 560,000

追加 20 180,000 2 360,000

25(親) 300,000 1 300,000 25(親) 不要 1 不要

合計 780,000 合計（徴収額） 940,000

給水加入金の既得額 

口径 加入金 個数 金額 

13 80,000 8 640,000

20 180,000 4 720,000

追加 20 180,000 2 360,000

25(親) 充当済 1 充当済

合計 1,720,000
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(2) 手数料について 

給水装置工事申込みの手数料は、条例第２９条及び条例第３０条により、以下

の表に掲げる額を納付しなければならない。 

手 数 料 

条 項 区 分 手数料 

条例第６条第１項 指定給水装置工事事業者の指定 10,000円/件

条例第６条第２項 
工事の設計審査 1,000円/件

工事の完了検査 1,000円/件

条例第３２条第２項 工事の確認 5,000円/件

その他 証明発行 200円/件

条例第２９条（手数料） 

手数料は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とし、申込者から申込の際、こ

れを徴収する。ただし、企業長が、特別の理由があると認めた申込者からは、申込後、徴収する

ことができる。 

（１）第６条第１項の指定をするとき。 

１件につき 10,000 円 

（２）第６条第２項の工事の設計審査（使用材料の承認を含む。）をするとき。 

１回につき 1,000 円 

（３）第６条第２項の工事の検査をするとき。 

１回につき 1,000 円 

（４）第３２条第２項の確認をするとき。 

１回につき 5,000 円 

（５）その他証明手数料 

１件につき 200 円 

条例第６条（工事の施行） 

給水装置工事は、企業長又は企業長が法第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水

装置工事事業者」という。）が施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ企

業長の設計審査（使用材料の承認を含む。）を受け、かつ、工事しゅん工後に企業長の工事検査を

受けなければならない。 

３ 第１項の規定により企業長が工事を施行する場合においては、当該工事に関する利害関係人の

同意書等の提出を求めることができる。 

条例第３２条（給水装置の基準違反に対する措置） 

２ 企業長は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工

事に係るものでないときは、その者の給水契約の申込を拒み、又はその者に対する給水を停止す

ることができる。ただし、法第１６条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更であ

るとき、又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に適合していることを確認したときは、こ

の限りではない。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及
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び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

条例第３０条（料金、手数料等の軽減又は免除） 

企業長は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、この条例によって納付しなければな

らない料金、手数料その他の費用を軽減又は免除することができる。 
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〔解 説〕 

指定給水装置工事事業者は、「設計審査申請書Ⅰの承認」→「道路占用許可」→「道

路使用許可」の承認及び許可された後、該当給水装置工事の許可された工期を厳守し、

給水装置工事を施工すること。 

≪工事着手に当たっての留意事項≫ 

① 工事施工日の決定後、現場に応じて規定に基づく水道工事予告看板の設置（工

事日の約１週間前）と工事現場付近住民へ工事のお知らせをすること。 

また、担当職員に、概ね工事着手１週間前までに連絡すること。 

② 消防署、バス路線及びごみ収集車の通行関連は、関係機関と事前に確認し協

議すること。 

③ 道路使用許可証の写しを必ず携帯すること。 

④ 住民からの要望等に適切に対応すること。 

⑤ 工事責任者を配備し、直ちに連絡がとれるようにしておくこと。 

⑥ 許可条件に基づく十分な保安設備を行うこと。 

⑦ 無断、無届工事は行わないこと。 

 

（工事の着手） 

第１７条 指定給水装置工事事業者は企業長に必要書類を提出し、企業長から設

計審査承認と道路管理者からの道路占用許可及び警察署からの道路使用許可

を得た後、工事に着手するものとする。 
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〔解 説〕 

１ 設計審査承認後、次に示す内容を変更する場合は、担当職員と協議し、図面の訂

正等必要な措置を講じること。 

(1) 分岐位置及び給水管埋設位置 

(2) 分岐箇所数 

(3) メーターの位置 

(4) 貯水槽 

(5) 屋内配管 

(6) その他企業長が必要と認めた場合 

軽易な変更については、担当職員の指示により施工することができる。 

２ 設計審査承認後、次に示す内容の変更をする場合は、担当職員と協議し、変更届

を提出すること。 

(1) メーターの口径 

(2) メーターの申込数 

(3) その他企業長が必要と認めた場合 

３ 設計審査承認後、次に示す内に変更が生じた場合は、担当職員と協議し、申込み

を取下げ、新たに申込むこと。 

(1) 指定給水装置工事事業者 

(2) 申込者 

(3) その他企業長が必要と認めた場合 

 

≪留意事項≫ 

・ 上述の解説２、３においての変更及び取下げは、当該年度内に限るものとする。 
また、年度内であってもメーターが出庫されたものについては、変更及び取下げ

できないものとする。変更する場合は、一度しゅん工してから再度申込みすること。 
メーター出庫を伴わない場合の変更については、しゅん工まで変更及び取下げ可

能とする。 
 

（設計の変更・工事の取下げ等） 

第１８条 指定給水装置工事事業者は、設計内容に変更等が生じた場合は、企業

長に報告し指示に従わなければならない。 

２ 指定給水装置工事事業者は、工事の申込みを取下げる場合は、速やかに企

業長に報告しなければならない。 
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〔解 説〕 

１ メーターは、申込者から提出された必要書類を企業長が審査し、申込者から給水

加入金、手数料等が納入された後に貸与されるものとする。 

条例第８条（給水加入金） 

第４条の規定による給水装置の新設又は改造の工事の実施に際し、別表第１に定める給水加入

金に 100 分の 108 を乗じて得た額を当該工事を申込みしようとする者から徴収する。 

２ 給水加入金について必要な事項は、別に企業長が定める。 

別表第１ 

区分
口径 給水加入金 

区分 
口径 給水加入金 

13 ㎜ 80,000 円 50 ㎜ 1,300,000 円

20 ㎜ 180,000 円 75 ㎜ 2,700,000 円

25 ㎜ 300,000 円 100 ㎜ 4,800,000 円

30 ㎜ 430,000 円 150 ㎜ 10,600,000 円

40 ㎜ 780,000 円 
共用給水装置において各戸検針及び集金に係るものは、上
記金額に給水戸数 1件につき、40,000 円を加算する。 

※注 上述の別表第１における「共用給水装置において各戸検針及び集金に係るもの」は、集中

式検針のことである。 

条例第４条（給水装置の新設等の申込） 

給水装置を新設、改造、修繕（水道法（昭和 32 年法律第１７７号。以下「法」という。）第１

６条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去しようとする者は、

企業長の定めるところにより、あらかじめ企業長に申し込み、その承認を受けなければならない。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定

に基づく政令で定める要綱に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において

給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて

水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工

事事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 

３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該

水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給

規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停

止することができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当

該給水装置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認さ

れたときは、この限りでない。 

（給水装置工事に伴うメーターの貸与） 

第１９条 企業長は、給水装置工事の設計審査後、申込者が条例第８条により定

める金額を納付したことを確認した後にメーターを貸与し、申込者が条例第

１７条及び条例施行規則第８条により保管するものとする。 
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法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

２ メーターは、企業長が設置して水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の所有

者に保管させるものとする。またメーターは、善良な管理者の注意をもって管理し

なければならない。なお、保管者が管理義務を怠ったために、メーターを紛失又は

破損した場合は、その損害額を弁償しなければならない。 

条例第１７条（メーターの貸与） 

メーターは、企業長が設置して、水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の所有者（以下「水

道使用者等」という。）に保管させる。 

２ 前項の保管者は、善良な管理者の注意をもってメーターを管理しなければならない。 

３ 保管者が、前項の管理義務を怠ったために、メーターを紛失又は破損した場合は、その損害額

を弁償しなければならない。 

条例施行規則第８条（貸与メーターの管理） 

条例第１７条第１項によるメーターを貸与されたときは、水道の使用者又は管理人若しくは給

水装置の所有者（以下「水道使用者等」という。）が管理について連帯の責任を負わねばならない。 

２ 水道使用者等は、メーターを紛失若しくは破損した場合又はその機能に異状があると認めた場

合は、遅滞なく企業長に届け出なければならない。 

３ メーター設置場所に物件を置き、又は工作物を設けることはできない。 
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〔解 説〕 

１ 指定給水装置工事事業者は、工事完了後、企業長による完了検査を受けなければ

ならない。 

企業長による完了検査を受けるに当たっては、「給水装置工事しゅん工届・検査

願」を企業長に提出しなければならない。 

２ 給水装置工事しゅん工届・検査願 

指定給水装置工事事業者の主任技術者は、全ての給水装置工事が完了した後に給

水装置工事の自主検査を実施し、「給水装置工事検査報告書」を「給水装置工事し

ゅん工届・検査願」の添付書類として企業長に提出すること。 

３ 水圧検査、水質確認 

メーターの一次側分水工事部の水質確認（色、臭い、濁り）を実施するとともに、

漏水等がないことを確認すること。 

メーターの二次側においても水質確認（色、臭い、塩素）を実施するとともに、

水圧テスト（1.75MPa、１分間）を行い、漏水等がないことを確認すること。 

４ 工事完了時の提出書類 

① 給水装置工事しゅん工届・検査願 

② 給水装置工事検査報告書 

③ 給水装置工事設計審査申請書Ⅰのしゅん工図 

④ 給水装置工事設計審査申請書Ⅱのしゅん工図 

⑤ 工事写真 

 

 

（工事の完了） 

第２０条 指定給水装置工事事業者は、工事完了後、速やかに給水装置工事しゅ

ん工届を企業長に提出しなければならない。 
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第４章 給水装置の基本設計 

 

 

 
 

 

〔解 説〕 

１ 設計とは調査から給水方式、管種及び口径決定等をいい、あらゆる角度から検討

し、総合的に最良の判断のもとで行うこととし、次によるものとする。 

(1) 適切な計画設計水量を確保すること。 

(2) 規格に適合した器具機材を適切な場所で使用すること。 

(3) 施設工事費等を考慮して適切な設備を設計すること。 

(4) 新設はもとより改造等においても、本基準に基づいて設計・施行すること。 

２ 給水装置の材料、構造及び管理等に不備があるときは、使用者の要望する水量を

供給できないばかりでなく、ウォータハンマによる装置の破損、あるいは汚水の逆

流など不測の事故を発生するものである。 

このような事故を防止するため、給水装置の構造及び材質について施行令第５条

にその基本を総括的に規定している。その要約については、本基準第１０条解説２

を参照のこと。 

施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。 

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。 

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく

過大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

（設計の基本条件） 

第２１条 給水装置の設計とは、指定給水装置工事事業者の責任において、現地調

査に始まり、給水方式の選定、管布設位置や管口径の決定、及び、設計図の

作成に至る一切の業務を行うものである。 
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３ 企業長は、給水装置から水質基準に適合した水を常時、安定的に供給する義務を

負っており、また、申込者は、給水装置からの水の汚染を防止する等の措置を講ず

る必要がある。 
給水装置に、他の管（井戸水管・工業用水管・農業用水管・再生利用水の配管、

貯水槽水道の配管、プール・浴場等の循環用の配管、水道水以外の給湯配管、雨水

管、排水管等）、設備又は施設を接合することをクロスコネクションといい、禁止

している。 
安心・安全な水の確保のため、給水装置と当該給水装置以外の水管、その他の設

備とを直接連結することは絶対に避けなければならない。 

４ 設計の基本的な条件 

(1) 給水装置全体の設計は、水理計算等の検討を行い、「安全・強靭・安定」な水道

水を供給できるものとする。 

(2) 設計する給水装置は、水圧及び土圧等の諸荷重に対して十分な耐力を有し、長

期の使用に耐えるものであること。 

(3) 給水用具は、水質が汚染されない材質のものを使用し、所定の水圧試験に合格

した規格適合品を使用すること。 

(4) 設計する対象建物付近の給水に、著しく水量及び水圧等の影響を及ぼさないも

のであること。 

(5) 給水装置全体の設計は、申込者の必要とする所要水量を満たすものであって、

過大でないこと。 

(6) ２階建て建物においての対象建物の水栓の高さは、当該地点の道路面から 6.0

ｍ程度までとする。 

(7) 企業長には、水道使用者等に「安全・強靭・安定」な水道水を供給する義務が

ある。したがって、給水管内に汚水等が逆流するおそれのある構造の設計を絶対

に避けるため、逆止弁やバキュームブレーカー等の給水器具を用い、配水管への

逆流防止策に配慮した設計をすること。 

(8) 給水装置全体における給水管口径の決定においては、水理計算書等の検討を実

施し、必要以上に大きくせず、また、適正で安全な給水装置を設計すること。 

給水装置内における管内平均流速を速くすると、流水音や、ウォータハンマが

発生することがある。また、エネルギー損失が増大するなどのデメリットも多い。 

よって、計画瞬時最大水量における給水管の平均流速は2.0ｍ/sec以下に抑え、

給水管口径を決定する。   〔空気調和･衛生工学便覧 第13版 4－P122参照〕 

口径を決定する際には、管の実内径を十分に考慮する必要があるが、水理計算

の簡素化を図るため呼称口径（呼び径を管の内径とした場合をいう。）を使用する。 
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管種別の実内径       （mm） 

口径(mm)
 管 種 

13 20 25 30 40 50 75 100 

硬質塩ビ管（VP, HIVP） 13.0 20.0 25.0 31.0 40.0 51.0 77.0 100.0

硬質塩ビﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管(VLP) 13.1 18.6 24.6 32.7 38.6 49.9 76.7 101.3

ﾎﾟﾘ粉体ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管(PLP) 14.9 20.4 26.4 34.5 40.4 51.7 79.1 103.7

建築設備用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管(PEP) － 19.6 26.6 33.6 38.5 48.2 71.7 － 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 1 種 2層（PP） 14.5 19.0 24.0 30.8 35.0 44.0 － － 

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 (DIP) － － － － － － 70.0 95.0

配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 (PEP(EF))      50.7 72.6 100.8

波状ステンレス鋼管(SUSP) 14.3 20.2 26.6 31.6 40.3 46.2 － － 

参考として、呼称口径における許容最大流量Ｑ（管内流速 2.0 m/sec）を、以

下に示す。 

呼称口径の許容最大流量（Ⅴ＝ 2.0 m/sec）     （L/min） 
口径(mm)

 管 種 
13 20 25 30 40 50 75 100 

水理計算上の管 (呼称口径) 15.9 37.6 58.9 84.8 150.7 235.6 530.1 942.4

また、給水管、メーター及び弁栓類の口径（呼称口径）別の各流量における損

失水頭及び管内流速は、給水管、メーター及び弁栓類の損失水頭を使用する。 

(9) 戸建て専用住宅又は集合住宅においてヘッダー工法による給水配管を設計する

場合は、ヘッダー以降の１分岐管からは１栓を原則とする。 

すなわち、ヘッダー工法の利点である「水圧･流量バランスの均等化」を崩す

ヘッダー以降二次側の１分岐管からの従来工法における分岐配管や新たなヘッダ

ーを設置すること、給湯器及びタンクレストイレ等への配管を避けること。 

一般の給水栓（蛇口）からの吐水流量は、概ね 8L/min～12L/min である。した

がって、ヘッダー二次側の１本の分岐管の流量は、給水栓の同時使用を考慮する

と、従来工法の場合は 2 栓･3 栓の合計流量、同様に給湯器の場合は台所流し、シ

ャワー水栓及び洗濯水栓等の合計流量、タンクレストイレの場合は２個の水栓数

の合計流量（概ね 18L/min～20L/min）となり、上述のヘッダー工法の利点の「水

圧･流量バランスの均等化」を崩すこととなる。 

また 2 栓分の流量が流れると、ヘッダー二次側の１本の分岐管（一般的には口

径 13 ㎜）の管内流速は 2.0ｍ/sec を超えて、ウォータハンマの発生要因が大き

くなるため、上述の設計・施工は配管上好ましくない。 

よって、このような配管例（従来の先分岐、ヘッダーto ヘッダー、給湯器及び

タンクレストイレ等への１本の分岐管からの配管）においては、ヘッダーの一次

側にて分岐し配管することとする。 
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〔 適 切 で な い 配 管 例 〕 

 

 
 

ヘッダー to 従来配管    ヘッダー to ヘッダー配管 

(10)給水管の凍結、電食、腐食及び温度変化等による破損事故などの発生するおそ

れのある場合は、給水管に適当な防護措置を施すこと。 

(11)給水管は、給水装置及び配水管に過大な衝撃作用を生じさせる用具や機械と接

続させないこと。 

(12)給水管内に水が停滞して極端に残留塩素が低下するおそれのある箇所には、そ

の発生を防ぐための排水装置を設けること。 

(13)修繕などの維持管理が容易であること。 

洗面器

シャワー

バス水栓

洗濯機

洋風便器 
食器洗器 
台所流し 

ヘッダー

Ｍ 

給湯器

洋風便器

食器洗器

台所流し

洗面器 

シャワー 
バス水栓

洗濯機 

ヘッダー 

Ｍ

ヘッダー
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〔解 説〕 

１ 事前調査 

指定給水装置工事事業者は、当該工事に要する費用を見積り、依頼者にこれを提

示し、契約締結について話し合いを進めることとなる。施行工事受注に当たっては、

詳細にわたり工事の内容を説明し、依頼者との信頼関係を築くため、以下の事項に

ついて調査する。 

(1) 使用目的とこれに必要な水量を調査して、適切な給水方式を選定すること。 

(2) 配水管の口径、管種並びに位置を調査し、分岐箇所の位置や工法を選定すること。 

(3) 改造工事の場合は、既設の給水装置の水栓番号、所有者、メーター口径、メー

ター番号、配管の状況等を調査しておくこと。 

(4) 撤去工事のある場合は、他への給水管の有無を調査すること。 

(5) 給水区域境の周辺地区からの申込みの場合は、給水区域内であることの確認を

すること。 

(6) 国・県道及び市･町道の公道並びに私道の区別を調査すること。また、舗装種別、

掘削規制期間の有無、舗装の新設及び改良補修工事の有無を道路管理者等に確認

すること。なお、国･県道の工事については、事前協議を十分に行うこと。 

２ 土地の調査 

土地所有者、隣地境界及び官民境界を確認すること。 

３ 他の埋設物の調査及び確認 

下水道管、ガス管、電気及び電話ケーブル等の埋設状況を調査し、必要に応じ各

管理者に既設埋設物の種類、規模、位置並びに埋設深度等を照会するとともに、共

同施工が可能か検討を行うこと。 

４ 交通量の調査 

交通量の多い時間帯を避け、一般交通に支障が少ないよう施工の手順を検討する

こと。また、市町内巡回バス等の公共交通の循環ルートも調査すること。 

５ 現地調査の心得 

設計又は見積者は、前記のほか現場作業が容易かつ安全に行えるよう、以下の事

項に留意して調査、設計及び指示をしなければならない。 

(1) 作業スペースが十分に確保できること。 

(2) 掘削しても構造物に影響を及ぼさないこと。 

(3) 交通、歩行に支障の少ないこと。 

（基本調査) 

第２２条 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事の依頼を受けたとき、現場

状況を確実に把握するための必要な調査を行うものとする。 

２ 調査は、設計の基礎となる重要な事項であり、調査の良否は設計及び施行、

さらには給水装置自体に様々な影響を与えるため、慎重に行うものとする。
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(4) 火気、その他危険物がないこと。 

(5) 建物の平面図、詳細図に基づき給水管の引込位置を決定し、現地の目標物との

関係（例えば、境界杭、電柱、マンホール、側溝桝、弁栓類等からの距離＝オフ

セット）を確認し記録すること。 

(6) 給水装置工事に伴って支障が生ずるおそれのある場合は、関係機関等と協議す

ること。 

(7) 既設配管及び埋設物が不明又は資料があいまいな場合においては、探査、試掘

等により調査、現状把握に努めること。 
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〔解 説〕 

１ 基本的には、以下の方式とする。 

(1) １敷地１建物 

 

 

 

 

 

(2) １敷地１建物（２世帯以上） 

 

 

 

 

(3) １敷地２建物以上 

 

 

 

 

 

 

２ 特例として、以下の方式がある。 

１敷地２建物以上 

 

 

 

 

 

 

（給水装置の設置） 

第２３条 給水装置の引込みは１敷地、１引込みを原則とする。 

２個以上のメーターで２世帯

以上に給水するもの 

※各戸が堅固な間仕切りにより区分

され、給水装置がそれぞれ独立し

ているもの 

※水栓所有者は一人とする 

配
水
管

※水栓所有者は一人とする 

２個以上のメーターで２建物

以上に給水するもの 

配
水
管 

※建物がそれぞれ独立しているもの

に限る 

１敷地で将来分筆予定があり、

２建物以上にそれぞれ引込み、

給水するもの 

配
水
管 

１個のメーターで１建物に給

水するもの 建物 
配
水
管 

メーター

給水引込管 
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〔解 説〕 

１ 給水方式別の概要系統図は、以下のとおりである。 

(1) 直結直圧給水 

 

 

 

 

  

 

 

(2) 貯水槽給水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給水方式の決定） 

第２４条 給水方式は、直結給水又は貯水槽給水に分別されるが、方式の決定に当

たっては、所要水量、使用状況及び維持管理面等を考慮し決定するものとする。

２ 配水管と給水用具を直結し、配水管の水圧を利用して給水する給水方式（以

下「直結直圧給水」という。）は、原則として２階までの建物とする。 

３ 貯水槽給水は、配水管からの水道水を一度貯水槽に受け、その貯水槽から

給水する方式で、配水管の水圧が建物内の給水栓に全く影響しないものをい

い、以下の場合に適用されるものとする。 

（１）３階以上の建物へ給水するもの。 

（２）給水管の口径等に比べて著しく多量の水を必要とするもの。 

（３）常時一定の水圧を必要とするもの。 

（４）一時的に多量の水を必要とし、付近の給水に支障を及ぼすおそれのあ

るもの。 

（５）薬品を使用する工場等、逆流によって配水管の水質を汚染するおそれ

があるもの。 

（６）その他、企業長が必要と認めたもの。 

一戸建て住宅
一般施設等 

集合住宅 

高架水槽方式

受水槽 

揚水ポンプ

高架水槽 
加圧ポンプ方式

受水槽

加圧給水ポンプ 
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(3) 直結・貯水槽併用給水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水方式の概要系統図 

 

 

２ 給水方式の分類及び特徴等は、以下のとおりである。 

『参考』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水方式の分類 

給水方式 

直圧・貯水槽併用給水 

３階建て以上の建物へ、配水管の水圧を
ブースタポンプで増圧して給水する方式

直圧方式と増圧方式の併用方式 

揚水ポンプで屋上階の高架水槽へ汲み上げ、高架
水槽より高低差により下層階に給水する方式

揚水ポンプで圧力タンクに貯え、その内部圧力に
よって給水する方式 

使用水量に応じて加圧ポンプの運転台数の変更や
回転数制御によって給水する方式 

直結式直圧方式と貯水槽式の併用 

配水管と一般的な
２階建てまでの建物
の給水用具とを直結
して給水する 

受水槽を経由して
給水する 

直圧給水 

増圧給水 

直圧･増圧併用給水 

圧力タンク給水 

直結給水

貯水槽給水 

加圧ポンプ給水 

高架水槽給水 

２階建て建物へ、配水管の水圧のみで給水
する方式 

この給水方式は、未承認 

集合住宅

受水槽

受 受 受 

集合住宅

※１，２階店舗 

 ３階から上 住居 
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『参考』 
直結直圧給水、直結増圧給水及び貯水槽給水について 

 
直結直圧給水、直結増圧給水及び貯水槽給水の各々の給水方式における特徴（簡易

比較）を以下に示す。 

給水方式別 特徴比較 

方 式

項 目 

直結給水 
貯水槽給水 

直結直圧給水(２階) 直結増圧給水 
（未承認） 

水質劣化 なし なし あり 

給水ストック機能 なし なし あり 

機器設置スペース 不要 小さなスペースが必要 大きなスペースが必要

給水引込口径 大きい 大きい 小さい 

省エネルギー効果

あり 
（必要な配水管水圧が確

保できる場合） 

あり 
（配水管水圧を使い、各給

水栓で必要とする水圧
を補う。） 

なし 

配水管への影響 
逆流の可能性あり 

（対策として逆止弁設置）

負荷変動は小さい 

逆流の可能性あり 
（対策として減圧式逆流

防止器設置） 
負荷変動は小さい 

逆流の可能性なし 
（受水槽にて吐水空間を確

保した場合） 
負荷変動は大きい 

初期設置費 

安価 
（高価な機器類が不要）

やや安価 
（増圧装置は貯水槽給水の

ポンプと比較すれば、高
価ではあるが、受水槽類
が不要であり、全体とし
ては、貯水槽給水より安
価） 

高価 
（受水槽やポンプ類、制御装

置等が必要） 

維持管理 

 

不要 
 

必要 
（減圧式逆流防止器を含

む増圧装置、吸排気弁
及び逆止弁のメンテナ
ンス） 

必要 
（貯水槽の清掃、水質検

査、ポンプ類のメンテ
ナンス） 

動力費（電気代） 不要 

安価 
（配水管の水圧を利用し、
不足する水圧を増圧装置
で補うため、貯水槽給水
と比べて安価） 

高価 
（配水管の水圧を利用せ

ず、受水槽以降二次側で
再度、揚水又は加圧送水
するため、直結増圧給水
と比べて高価） 
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３ 直結給水と貯水槽給水の比較 

直結直圧給水は、原則として２階までの建物とし、水栓の高さが当該地点の道路面

から6.0ｍ程度までとする。 

３階建以上の建物への給水方式としては、配水管からの水道水をいったん受水槽に

貯水して給水する「貯水槽給水」を採用している。直結給水と貯水槽給水各々の給水

方式には次に示すような長所・短所があり、これらを十分考慮の上、最適な給水方式

を採用することが必要である。 

直結給水と貯水槽給水との長所・短所 
直 結 給 水 貯 水 槽 給 水 

【長  所】 【長  所】 

① 新鮮な水が供給される。 

② 受水槽の設置スペース、設置費及び維持管
理費等が不要で経済的である。 

③ 停電時においても、配水管の水圧により給
水できる。（増圧給水の時は低層階のみ） 

① 配水管の断水時においても給水をある程
度確保できる。 

② 一時的に多量の水を使用する建物等にお
いては適している。 

③ 建物内から配水管への水の逆流はない。

【短  所】 【短  所】 

① 一時的に多量の水を使用する建物等には適
さない。 

② 配水管と直結するため、配水管への水の逆
流を防ぐための逆止弁の設置等が必要とな
る。 

① 貯水槽等の設置スペース及び設置費が必
要である。 

② 貯水槽の定期的な清掃や保守管理が必要
であり、管理状況によっては水質低下を
招くおそれがある。 

③ 加圧ポンプ給水の場合、ポンプを介して
給水するため、停電時やポンプ故障時に
は、断水となる。 

 

給水方式として認めていない例 

【例１】 ３階建ての集合住宅で、１階から３階がすべて住居の場合、１階から２

階を直結直圧給水として、３階のみを１個の受水槽で給水すること。 

【理由】 パイプシャフト内に２系統の給水方式の立管が入ることとなり、将来

の維持管理面の修繕、クロスコネクション等を考慮すると問題がある。 

水道水の使用条件が階数によって異なることは好ましくないため、原

則１階から３階の建物全体を貯水槽給水方式とする。（１建物 1 用途に１

給水方式） 

【例２】 ５階建ての複合用途ビルで、１階が貸店舗、２階から５階が集合住宅の

場合、１階及び２階を直結直圧給水として、３階から５階を貯水槽給水と

すること。 

【理由】 １階が貸店舗、２階から５階が集合住宅のため、２用途の複合用途ビ

ルである。例１で説明したとおり、１階と２階から５階とはその建物用

途が異なる。したがって、１建物用途において１給水方式の原則から、

１階の貸し店舗は直結直圧給水方式、２階から５階の集合住宅部を貯水

槽給水とする。 
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４ 原則、直結直圧給水方式にて施工すべき建物において、通常断・減水により営業

又は業務等に支障をきたすおそれがある業種であると申込者が判断した場合、貯水

槽給水方式の採用に関し企業長と協議する。 

医療機関や美容室等における給水方式の選択は、緊急の断水等を想定した場合、

貯水槽給水方式の選択が最良な場合があるから、依頼者には十分な説明をして、承

諾していただくことが必要である。 

また、企業長は断・減水に伴う損害賠償を条例第１２条により一切行わない。 

条例第１２条（給水の原則） 

給水は、非常災害、水道施設の損傷、公益上その他やむを得ない事情及び法令又はこの条例の

規定による場合のほか、制限又は停止することはない。 

２ 前項の給水を制限又は停止しようとするときは、その日時及び区域を定めて、その都度これを

予告する。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでない。 

３ 第１項の規定による給水の制限又は停止のため損害を生ずることがあっても企業団は、その責

を負わない。 

５ 貯水槽給水方式を採用し貯水槽等を設置する場合は、企業長に必要な書類を提出

しなければならない。 

６ １建物において、１階若しくは２階までは事務所や店舗等で、それ以降の上層階

が集合住宅となっている場合は、１階若しくは２階までの事務所や店舗等を直結直圧

給水方式とし、３階以降上層階の集合住宅を貯水槽給水方式とすることができる。 

しかしながら、本例のように複数の給水方式を併用する場合は、双方の配管系統

が混乱し、誤って連結するおそれがあり得るので十分注意して施工するとともに、

「給水装置工事設計審査申請書Ⅰ」及び「給水装置工事設計審査申請書Ⅱ」や「給

水装置工事しゅん工届」等を整備保管し適正な維持管理に努めなければならない。 

７ 水道水を使用する施設において、常時一定の水圧や水量を必要とするとき。 

工場のプラントや実験施設等、水道を使用する目的として水圧や水量等において

その供給条件を確保できない場合は、貯水槽給水方式とする。 
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〔解 説〕 

１ メーターは、口径や機種によってそれぞれ正確に計量できる流量範囲があり、メ

ーターを通過する流量が能力を超えて使用した場合、劣化を早め異常をきたすこと

になる。 

このため口径選定に当たっては使用計画及び使用形態を考慮のうえ、その所要水

量を十分に供給できる大きさとし、著しく過大でないこと。 

２ メーター口径の選定は、以下のメーター口径及び給水配管口径からの給水栓の概

算個数を目安とする。 

(1) 直結給水の一般家庭の場合 

メーター口径からの給水栓の概算個数 

メーター
口径 

メーターの 
瞬時許容最大 

使用水量 
〔L/min〕 

同時使用率を考慮 
した口径 13 mm の 

水栓器具数 
（12L/min･栓） 

口径 13 mm の水栓器具 
の総個数 

（12L/min･栓） 

13 mm 1.5*1000/60＝25 25/12＝2.1 １～５ 

20 mm 2.5*1000/60＝42 42/12＝3.5 ６～13 

25 mm 4.0*1000/60＝67 67/12＝5.6 14～26 

 

給水配管口径からの給水栓の概算個数（給水配管は、硬質塩ビ管 VP） 

給水配管
口径 

給水配管の 
瞬時許容最大

使用水量 
〔L/min〕 

同時使用率を考慮 
した口径 13 mm の 

水栓器具数 
（12L/min･栓） 

参考設計 
資料 

【表 3-1】 
より 

口径 13 mm の水栓器具

の総個数 

（12L/min･栓） 

13 mm 15.9 15.9/12＝1.3 ⇒ １～３ 

20 mm 37.6 37.6/12＝3.1 ⇒ ４～10 

25 mm 58.9 58.9/12＝4.9 ⇒ 11～19 

 

（メーター口径の決定） 

第２５条 メーターの口径選定は、次の各号の使用形態に対する計画使用水量を

算出し、メーターの最大許容流量値の範囲内で決定すること。 

（１）直圧給水（直結直圧給水） 

瞬時最大使用水量を基準として定めるものとする。 

（２）貯水槽給水 

計画一日使用水量を基準として定めるものとする。 
２ メーター口径は、配水管口径より１口径以上小さいものとする。 
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したがって、メーター口径及び給水配管口径からの給水栓の概算個数より、給水

引込口径（メーター口径）と同時に使用できる口径 13 mm の水栓器具個数の関係は、

以下の表を目安とする。 

給水引込口径と水栓器具個数の関係 

給水引込口径 

（メーター口径） 
口径 13 mm の水栓器具の総個数 

（12L/min･栓） 

13 mm １～３ 

20 mm ４～10 

25 mm 11～19 

※）水栓器具の総個数においては、給湯器及び屋外に設置する水栓を除く。 

(2) 店舗、集合住宅、事務所、工場等の場合 

給水方式別のメーター使用流量基準値は、以下による。 

① 直 圧 給 水 方 式：一時的使用の許容流量（計画瞬時最大水量）より判断 

② 貯水槽給水方式：一日当たり使用水量より判断 

メーター使用流量基準（参考値） 
使 用 形 態 直結及び貯水槽併用給水 貯水槽給水 

月間使用水量
〔ｍ3/月〕

メーター 
口径 

〔mm〕 
型 式 

一時的使用の許容流量 
〔ｍ3/h〕 

一日当たり使用水量〔ｍ3/d〕 

10 分/日 

以内の場合

１時間/日 

以内の場合

１日使用時間 
の合計が 

５時間のとき 

１日使用時間 
の合計が 

10時間のとき 

１日24時間 

使用のとき 

１３ 接線流 
羽根車 

２.５=  
41.7(L/min)

１.５=  
25.0(L/min)

４.５ ７ １２ １００

２０ 〃 
４.０=  

66.7(L/min)
２.５=  

41.7(L/min)
７ １２ ２０ １７０

２５ 〃 
６.３=  

105.0(L/min)
４.０=  

66.7(L/min)
１１ １８ ３０ ２６０

３０ 〃 
１０= 

166.7(L/min)
６.０= 

100.0(L/min)
１８ ３０ ５０ ４２０

４０ 縦型軸流 
羽根車 

１６= 
266.7(L/min)

９.０= 
150.0(L/min)

２８ ４４ ８０ ７００

５０ 〃 
５０= 

833.3(L/min)
３０= 

500.0(L/min)
８７ １４０ ２５０ ２,６００

７５ 〃 
７８=  

1,300 (L/min)

４７= 
783.0(L/min)

１３８ ２１８ ３９０ ４,１００

１００ 〃 
１２５= 

2,083 (L/min)
７４.５= 

1,241 (L/min)
２１８ ３４５ ６２０ ６,６００

（(一社)日本計量機器工業連合会の資料による。） 

※）メーターの使用流量基準とは、水道メーターの性能を長期間安定した状態で使用することので
きる標準的な流量をいう。 

※）この表の一時的使用の許容流量とは、１日10分又は１時間以内であれば使用することが可能な
最大使用水量を示したものである。 

※）この表の一日当たり使用水量とは、建物の１日における標準使用時間（5時間、10時間、24時
間）ごとに、その可能な最大使用水量を示したものである。 

・一般住宅等；5時間  ・会社(工場)等；10時間  ・病院等昼夜稼働の事業所；24時間 
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〔解 説〕 

１ 検針方式は、建物の構造や維持管理面から以下に示す方式から選択する。 

(1) 直結直圧給水方式による各戸検針（普通式検針） 

企業長がメーターを設置し、検針、料金徴収及びメーター取替えを企業長が行

う方式。 

(2) 集合住宅の共用給水方式による各戸検針（普通式検針） 

各戸の玄関脇等に設けられたパイプシャフト内に企業長のメーターを設置し、

検針、料金徴収及びメーター取替えを企業長が行う方式。 

※料金徴収は、住宅用に限り 13mm 計算とする。 

(3) 集合住宅の共用給水方式による各戸検針（集中式検針） 

各戸の玄関脇等に設けられたパイプシャフト内に設置した遠隔指示メーターの

指数を集中検針盤により企業長が検針、料金徴収をし、メーターの設置、取替え

においては集合住宅の所有者が行う方式。 

※料金徴収は、住宅用に限り 13mm 計算とする。 

(4) 集合住宅の共用給水方式による検針（親メーター検針） 

企業長の設置する親メーターで検針し、所有者から一括料金徴収を行う方式。 

 

（検針方式の選択） 

第２６条 申込者は、建物の構造や維持管理面を考慮し、以下に示す検針方式か

ら選択する。 

（１）直結直圧給水方式による各戸検針（普通式検針） 

（２）集合住宅の共用給水方式による各戸検針（普通式検針） 

（３）集合住宅の共用給水方式による各戸検針（集中式検針） 

（４）集合住宅の共用給水方式による検針（親メーター検針） 
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中高層集合住宅における管理方式比較表 

 比較内容 親メーター検針 集中式検針 普通式検針 

料金計算 

料金計算メーター 親メーター 子メーター 子メーター 

基本料金の計算 口径 13mm 口径 13mm 口径 13mm 

従量料金の計算 戸数換算 各戸ごとに計算 各戸ごとに計算 

料金請求案内先 所有者 各戸入居者 各戸入居者 

管理区分 

公道及び宅地内第一止

水栓までの給水装置の

維持管理 

企業団 企業団 企業団 

上記以外の宅地内器具

及び配管の維持管理 
所有者 所有者 所有者 

入居者の情報管理 所有者 企業団 企業団 

入居者への料金請求 所有者 企業団 企業団 

子メーター取替 所有者 所有者 企業団 

親メーター取替 企業団 企業団 企業団 

集中検針盤 

(子メーター間の配線を含む)
該当なし 所有者 該当なし 

各戸の開閉栓業務 所有者 企業団 企業団 

特殊装置  特になし 
集中式検針に必要な装備

一式 

普通式検針に必要な装備

一式 

その他 給水加入金 親メーター口径による。 

親メーター口径による。

また、子メーター1 個に

つき 40,000 円（税別）

を加算する。 

専用栓と同様、子メータ

ー口径による。 
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中高層集合住宅における費用比較表 

 比較内容 親メーター検針 集中式検針 普通式検針 

初期費用 

給水加入金 他の方式と比較し安い。 
各戸の給水加入金が普

通式検針と比較し安い。 

一般住宅と同等のため、

他の方式と比較し高い。

子メーターの設置場所

所有者の任意。ただし、

他の方式に準ずること

が望ましい。 

パイプシャフト内に設

置することを基本とし

ているため、そのスペ

ースが必要となる。 

パイプシャフト内に設置

することを基本としてい

るため、そのスペースが

必要となる。 

子メーターの設置方法

所有者の任意。ただし、

他の方式に準ずること

が望ましい。 

子メーター据付部に一

般専用栓と同じ止水栓

を取り付ける必要があ

る。 

子メーター据付部にメ

ーターユニットを設置

する必要がある。 

子メーター代金 所有者の負担 

所有者の負担 

一般メーターよりかなり

高額。 

不要 

集中検針盤等設備 該当なし 

所有者の負担 

集中式検針に必要な集中

検針盤等を設置する必要

があり、かなり高額。 

該当なし 

経常費用 

各戸(子メーター)の検針

所有者の負担 

管理会社へ委託すればコ

ストアップになる。 

不要 不要 

各戸への料金請求 所有者の負担 不要 不要 

各戸の収納管理 

所有者の負担 

管理会社へ委託すればコ

ストアップになる。 

不要 不要 

子メーター代金及び取

替費 

※計量法、８年ごとに取替

所有者の負担 

所有者の負担 

集中式検針専用メーター

のため高額。 

不要 

集中検針盤等の管理 該当なし 

所有者の負担 

老朽化または故障により

異常が発生した場合、修理

または取替費が高額。 

該当なし 
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〔解 説〕 

１ 申込み 

申込者から特別栓の依頼を受けた指定給水装置工事事業者は、次に掲げる申込み

を行うものとする 

(1) 特別栓の設置 

工事内容を特別栓とし、新設の申込みを行う。 

(2) 特別栓の撤去 

工事内容を特別栓とし、撤去の申込みを行う。 

条例施行規則第１３条（臨時使用等） 

条例第２７条に規定する工事その他の理由による臨時使用とは、次に掲げるものとする。 

（１）特別栓 工事現場等で一時的に水道を必要とするもので、1 年以内で撤去するもの 

条例第２７条（臨時使用の場合の概算料金の前納） 

工事その他の理由により、一時的に水道を使用する者は、水道の使用の申込の際、企業長が定

める概算料金を前納しなければならない。ただし、企業長が、その必要がないと認めたときは、

この限りではない。 

２ 前項の概算料金は、水道の使用をやめたとき、清算する。 

２ 料金 

(1) 料金 

料金は、条例第２３条の規定による別表第 2 に掲げる基本料金と従量料金との

合計額に 100 分の 108 を乗じて得た額とする。この場合において、1円未満の端

数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

(2) 検針 

メーター設置日を定例日として2か月ごとに行い、検針ごとに料金を算定する。

ただし、やむを得ない理由があるときは、企業長は定例日以外の日に検針を行う

ことができる。 

月の中途において撤去したときの基本料金は、使用日数が 15日以内のものは、

条例第２３条の規定による基本料金の 2 分の 1 とし、15 日を超えるときは、1 か

月とみなす。（撤去した日までを使用していた日数とみなす。） 

条例第２３条（料金） 

料金は、別表第２に掲げる基本料金と従量料金との合計額に 100 分の 108 を乗じて得た額とす

る。この場合において、１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

 
 
 
 
 

（特別栓） 

第２７条 工事現場等で一時的に水道を必要とする時は、条例施行規則第１３条

における「特別栓」として新設し、１年以内に撤去しなければならない。 
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別表第２（第２３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工法 

(1) 設置 

通常の新規の申込みと同様に本基準第２９条、４９条等に基づいて引込工事を

行う。 

(2) 撤去 

原状回復とし、本基準第３０条等に基づいた工法で撤去工事を行う。ただし、

配管延長を伴った場合は、給水管のみを撤去するものとする。 

基
本
料
金 

専用給水装置及び特別栓 

メーター口径 金額（１箇月につき） 

13mm 600円 

20mm 1,800円 

25mm 3,400円 

30mm 5,400円 

40mm 9,700円 

50mm 18,300円 

75mm 37,400円 

100mm 64,000円 

150mm 147,000円 

共用給水装置は、口径13mm基本料金×戸数 

共用給水装置において各戸検針及び集金に係るもの（住宅用に限る。）は、
口径13mmとする。 

従
量
料
金 

区  分  （１箇月につき） 

1～10ｍ3 11～30ｍ3 31～50ｍ3 51～100ｍ3 101ｍ3以上 

1ｍ3につき
70円 

1ｍ3につき 
130円 

1ｍ3につき 
180円 

1ｍ3につき 
220円 

1ｍ3につき 
250円 

特別栓は1ｍ3につき340円 

共用給水装置は、従量水量区分別料金×戸数 
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第５章 給水装置の分岐及び撤去 

 

 

 

〔解 説〕 

１ 配水管から給水装置の分岐引込みを行う場合は、施工日時の概ね１週間前までに

担当職員に連絡をしなければならない。（連絡及び施工は、閉庁日を除く。） 

２ 配水管から給水装置分岐のために断水を必要とする場合、仕切弁の操作は担当職

員が行うため、施工の１週間前までに日時等の調整を行い、断水届を提出すること。 

 

（連絡調整） 

第２８条 指定給水装置工事事業者は、配水管から給水装置の分岐引込みを行う

場合は、事前に施工日について企業長に連絡を行うこと。 

２ 指定給水装置工事事業者は、仕切弁の操作を必要とする場合、又は断水と

なる場合等について企業長と調整を行うこと。 
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〔解 説〕 

１ 給水管分岐は、口径 300 ㎜未満の配水管から施工すること。 

２ 送水管、ガス管等の配水管以外の管との誤接続を防止するため、埋設シート、消

火栓、仕切弁等の位置の確認及び音聴、試験掘削等により、当該配水管であること

を必ず確認して施工すること。 

３ 給水装置相互間の流量への影響防止及び給水管の引込みによる配水管自体の強度

低下防止のため、また、維持管理を考慮して他の給水装置引込位置及び継手類の端

面から 30cm 以上離すこと。 

４ 給水引込管は、配水管に対して直角に引込むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分岐引込み管の施工概要 

 

（給水装置の分岐） 

第２９条 給水装置の分岐は、口径 300 ㎜未満の配水管から行うこと。 

２ 分岐に際しては、水道管以外の管から分岐を行わないよう、十分な調査を

行うこと。 

３ 分岐位置は、他の分岐及び継手類から 30 ㎝以上離すこと。 

４ 給水管は、配水管に対して直角に引込むこと。 

５ 給水引込管の分岐は、原則、不断水工法にて施工すること。また、分岐部の

材料及び工法においては、承認されたものであること。 

６ 分岐口径は、使用水量及び配水管への影響を考慮のうえ、配水管の口径より

1口径以上小さく、口径 20㎜以上とすること。 

申請地 

引込箇所に継手がある場合 

配水管 

申請地 

※継手との離隔は 30cm 以上とする 
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５ 給水装置の分岐は、給水管の口径に応じて次表を参考にすること。 

（注）口径 75mm 以上の分岐については、協議して決定する 

・口径 20mm から口径 50mm の給水管は、サドル付分水栓及びチーズを使用すること。 

・口径 75mm 以上の給水管は、不断水式割Ｔ字管（ダクタイル鋳鉄製）とする。 
 

分岐工事上の注意点等 

(1) サドル付分水栓による分岐 

① 管種及び口径にサドル付分水栓が合っているかどうか確認すること。 

② サドル付分水栓をビニル管に取り付ける場合は、締めすぎると破損する恐れ

があるので注意すること。 

③ サドル付分水栓を配水管に対して水平方向に取り付け、ナットはトルクレン

チを使用して、次に揚げる標準締付トルクで対角線上に交互に締付け、片締め

にならないよう十分注意すること。 

標準締め付けトルク（JWWA B 117 規格品）  （単位：N･ｍ） 

ボルト呼び

配水管（取付管）種類 
M16（JWWA B 117 規格品） M20（JWWA B 117 規格品）

DCIP（ダクタイル鋳鉄管） 60 75 

HIVP 
（耐衝撃性硬質塩化ビニル管） 40 ― 

注 DCIP 口径 200mm 以上は、M20 となる。 

④ サドル付分水栓に穿孔機を取り付けた後、栓が開いていることを確認し、切

り粉を流すために穿孔機の排水コックを開くこと。 

⑤ ハンドルの送りは、穿孔ドリルの食い込みの程度に合わせて静かに行うこと。 

穿孔終了後は、ハンドルを逆回転し、穿孔ドリルを戻して栓を閉め、穿孔機

を取外し切りカスを確認すること。 

また、分岐箇所の管の損傷、分岐孔内側のライニング部のはく脱等により、

配水管の通水を阻害することのないよう施工すること。 

⑥ ダクタイル鋳鉄管及び鋼管には、それぞれ専用のドリルを使用して穿孔し、

その後、防錆のためインサートコアを挿入すること。 

給水管 

配水管 
20mm 25mm 30mm 40mm 50mm 75mm 100mm 

25mm チーズ       

30mm チーズ チーズ      

40mm 分水栓 分水栓 チーズ     

50mm 分水栓 分水栓 分水栓 チーズ    

75mm 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓   

100mm 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓 割Ｔ字管  

150mm 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓 割Ｔ字管 割Ｔ字管

200mm 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓 分水栓 割Ｔ字管 割Ｔ字管
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※インサートコア挿入により穿孔断面積が減少するため、引込み管口径 25 ㎜ま

でのサドル付分水栓は、1 口径上のサイズを使用し、砲金アダプターにより口

径を戻すこと。 

例 1）配水管口径 100mm、引込み口径 20mm の場合 

サドル付分水栓口径 100mm×25mm を使用する 

          ↓ 

砲金アダプター口径 25mm×20mm で引込み口径に戻して給水管を布設する。 

例 2）配水管口径 100mm、引込み口径 30 ㎜の場合 

サドル付分水栓口径 100 ㎜×30 ㎜を使用する 

          ↓ 

口径 30 ㎜以上の穿孔は、1 口径上のサイズを使用する必要はない。 

(2) チーズによる分岐 

① 管種及び口径を確認すること。 

② 分岐管、配水管の接続は全て、メカ型ジョイント又はワンタッチ式ジョイン

トを使用すること。 

③ 圧着機を使用して施工する場合は、補修バンド又は MCユニオン等を使用し、

必ず保護すること。 

(3) 不断水式割Ｔ字管による分岐 

① 管種及び口径に不断水式割Ｔ字管が一致しているかどうかを確認すること。 

② 片締めにならないよう締付けること。なお、取り付け完了後は、必ず漏水確

認を行うこと。 

③ 穿孔機の取り付けは、不断水式割Ｔ字管の穿孔用バルブが開いていることを

確認してから行うこと。なお、穿孔機を固定するため受台などを設けること。 

④ 水コックを開き、穿孔を開始する。この際の送りは手動であるので穿孔ドリ

ルの食い込みに合わせて静かに行うこと。 

⑤ 穿孔の最中に切り粉が排水コックなどに詰まることがあるので注意すること。 

⑥ 穿孔終了後は、穿孔ドリルを完全に戻し、穿孔用バルブを閉じてから穿孔機

を取外し切りカスを確認すること。 

また、分岐箇所の管の損傷、分岐孔内側のライニング部のはく脱等により、

配水管の通水を阻害することのないよう施工すること。 

６ 配水管からの給水管分岐の判断基準 

配水管は、水道使用者等に対し安定して給水供給することが可能な管であること

が前提である。したがって、給水管の口径に当たっては、分岐しようとする配水管

の最小動水圧において、その所要水量を十分に供給できるもので、著しく過大な口

径であってはならない。 
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給水管の分岐判断基準（略式計算式での判断）は以下のとおりである。 

 主管から分岐できる枝管数等を知るには、給水装置の実状に適応した方法によ

って計算すべきであるが、以下の略式計算式及び管径均等表を用いることができ

る。 

 
            Ｄ  

Ｎ＝ （   ） 
            ｄ 

Ｎ：枝管の数（均等管数） 
Ｄ：主管の直径 
ｄ：枝管の直径 
 

単位長さ当たりの摩擦抵抗（動水勾配）を一定とした平行閉管路への分解図（①⇒②） 
 

①    Ａ      Ｂ 

 

 

 

 

②    Ａ      Ｂ 

 

 

 

枝管の分解図（均等管数） 

管口径均等表（Ｎ値） 

枝管

(mm)

主管(mm) 

13 20 25 30 40 50 75 100 150 

13 1         

20 3 1        

25 5 2 1       

30 8 3 2 1      

40 17 6 3 2 1     

50 29 10 6 4 2 1    

75 80 27 16 10 5 3 1   

100 164 56 32 20 10 6 2 1  

150 452 154 88 56 27 16 6 3 1 

※）管口径は呼称で計算する。      単位：世帯 

例）口径 50mm の主管は口径 20mm の枝管（又は水栓）10 本分の水量を流す。すなわち、口径 50mm
管 1本分と、口径20mm管 10本分とは流量において等しいことを示している。 

注）管長、水圧及び摩擦係数が同一で計算したものである。また、これは分岐の一応の目安であ
り、配水管の距離、地盤高、動水圧等の実状に応じて給水管の口径を決定するものとする。 

2.5 

Ｑ，Ｄ，Ｉ 

ｑ1，ｄ1，ｉ1＝Ｉ 

ｑ2，ｄ2，ｉ2＝Ｉ 

ｑn，ｄn，ｉn＝Ｉ 

管路の分解 
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〔解 説〕 

１ 給水装置が不要となった場合は、「廃止撤去届」を企業長に提出する。また、撤去工

事とは、不要となった給水装置を分岐部から切り離す工事をいう。 

２ 所有者が「廃止撤去届」を提出した給水装置は、所有者の費用負担にて配水管か

ら切り離す工事を行うものとする。ただし、企業長が特に必要があると認めたもの

については、企業長においてその費用を負担することができる。 

３ 同一敷地内において給水装置の位置又は口径を変更する場合は、撤去と新設の双

方の工事が必要となり、その費用はすべて所有者の負担とする。 

４ 撤去工法 

(1) サドル付分水栓は、閉止コックを閉じ、専用の分水栓キャップ止めとすること。 

(2) 不断水式割Ｔ字管は、Ｔ字管の捨バルブを閉止し、給水管を撤去し、プラグ

止め又はフランジ蓋止めとすること。 

(3) チーズを使用して分岐しているものについては、チーズを撤去し、直管にて

布設替えすること。 

(4) 切断して不用となった給水管は、原則として撤去すること。 

(5) 閉止したサドル付分水栓又は不断水式割Ｔ字管には、防食フィルム巻きを施

すこと。 

(6) 状況等において上述の工法で施工できない場合は、担当職員と協議すること。 
 

撤去工法   （※撤去による影響を考慮した上で施工） 

分岐方法 対処方法 使用材料及び処理 

サドル付分水栓 スピンドル（分水コック）の閉止 分水栓用キャップ取り付け 

不断水式割Ｔ字管 簡易仕切弁閉止 フランジ蓋取り付け 

Ｔ 字 管 ― 蓋取り付け 

チ ー ズ ― 直管化 

（給水装置の撤去） 

第３０条 給水装置の所有者は、不要となった給水装置を速やかに配水管から切

離さなければならない。 
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第６章 給水装置の施行基準 

 

 

 

 

〔解 説〕 

 止水栓は、給水の開閉に使用されるもので、メーターの一次側に設置するものを、

第一止水栓（乙止水栓）とし、口径 50 ㎜以下は副栓付伸縮止水栓、口径 75 ㎜以上

はソフトシール弁を使用する。また、口径 75 ㎜以上は、メーターの二次側にも設

置し、第二止水栓（甲止水栓）とする 

 乙及び甲止水栓は、給水装置の改造、修理及びメーター取替並びに使用開始、使

用中止その他の目的で給水を停止する給水用具で、給水装置には不可欠なものであ

る。なお、第一止水栓の設置位置は原則として、官民境界から 1.0ｍ以内の敷地内

とすること。 

１ 副栓付伸縮止水栓（乙止水栓） 

口径 50 ㎜以下のメーター一次側に直結で設置し、企業長及び水道使用者等の維

持管理用止水栓として使用する。開閉操作の容易な蝶ハンドルを有するコマ式止水

部と、補助ハンドルにて開閉するボール式止水部とが一体構造となっており、メー

ター接続側には、メーター取替を容易にするため伸縮機能を有するものとする。 

２ ソフトシール弁（乙止水栓） 

口径 75 ㎜以上のメーター一次側に設置し、企業長の維持管理用止水栓として使

用するもの。 

３ ソフトシール弁（甲止水栓） 

口径 75 ㎜以上のメーター二次側に設置し、水道使用者等の維持管理用止水栓と

して使用するもの。 

４ 逆止弁（スイング式） 

口径 75㎜以上のメーター二次側に直結で設置するもので、配水管における断水、

漏水等で給水管に負圧が発生し、吐水口においてサイホン作用が生じた際、逆流を

防止するもの。 

５ ボール止水栓（第一止水栓） 

集合住宅、店舗、事務所ビル等の給水引込管 1 本に対して、複数のメーターに給

水する場合に設置するもので、官民境界から 1.0ｍ以内の敷地内とすること。 

６ 青銅製仕切弁 

宅地造成開発における、給水引込管口径 30 ㎜～50 ㎜に対して設置するもので、

仕様はキーボックスで左開きとする。また、仕切弁筐については、公道に設置するも

のと同等品を使用すること。設置位置については、担当職員と協議すること。 

（止水栓等） 

第３１条 止水栓は、給水を停止するために設置するものである。 

２ 止水栓は、容易に開閉でき、耐久性があり、漏水の生じない構造及び材質

のものを設置しなければならない。 

３ 止水栓、止水栓筺及びメーターボックスは、企業長の承認品とする。 
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７ 止水栓ボックスは、維持管理上、企業長承認のものを使用すること。 

口径 20mm～口径 50mm        （参考図） 
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８ メーターボックスは、維持管理上、企業長承認のものを使用すること。 

口径 13mm          （参考図） 

 

口径 20mm          （参考図） 
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口径 25mm          （参考図） 

 

口径 30mm          （参考図） 
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口径 40mm          （参考図） 

 

口径 50mm～口径 100mm        （参考図） 
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※ 口径 150mm は既製品がないため、担当職員と協議すること。 

 



 

 92 

第７章 貯水槽給水の実施基準 

 

 

 

 

 

 
 

〔解 説〕 

１ 水道法上における貯水槽水道の位置付けは、以下のとおりである。 
 

        水道事業 

水道事業    （法第３条第２項） 

    簡易水道事業 

水道用水供給事業   （法第３条第３項） 

水道法上の水道    （法第３条第４項） 

専用水道 

（法第３条第６項） 

 

簡易専用水道 

（法第３条第７項）  貯水槽水道 

小規模貯水槽水道   （法第 14条第２項第５号） 

貯水槽水道の位置付け 

法第３条（用語の定義） 
この法律において「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適する水と

して供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施設されたものを除く。 
２ この法律において「水道事業」とは、一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業をい

う。ただし、給水人口が１００人以下である水道によるものを除く。 
３ この法律において「簡易水道事業」とは、給水人口が５，０００人以下である水道により、水

を供給する水道事業をいう。 
４ この法律において「水道用水供給事業」とは、水道により、水道事業者に対してその用水を供

給する事業をいう。ただし、水道事業者又は専用水道の設置者が他の水道事業者に分水する場合

を除く。 
５ この法律において「水道事業者」とは、第６条第１項の規定による認可を受けて水道事業を経

営する者をいい、「水道用水供給事業者」とは、第２６条の規定による認可を受けて水道用水供

給事業を経営する者をいう。 
６ この法律において「専用水道」とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水道その他水

道事業の用に供する水道以外の水道であつて、次の各号のいずれかに該当するものをいう。ただ

（関係法規等） 

第３２条 貯水槽は、安全上及び衛生上支障のない管理をしなければならない。 

２ 一般給水用として使用する受水槽以降の設備は、水質管理上、企業長の水

道水のみの専用系統として管理することが好ましい。 

３ 簡易専用水道における貯水槽水道の設置者は、水道法、同施行規則及び企

業長の定める条例により貯水槽水道を管理しなければならない。 

４ 簡易専用水道以外の貯水槽水道（小規模貯水槽水道）の設置者は、企業長

の定める条例及び同施行規則により貯水槽水道を管理しなければならない。



 

 93 

し、他の水道から供給を受ける水のみを水源とし、かつ、その水道施設のうち地中又は地表に施

設されている部分の規模が政令で定める基準以下である水道を除く。 
（１）１００人を超える者にその居住に必要な水を供給するもの 
（２）その水道施設の１日最大給水量（１日に給水することができる最大の水量をいう。以下同じ。）

が政令で定める基準を超えるもの 

７ この法律において「簡易専用水道」とは、水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道

であつて、水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。ただし、

その用に供する施設の規模が政令で定める基準以下のものを除く。 

法第６条第１項（事業の認可及び経営主体） 
水道事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 

法第２６条（事業の認可） 
水道用水供給事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 

２ 貯水槽とは、配水管からの水を貯める施設・設備のことであり、受水槽と高架水

槽に大別される。 

３ 貯水槽水道は、法第１４条第２項第５号の規定により、水道事業者及び当該貯水

槽水道の設置者の責任に関する事項が、条例第２１条の２、第２１条の３及び施行規

則第５５条に明確に定められている。 

法第１４条第２項第５号（供給規程） 
貯水槽水道（水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であつて、水道事業の用に供

する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。以下この号において同じ。）が設置

される場合においては、貯水槽水道に関し、水道事業者及び当該貯水槽水道の設置者の責任に関

する事項が、適正かつ明確に定められていること。 

条例第２１条の２（企業団の責務） 
企業長は、貯水槽水道（法第１４条第２項第５号に定める貯水槽水道をいう。以下同じ。）の管理

に関し必要があると認めるときは、貯水槽水道の設置者に対し、指導、助言及び勧告を行うことが

できるものとする。 

２ 企業長は、貯水槽水道の利用者に対し、貯水槽水道の管理等に関する情報提供を行うものとする。 

条例第２１条の３（設置者の責務） 
貯水槽水道のうち簡易専用水道（法第３条第７項に定める簡易専用水道をいう。次項において

同じ。）の設置者は、法第３４条の２の定めるところにより、その水道を管理し、及びその管理の

状況に関する検査を受けなければならない。 

２ 前項に定める簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は、別に定めるところにより、当該貯水

槽水道を管理し、及び管理の状況に関する検査を行うよう努めなければならない。 

４ 貯水槽水道は、管理上、その水槽の有効容量の合計が１０ｍ3を境に、法第３４条

の２による簡易専用水道と、条例施行規則第１０条の２による小規模貯水槽水道に

分類される。 

法第３４条の２（簡易専用水道） 
簡易専用水道の設置者は、厚生労働省令で定める基準に従い、その水道を管理しなければなら

ない。 
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２ 簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の管理について、厚生労働省令の定めるところに

より、定期に、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を受けた者の検査を受けなければな

らない。 

条例施行規則第１０条の２（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及び自主検査） 
条例第２１条の３第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及びその管理の状

況に関する検査は、次に定めるところによるものとする。 

（１）次に掲げる管理基準に従い、管理すること。 

ア 水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に行うこと。 

イ 水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するために必要な措置を講

ずること。 

ウ 給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認めたと

きは、水質基準に関する省令（平成 15 年厚生労働省令第１０１号）の表の上欄に掲げる事項

のうち必要なものについて検査を行うこと。 

エ 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに給水を停止し、

かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

（２）前号の管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に、簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者

が給水栓における水の色、濁り、臭い、味に関する検査及び残留塩素の有無に関する水質の検

査を行うこと。 

施行規則第５５条（管理基準） 

法第３４条の２第１項に規定する厚生労働省令で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に、行うこと。 

（２）水槽の点検等有害物、汚水等によつて水が汚染されるのを防止するために必要な措置を講ず

ること。 

（３）給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認めたとき

は、水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

（４）供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直ちに給水を停止し、か

つ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

水質基準に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１０１号） 

水質の基準に関しては、以下の厚生労働省のホームページを参照のこと。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/suishit

su/01.html 

５ 法第３条第７項には「施設の規模が政令で定める基準以下」とあるが、その簡易

専用水道の適用除外の基準については、施行令第２条によるものとする。 

施行令第２条（簡易専用水道の適用除外の基準） 
法第３条第７項ただし書に規定する政令で定める基準は、水道事業の用に供する水道から水の

供給を受けるために設けられる水槽の有効容量の合計が１０立方メートルであることとする。 

６ 一般給水用の受水槽において、企業長の水道水に井水等の他水を混入することは

水質の管理が困難となり、衛生上好ましくない。このため、原則として、企業長の

水道水のみを使用するものとし、井水等の他水を混用しないこと。 
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ただし、飲用に供するものであっても、水道法上、専用水道の規制を受けるもの

で管理が適切に行われ、衛生上問題がない場合はこの限りでない。 

７ 条例第２１条の３第２項には「簡易専用水道以外の貯水槽水道」とあるが、その

簡易専用水道以外の貯水槽水道（小規模貯水槽水道）の設置者の責務については、

条例施行規則第１０条の２によるものとする。 

８ 水道事業者は、法第２０条第３項による水質検査を行わなければならない。 

法第２０条第３項（水質検査） 

水道事業者は、厚生労働省令の定めるところにより、定期及び臨時の水質検査を行わなければ

ならない。 

２ 水道事業者は、前項の規定による水質検査を行つたときは、これに関する記録を作成し、水質

検査を行つた日から起算して５年間、これを保存しなければならない。 

３ 水道事業者は、第１項の規定による水質検査を行うため、必要な検査施設を設けなければなら

ない。ただし、当該水質検査を、厚生労働省令の定めるところにより、地方公共団体の機関又は

厚生労働大臣の登録を受けた者に委託して行うときは、この限りでない。 

９ 水道使用者等からの給水装置の機能又は水質における検査の請求があった場合、

企業長は、条例第２１条によりその検査を行ない、その結果を請求者に通知するこ

と。 

条例第２１条（給水装置及び水質の検査） 
企業長は、給水装置又は供給する水の水質について、水道使用者等から請求があったときは、

検査を行い、その結果を請求者に通知する。 

２ 前項の検査において、特別の費用を要したときは、その実費額を徴収する。 
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受水槽以降の装置適用区分（参考） 

貯水槽給水施設の適用区分表 

水道分類 

 

事項 

建築物衛生法 

適用建物 
専用水道 簡易専用水道 

小規模 

貯水槽水道 

対象・規模等 

延べ床面積3,000ｍ2

以上の商業施設･事務

所等 

100人を超える居住者の

もの、又は１日最大給水

量が20ｍ3を超えるもの。

水道水の場合は、水槽容

量の合計が100ｍ3を超え

るか導水管が1,500ｍを

超えるもの 

貯水槽の有効容量が

10ｍ3を超えるもの。 

貯水槽の有効容量が10

ｍ3以下のもの。 

管理 する 者 

建築物環境衛生

管理技術者 

（厚労大臣免状） 

水道技術管理者 設置者 設置者 

貯水槽の清掃 １年以内に１回 ― １年以内に１回 １年以内に１回 

貯水槽の点検 適宜 適宜 
適宜 

（１ヶ月に１回程度） 
適宜 

（１ヶ月に１回程度）

水 質 管 理 ６ヶ月以内に１回 毎月１回 

適宜 

（１日に１回程度） 

異常があれば水質

検査 

適宜 

（１日に１回程度）

異常があれば水質

検査 

残留塩素測定 ７日以内に１回 毎日 ― １年以内に１回 

検   査 ― 
法第20条第3項 

(水質検査) 

法第34条の2第2項 

(簡易専用水道) 

施行規則第55条 

(管理基準) 

条例第21条の3 

(設置者の責務) 

条例施行規則 

第10条の2 

(自主検査) 
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〔解 説〕 

１ 具体的な使用水量の算定方法 

申込者に資料の提出を求め、原則として提出資料に基づき使用水量を算定する。 

２ 貯水槽の有効容量 

貯水槽の有効容量は、計画一日使用水量の 1/2 程度（   ～  が標準）が望ま

しいが（高架水槽がある場合は、受水槽と高架水槽の有効容量の合計が半日分でも

よい。）ピーク時の使用水量及び配水管への影響を十分考慮して決定する。 

また、有効容量は計画一日使用水量を超えてはならない。 

３ 高架水槽の有効容量 

高架水槽の有効容量は計画一日使用水量の 1/10 を標準とするが、使用時間を考

慮する場合は 30 分～1 時間の使用水量相当とする。 

４ 飲用水及び消火用水の貯水槽 

飲用水及び消火用水の貯水槽は、別々に設けること。ただし、止むを得ず共用す

る場合は、貯水槽有効容量が計画一日使用水量を超えない。 

貯水槽有効容量（消火用水＋計画1日使用水量×1/2）< 計画 1 日使用水量 

５ 受水槽の一次側に設置する給水弁（ボールタップ又は定水位弁）の口径は、給水

引込口径より小口径とする。 

６ 貯水槽の有効容量の計算 
貯水槽の有効容量とは、水槽において適正に利用可能な容量をいい、水の最高水

位と最低水位との間に貯留されるものをいう。 

・最高水位と上壁の間隔は、原則 30cm 以上とする。また、最低水位はポンプ

引込管中心から 2.0ｄ（ｄ＝ポンプ引込管口径）以上とする。 

７ 貯水槽の清掃が円滑に行えるよう、中仕切り、共用栓（散水）等を設置すること。 

貯水槽を２槽にする規模は、原則として有効容量が 10ｍ3以上とする。 

８ 有効容量が 2ｍ3以上の貯水槽には、通気口を設置すること。 

建設省告示第 1597 号（改正 平成 12 年 建設省告示第 1406 号） 

 

（貯水槽の容量等） 

第３３条 貯水槽の有効容量は、使用時間及び使用水量の時間的変化を考慮して

決定すること。 

２ 貯水槽は、他用途タンク（消火用、雑用等）と兼用しないこと。 

３ 給水負荷の変動に容易に対応（容量の変更）可能なように施工すること。

４ 貯水槽の天井、床または周壁は、建物の躯体その他の部分と兼用せず、保守点検

が容易で安全にできる構造とすること。 

6 
10 10 

4 
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９ 貯水槽の構造及び設置等 

受水槽の設置に関しては、建設省告示第1597 号（改正 平成12 年 建設省告示第

1406 号）に規定されている。 

(1) 貯水槽構造 

① 貯水槽の天井、床または周壁は、建物の躯体その他の部分と兼用せず、保守

点検が容易で安全にできる構造とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
ａ、ｂ、ｃのいずれも保守点検が容易にできる距離とする（標準的にはａ、ｃ≧60 ㎝、

ｂ≧100 ㎝）。また、梁・柱等はマンホールの出入りに支障となる位置としてはならず、ａ′、
ｂ′、ｄ、ｅは保守点検に支障のない距離とする。 
屋外設置の場合も周囲の建物、地盤面等の間隔は屋内基準に準ずる。また、屋外設置の場合

は、外部から受水槽の天井、底又は周壁の保守点検を容易に行えるようにする必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯水槽廻り詳細図（参考） 

六面管理（設置例） 

貯水槽

断面図

外壁 

汚染物質の 

流入・浸透 

ａ 
ｄ ｂ′ ｂ

ａ

ｃ

Ｇ.Ｌ 

ａ ｅ 

ａ′ 

ａ′ 
ａ

ａ 

ａ
貯水槽 

貯水槽周囲の空間を示すために表示し

たもので、壁で仕切る必要はない。 

汚染物質の 

流入・浸透 

外壁 

外壁 汚染物質の流入・浸透 
平面図

(トラップを付けて排水管へ接続する)

HWL ▽

LWL ▽

有
効
水
深 

100以上 

2D 以上 
オーバーフロー管(D＝1.5ｄ以上) 

25～50 

金網（防虫網）
通気管 マンホール（開口部は周囲より10cm以上高くする）

吐水口空間 

ポンプ吸込管( D ) 

20cm 程度

流入口下端 

10cm 程度

通気笠

マンホール 

金網（防虫網）

排水口空間 

受 水 槽 

オーバーフロー管中心

ボールタップ 

排水管 

給
水
管(

ｄ) 

可
と
う
継
手 

ドレーン管 コンクリート基礎 
基礎固定ボルト 
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１０ 吐水口空間 

吐水口空間は、下記の「構造・材質基準に係る事項」の規定によるものとする。 

呼び径が 25mm 以下の場合 

呼 び 径 の 区 分 
近接壁から吐水口の 

中心までの水平距離Ｂ1 

越流面から吐水口の 

最下端までの垂直距離Ａ

13 mm 以下 25 mm 以上 25 mm 以上 

13 mm を超え 20 mm 以下 40 mm 以上 40 mm 以上 

20 mm を超え 25 mm 以下 50 mm 以上 50 mm 以上 

備 考 
①浴槽に給水する場合は、越流面から吐水口の中心までの垂直距離は 50 mm 未満であって

はならない。 
②プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を入れる水槽

及び容器に給水する場合には、越流面から吐水口空間は 200mm 以上を確保する。 
③上記①及び②は、給水用具の内部の吐水口空間には適用しない。 

 

呼び径が 25mm を越える場合 

区     分 
越流面から吐水口の 

最下端までの垂直距離Ａ

近接壁の影響がない場合 (1.7×d’＋5) mm 以上 

近
接
壁
の
影
響
が
あ
る
場
合 

近接壁

が１面

の場合

壁からの離れＢ2が(3×d) mm 以下のもの (3×d’) mm 以上 

壁からの離れＢ2が(3×d) mm を超え(5×d) mm
以下のもの 

(2×d’＋5) mm 以上 

壁からの離れＢ2が(5×d) mm を超えるもの (1.7×d’＋5) mm 以上 

近接壁

が２面

の場合

壁からの離れＢ2が(4×d) mm 以下のもの (3.5×d’) mm 以上 

壁からの離れＢ2が(4×d) mm を超え (6×d) mm
以上のもの (3×d’) mm 以上 

壁からの離れＢ2が(6×d) mm を超え (7×d) mm
以上のもの (2×d’＋5) mm 以上 

壁からの離れＢ2が(7×d) mm を超えるもの (1.7×d’＋5) mm 以上 

備 考 
１ d：吐水口の内径（単位 mm） 

ｄ’：有効開口の内径（単位 mm） 
２ 吐水口の断面が長方形の場合は長辺を d とする。 
３ 越流面より少しでも高い壁がある場合は近接壁とみなす。 
４ 浴槽に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）において、算定された越流

面から吐水口の最下端までの垂直距離が50 mm未満の場合にあっては、当該距離は50 mm
以上とする。 

５ プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を入れる
水槽及び容器に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）において、算定さ
れた越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が 200 mm 未満の場合にあっては、当該
距離は 200 mm 以上とする。 
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水槽等の吐水口空間 

吐水口から越流面までＡの設定 

25 mm 以下の場合 吐水口の最下端から越流面までの垂直距離 

25 mm を超える場合 吐水口の最下端から越流面までの垂直距離 

壁から離れＢの設定 

25 mm 以下の場合 Ｂ１ 近接壁から吐水口の中心 

25 mm を超える場合 Ｂ２ 近接壁から吐水口の最下端の壁側から外表面 
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第８章 メーターの設置及び取扱い 

 

 

 

〔解 説〕 

１ 企業長から貸与されたメーター 

給水装置に取り付け、水道使用者等が使用する水量を積算計量するための計量器

である。 

メーターの保管に関しては、条例第１７条及び条例施行規則第８条により水道使

用者等が保管し、その管理義務を怠ったために水道メーターを紛失又は破損した場

合は、条例第１７条第３項及び条例施行規則第９条により、企業長にその損害額を

弁償しなければならない。 

条例第１７条（メーターの貸与） 

メーターは、企業長が設置して、水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の所有者（以下「水

道使用者等」という。）に保管させる。 

２ 前項の保管者は、善良な管理者の注意をもってメーターを管理しなければならない。 

３ 保管者が、前項の管理義務を怠ったために、メーターを紛失又は破損した場合は、その損害額

を弁償しなければならない。 

条例施行規則第８条（貸与メーターの管理） 

条例第１７条第１項によるメーターを貸与されたときは、水道の使用者又は管理人若しくは給

水装置の所有者（以下「水道使用者等」という。）が管理について連帯の責任を負わねばならない。 

２ 水道使用者等は、メーターを紛失若しくは破損した場合又はその機能に異状があると認めた場

合は、遅滞なく企業長に届け出なければならない。 

３ メーター設置場所に物件を置き、又は工作物を設けることはできない。 

条例施行規則第９条（メーターの取替） 

水道使用者等は、メーターの破損又は故障を判明したときは、直ちに企業長に届け出、確認を

受けなければならない。ただし、管理義務を怠ったため生じた破損の取替費用については、実費

を徴収する。 

２ 遠隔指示メーター（集中式各戸メーター） 

メーター本体と離れた場所にメーターと電送ケーブルで接続された集中検針盤

を設け、その検針盤に使用水量が表示されるものである。 

 

（メーターの基本事項） 

第３４条 企業長が貸与するメーター（以下「メーター」という。）は、企業長が

設置して、水道使用者等に保管させる。 

２ 遠隔指示メーターは、所有者が設置して、管理しなければならない。 



 

 102

 

 

 

 

 

〔解 説〕 

１ メーターの設置基準 

(1) メーターの設置に関しては、条例第１６条第２項及び条例施行規則第７条の２

により、その位置は企業長が定める。 

条例第１６条（メーターの設置） 

給水量は、企業団の水道メーター（以下「メーター」という。）により計量する。ただし、企業

長が、その必要がないと認めたときは、この限りではない。 

２ メーターは給水装置に設置し、その位置は、企業長が定める。 

条例施行規則第７条の２（メーターの設置及び位置変更） 
条例第１６条第２項の規定により、企業団の水道メーターは給水装置に設置する。ただし、共

用給水装置において各戸検針、集金に係るもののうち、普通式検針については、この限りでない。 

(2) 直結給水におけるメーターの設置条件 

・流入方向を確認し、水平に取り付ける。 

・検針、取替作業及び維持管理が容易な場所で、乾燥して汚水等が入りにくく、

障害物の置かれやすい場所を避けて選定し、分岐部から直角線の延長上であり、

官民境界から1.0ｍ以内に設置する。 

・原則として門口（玄関側入口）とし、道路から直接確認することができる位置

とする。 

・塀、門扉等付近に設置する場合は、それらの外側とし、メーターの検針、取替

えができる位置とする。 

・駐車場に設置する場合は、車の停車位置を避け、シャッター、扉等を設置する

場合は、それらの道路側とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メーターの設置場所 

（メーターの設置基準） 

第３５条 メーターは官民境界から 1.0ｍ以内で将来の維持管理、検針等に支障の

ない位置として、常に乾燥し、汚染及び損傷のおそれのない地中に設置する

こと。 

２ メーターは、給水装置に設置しなければならない。 

公道

駐車場 

ｼｬｯﾀｰ
1.0m 以内 

申請地 
門扉 

塀 

側溝 

配水管 ※塀の外で検針が行えること。
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・先行引込等により設置場所が不適切となった場合は、分岐位置の改造工事を行

うか、又は道路から直接確認することができるよう、メーター付近の構造、環

境を整える。 

・改造申込みによるメーターの移動範囲は、給水管の引込位置を基に、道路に平

行して1.0ｍ以内を原則とする。 

・集合住宅等におけるメーターの設置方法は、建物に向かって、右側を１階、左

側を２階とする。また、メーター位置は主管から1.0ｍ以内とする。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

メーター位置概要図 

・乙止水栓とメーターの中心が、メーターボックスの中心に位置するよう配置す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メーターボックス内のメーター位置 

 

①：メーターボックスの中心 
②：乙止水栓とメーターの中心 

① ① 
② ②

メーターボックス 

乙止水栓 メーター 土留板 

2Ｆ．1Ｆ

側溝

2Ｆ．1Ｆ 2Ｆ．1Ｆ 2Ｆ．1Ｆ 

（良質土による管保護を行う。）

2Ｆ建 直圧給水の場合 

1.0m 以内 

配
水
管 

1.0m以内 

第一止水栓（埋設深度 400） 主管（埋設深度 400 以上）
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(3) 中高層集合住宅の各戸検針、集金等に伴う各戸メーター設置基準 

〔中高層集合住宅の各戸検針、集金等に関する事務取扱要綱より抜粋〕 

① 各戸メーター等の設置 

ｱ) 各戸メーターは、原則として、各戸のパイプシャフト内に設置し室内には設置し

ないこと。 

ｲ) 各戸メーターは、床面から1ｍ以下の高さで水平に設置すること。 

ｳ) 各戸メーター部分の配管は、原則パイプシャフトの扉面に平行とすること。 

ｴ) 配管を固定するために支持金具を取り付けるなど振れ止めを行うこと。 

ｵ) 各戸メーター前後には検針、取替えに影響を及ぼすような器具を設置しないこと。 

ｶ) パイプシャフト内では、他の配管、機器などにより検針及び各戸メーターの取替

に支障がないようにすること。 

ｷ) パイプシャフト内の底面は、廊下側に水勾配を施すなど、外部への排水に支障を

来たさない構造とすること。 

ｸ) 凍結防止カバーを設置すること。容易に脱着でき検針に支障を及ぼさないこと。 

ｹ) パイプシャフトの扉の施錠を要する場合は、水道企業団指定の鍵とすること。 

ｺ) 各戸メーターは、極力パイプシャフト開口部の中央付近に設置すること。 

ｻ) パイプシャフト開口部の寸法及び各戸メーター周りの必要な空間は、「メーター

標準設置図（パイプシャフト内）」を標準とする。必要に応じ減圧弁を設置すること。 

ｼ) パイプシャフトを築造しない場合においても、上記の要件を満たすこと。 

 

② 普通式検針における設置条件 

各戸メーターは、止水栓が一体となったユニット方式で設置すること。 

ただし、平成23年3月31日現在で集中式検針として契約履行中のもので、平成23年

4月1日以降にて改造申請のあるものについては、適用除外とする。 
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パイプシャフト（ＰＳ）内 メーター標準設置図 

ガ
ス
管 

水
道
管 

普通・集中式検針 

600～800 ㎜程度 

ガスメーター

30
0

㎜
以

上
 

減圧弁を設置する
際には、一次止水
栓の低圧側とし、
保温カバーを設置
すること。 

【メーターユニット型】 

二次止水栓 
（逆止弁タイプ） 

乙止水栓 
（ボールバルブ）

水道メーター及び
凍結防止カバー 

フレキシブル管

支持金具 
（振れ止め）

▽ＳＬ 

Ｓ
Ｌ

＋
1
,3

0
0
m

m
 以

上
 

【メーター一般取付型】 
ガ
ス
管

※普通式検針へ変更する場合
には、メーターユニット型にす
る必要がある。（H23.4.1 以降
に契約したもの） 

水
道
管

600～800 ㎜程度 

ガスメーター

30
0

㎜
以

上
 

乙止水栓 
（副栓付逆止弁タイプ）

水道メーター及び
凍結防止カバー 

▽ＳＬ 

Ｓ
Ｌ

＋
1
,3

0
0
m

m
 以

上
 

集中式検針 
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(4) メーターの設置例 

 

 

① 戸建て専用住宅（直圧給水方式）  ③ ２階建て集合住宅（直圧給水方式） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

② ２世帯専用住宅（直圧給水方式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 複数棟の２階建て集合住宅（直圧給水方式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】 
：第一止水栓 
：乙止水栓＋メーター 

 

配
水
管1.0ｍ以内

 

配
水
管1.0ｍ以内 ２階

１階

  

配
水
管1.0ｍ以内

Ｂ棟

共用メーター（散水） 共用メーター（散水） 

２階

１階

２階

１階

1.0ｍ以内 

Ａ棟 

２階 
１階 

２階 
１階 

1.0ｍ以内 

 

配
水
管1.0ｍ以内 

２階

１階

２階

１階

1.0ｍ以内 
共用メーター（散水）
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⑤ 戸建て専用住宅 宅地造成（直圧給水方式 開発道路） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公道 

1.0ｍ以内 

配水管 

1.0ｍ以内 

1.0ｍ以内1.0ｍ以内

1.0ｍ以内 

開発道路 

担当職員と協議 

（出幅、深度は公道に準ずる）

配
水
管

担当職員と協議

公
道

 

1.0ｍ以内1.0ｍ以内

公
道

 

開発道路

既設道路を繋ぐ開発道路の場合 
管末に投げ出しを設ける。 

（出幅、深度は公道に準ずる）
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⑥ １階店舗と２階以上が集合住宅の複合用途建物（直圧給水＋貯水槽給水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ １･２階店舗と３階以上が集合住宅の複合用途建物（直圧給水＋貯水槽給水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３階以上(集合住居)
の検針方式により、
共用メーター（散水）
の分岐位置が変わる
場合がある。 

配
水
管1.0ｍ以内

親メーター（住居）

３階以上（住居）へ 

受水槽

共用メーター（散水） 

１階店舗メーター

 

 

 

 

３階以上 
（住居） 

３階以上 
（住居） 

３階以上 
（住居） 

３階以上 
（住居） 

２階店舗メーター

２階店舗メーター 
１階店舗メーター

※２階以上(集合住居)
の検針方式により、
共用メーター（散水）
の分岐位置が変わる
場合がある。 

配
水
管1.0ｍ以内

 

 

２階以上 
（住居） 

２階以上 
（住居） 

２階以上 
（住居） 

２階以上 
（住居） 

親メーター（住居） 

２階以上（住居）へ 

受水槽

共用メーター（散水） 

１階店舗メーター 

１階店舗メーター
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⑧ ３階建て集合住宅（１･２階は直圧給水＋３階のみ戸別受水槽） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 集合住宅（貯水槽給水方式） 

（検針方式別・・・普通式検針、集中式検針、親メーター検針） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※普通式検針では、各
戸に貸与メーターと
メーターユニットを
設置すること。 

※集中式検針では、各
戸に電子メーターと
１階共用部に集中検
針盤を設置すること。

※散水栓や受水槽清掃
用の水栓は、共用メ
ーター（散水）の二
次側に設置すること。

配
水
管1.0ｍ以内

親メーター（住居）

各階･各戸（住居）へ 

受水槽

共用メーター（散水） 

 

 

 

 

（住居） 

（住居） 

（住居） 

（住居） 

配
水
管1.0ｍ以内

1.0ｍ以内 

３階用 
２階用 
１階用 

共用メーター（散水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３階各戸へ 

３階用 
２階用 
１階用 

３階用 
２階用 
１階用 

受 受 受
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(5) メーター設置における特例 

公道に面した間口が狭い「Ｌ字型土地」においては、特例として、メーターを

奥まった位置にある門扉等の手前に設置することができる。ただし、官民境界か

ら1.0ｍ以内に第一止水栓を設置すること。この場合、第一止水栓からメーターま

での配管の管理区分は、水道使用者等とする。 

 

Ｌ字型土地の特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0ｍ以内

【凡例】 
：第一止水栓 
：乙止水栓＋メーター

配
水
管 

1.0ｍ以内

A
S
舗

装
 

1.0ｍ以内1.0ｍ以内 1.0ｍ以内

配
水
管

A
S
舗

装
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(6) メーターの設置位置には、条例施行規則第８条第３項により物件を置いたり、

工作物を設けてはならない。これに反している場合、企業長は水道使用者等に対して

メーターの設置位置を検針業務等が可能なように回復させ、又は必要に応じメーター

の設置場所を変更させることができる。 

条例施行規則第８条（貸与メーターの管理） 

条例第１７条第１項によるメーターを貸与されたときは、水道の使用者又は管理人若しくは給

水装置の所有者（以下「水道使用者等」という。）が管理について連帯の責任を負わねばならない。 

２ 水道使用者等は、メーターを紛失若しくは破損した場合又はその機能に異状があると認めた場

合は、遅滞なく企業長に届け出なければならない。 

３ メーター設置場所に物件を置き、又は工作物を設けることはできない。 
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〔解 説〕 

１ メーターの管理について 

メーターの管理は、条例第１７条及び条例施行規則第８条により水道使用者等が

適正に管理保管するものである。 

条例第１７条（メーターの貸与） 

メーターは、企業長が設置して、水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の所有者（以下「水

道使用者等」という。）に保管させる。 

２ 前項の保管者は、善良な管理者の注意をもってメーターを管理しなければならない。 

３ 保管者が、前項の管理義務を怠ったために、メーターを紛失又は破損した場合は、その損害額

を弁償しなければならない。 

条例施行規則第８条（貸与メーターの管理） 

条例第１７条第１項によるメーターを貸与されたときは、水道の使用者又は管理人若しくは給

水装置の所有者（以下「水道使用者等」という。）が管理について連帯の責任を負わねばならない。 

２ 水道使用者等は、メーターを紛失若しくは破損した場合又はその機能に異状があると認めた場

合は、遅滞なく企業長に届け出なければならない。 

３ メーター設置場所に物件を置き、又は工作物を設けることはできない。 

２ メーターの出庫について 

メーターは、企業長が貸与しているものであるため、出庫したメーターは直ちに

設置しなければならない。なお、当日に設置できない場合は、企業長に一旦返納す

ること。 

３ メーターの返納について 

メーターは、企業長が貸与しているものであるため、不要となったメーターは、

直ちに企業長に返納しなければならない。 

４ メーターの使用有効期間について 

メーターは計量法で国家検定を受ける義務が規定されており、製造・修理したも

のは検定を受け、これに合格したものでなければ取引の対象として使用することは

できない。 

計量法施行令第１８条（検定証印等の有効期間のある特定計量器） 

法第７２条第２項の政令で定める特定計量器は別表第３の上欄に掲げるものとし、同項の政令

で定める期間は同表の下欄に掲げるとおりとする。  

 

（メーターの取扱基準） 

第３６条 メーターは、水道使用者等が適正に管理保管しなければならない。 

２ 給水装置工事により出庫したメーターは、当日に設置しなければならない。

３ 給水装置工事により撤去したメーターは、当日に企業長に返納しなければな

らない。 

４ メーターの検定有効期間は計量法により８年と定められている。 
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計量法第７２条（検定証印） 

検定に合格した特定計量器には、経済産業省令で定めるところにより、検定証印を付する。  

２  構造、使用条件、使用状況等からみて、検定について有効期間を定めることが適当であると認

められるものとして政令で定める特定計量器の検定証印の有効期間は、その政令で定める期間と

し、その満了の年月を検定証印に表示するものとする。  

別表第３ （第１８条関係） 

特定計量器 有効期間 

１ 積算体積計  

イ 水道メーター ８年 

ロ 温水メーター ８年 

ハ 燃料油メーター（第三十一条第三号に掲げるものを除

く。）  

（１） 自動車の燃料タンク等に燃料油を充

てんするための機構を有するものであ

って、給油取扱所に設置するもの 

７年 

（２） （１）に掲げるもの以外のもの ５年 
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第９章 給水装置工事申込書等の作成 

 

 

 

 

 

 

〔解 説〕 

１ 給水装置工事申込書 

指定給水装置工事事業者が申込者から依頼を受け給水装置工事を施行するときは、

位置図を記入した「給水装置工事申込書」と、平面図、断面図等を記入した「給水

装置工事設計審査書Ⅰ」及び平面図、立面図等を記入した「給水装置工事設計審査

書Ⅱ」他を提出し、企業長の承認を受けなければならない。 

指定給水装置工事事業者は、企業長の承認を受けた後、給水装置工事に着手しな

ければならない。 

記入に当たっての注意事項は以下のとおりである。 

《申込時の確認表》 
確 認 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給水装置工事申込書等の作成） 

第３７条 指定給水装置工事事業者は、工事の申込み及び完了時に必要な図書類

を作成し企業長に提出しなければならない。 

２ 給水装置工事申込みにかかわるすべての図書類は、工事の施工及び工事見

積もりの基礎であり、同時に将来の維持管理のための必須資料である。 

３ 工事申込書ほか一連の図書類は、統一的な方法により明瞭、正確で容易に

理解できるよう作成するものとする。 
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２ 給水装置工事申込書の記入例 

(1) 給水装置工事申込書         《左面》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①

② 
③ 
 
④ 
 
 
⑤ 
⑥ 
⑧ 
⑨ 
 
 
 
⑩ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑪ 

⑨
⑧
⑥

⑧ 
⑦ 

⑨ 



 

 116 

２ 給水装置工事申込書の記入例 

(1) 給水装置工事申込書              《裏面》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②

① 
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《左面 記入上の注意事項》      給水装置工事申込書 

 

《右面 記入上の注意事項》      給水装置工事申込書 

№ 名称 注意事項 

①申込者 

申込者は、給水装置の所有者とする。 

申込者に記載内容を確認してもらうため、申込者本人が「住所」「氏名」

「電話番号」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

＜注１＞申込者が、アパート、マンション等に居住している場合、その名

称と棟番号、室番号を記入する。 

＜注２＞申込者、承諾者等が法人の場合は、必ず法人印及び代表者印を押

印する。 

＜注３＞工事の種別が「改造」の場合、企業団に登録してある給水装置の

現所有者でなければ工事の申込みができない。相違の場合は「水

栓異動届」により所有者を変更する必要がある。 

②工事場所 申込みにかかわるすべての地番を記入する。 

③工事種別 「新設」「改造」「修繕」「撤去」から選択する。 

④内容 

個人住宅：「専用給水装置」を選択し、メーターの口径及び個数を記入する。

集合住宅：「共用給水装置」を選択し、「各戸検針」又は「親メーター検針」

を選択し、メーターの口径、個数及び戸数を記入する。 

消 火 栓：施設種類を選択し、消火施設の口径及び個数を記入する。 

⑤持家区分 「持家」「分譲」「賃貸」から選択する。 

⑥土地、建物所有 

「土地所有権」「建物所有権」の有無を選択する。 

給水引込管、メーター及び水栓を設置する場所が他人の土地又は家屋である

場合は、その所有者の「承諾書」を添付する。 

⑦軽減申請の有無 
配水管布設工事における工事負担金の「軽減申請」の有無を選択し、有る

場合は、申請書を添付する。 

⑧受水槽等 受水槽給水の場合、該当する事項を記入する。 

⑨給水希望日等 申込時における「給水希望日」「着手予定」「しゅん工予定」を記入する。

⑩請求先 
給水加入金及び工事費の請求先が①の申込者と異なる場合は、その「住所」

「氏名」「電話番号」を記入する。 

⑪受任 

①の申込者より給水装置工事申込みに関する諸手続きを受任した指定給水

装置工事事業者は、その申込内容を申込者に説明し「住所」「氏名」を記

入し押印する。 

№ 名称 注意事項 

①住宅地図番号 住宅地図のページ番号と座標を記入する。 

②位置図 

住宅地図の写しを貼付ける。 

工事場所を、できる限り地図の中心となるよう貼付ける。 
工事場所を、朱色又は斜線で明示する。 

工事場所付近の目標物を明示する。 



 

 118

(2) 配水管布設工事申込及び工事負担金軽減申請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》     配水管布設工事申込及び工事負担金軽減申請書 

№ 名称 注意事項 

①申込者 申込者本人が「住所」「氏名」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

②工事場所等 
申込みにかかわるすべての地番を記入する。メーターの口径及び個数を

記入する。 

② 

① 
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(3) 承諾書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》        承諾書 

№ 名称 注意事項 

①申込者 申込者本人が「住所」「氏名」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

②工事場所 承諾するすべての地番を記入する。 

③所有者 
土地及び家屋に該当するものを選択する。 
所有者本人が「住所」「氏名」「電話番号」を記入し押印する。（スタンプ
印不可） 

② 

③ 

①



 

 120

(4) 確約書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
《記入上の注意事項》        承諾書 

№ 名称 注意事項 

①申込者 申込者本人が「住所」「氏名」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

②工事場所 申込みにかかわるすべての地番を記入する。 

② 

①
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(5) 給水装置工事立会証明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》        給水装置工事立会証明書 

№ 名称 注意事項 

①工事場所等 
申込みにかかわるすべての地番を記入する。 
「指定給水装置工事事業者名」「給水装置工事主任技術者名」を記入する。

②他占用者 
各埋設物の確認調査について記入する。 
「埋設物の有無」「確認日」「確認者名(立会する場合は、立会者名)」及
び確認方法を記入する。 

③道路管理者 
「水路、ボックスカルバート」の有無、掘削規制や舗装本復旧範囲につ
いての協議内容がある場合は記入する。また、「確認日」を記入する。 

④下水道 「下水道」管の有無「確認日」を記入する。 

⑤公共交通路線 
確認等

「バス路線と通学路」の有無「確認日」を記入し、該当する「バス路線」
「学校名」を記入する。 

② 

③ 

① 

④ 

⑤ 
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(6) 給水装置工事設計審査申請書 Ⅰ       《左面》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①

③ 
④ 
⑤ 
⑧ 
 
⑩ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑪ 

⑦ ⑥
⑨ 

② 
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《右面》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 
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《左面 記入上の注意事項》    給水装置工事設計審査申請書Ⅰ 

（配水管の分岐から止水栓までの工事を申請する。） 

 

《右面 記入上の注意事項》      給水装置工事設計審査申請書Ⅰ 

 

 

 

 

№ 名称 注意事項 

①指定給水装置工事 
事業者

給水装置工事主任 

技術者

指定給水装置工事事業者の「事業者名」を記入して押印する。 
給水装置工事主任技術者の「氏名」を記入して押印する。 

②工事申込者 工事申込者名を記入する。 

③工事場所 申込みにかかわるすべての地番を記入する。 

④工事の予定Ⅰ及びⅡ 工事施工の予定工期を記入する。 

⑤本管口径 給水装置を分岐する配水管の口径を記入する。 

⑥既設メーター 工事場所に「既設メーター」がある場合は、口径、個数を記入する。 

⑦申込口径 新たに申込むメーターの口径、個数を記入する。 

⑧地下埋設物 他占用物の有無を選択する。 

⑨他占用者との立会い 他占用者との立会いの有無を選択する。 

⑩使用材料等明細 
配水管の分岐から乙止水栓までの使用材料の「名称・品名」「寸法・数
量」「規格又は指定番号」「製造業者」を記入する。 

⑪土工事等明細 
配水管の分岐から官民境界までの土工事における「種別」「形状・寸法」
「数量」を記入する。 

№ 名称 注意事項 

①工事申込者 工事申込者名を記入する。 

②設計図 

平面図は、北を上にして作成し、給水管及び第一止水栓の位置を記入する。
断面図は、西・南の方角が左側となる様に作成する。 
復旧平面図は、北を上にして作成し、土工事の種別及び復旧範囲等を記入
する。 
設計図は、全体をバランス良く作成する。 
工事内容に変更があった場合、しゅん工図面は当初設計図面の写しに赤色
で記入する。 

③位置図 住宅地図のページ番号と座標を記入する。 
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(7) 給水装置工事設計審査申請書 Ⅱ       《左面》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 
③ 
 
④ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

⑤ 

⑥ 

①
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《右面》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
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《左面 記入上の注意事項》    給水装置工事設計審査申請書Ⅱ 

（メーターから屋内までの工事を申請する。） 

《右面 記入上の注意事項》      給水装置工事設計審査申請書Ⅱ 

 

《裏面 記入上の注意事項》      給水装置工事設計審査申請書Ⅱ 

 

 

 

№ 名称 注意事項 

①指定給水装置工事 
事業者

給水装置工事主任 
技術者

指定給水装置工事事業者の「事業者名」を記入して押印する。 
給水装置工事主任技術者の「氏名」を記入して押印する。 

②工事申込者 工事申込者名を記入する。 

③工事場所 
申込みにかかわるすべての地番を記入する。 
アパートの部屋番号、店舗名、区画整理のブロック番号等を記入する。

④使用材料等明細 
メーターから屋内給水栓までの使用材料の「品名」「種類」「寸法」 

「数量」を記入する。 

⑤土工事等明細 
メーターから民地内の土工事における「種別」「形状・寸法」「数量」
を記入する。 

⑥位置図 住宅地図のページ番号と座標を記入する。 

№ 名称 注意事項 

①設計図 

平面図は、北を上にして作成し、給水管及び第一止水栓の位置を記入する。
立面図は、平面図に合わせてわかりやすく作成する。 
工事内容に変更があった場合、しゅん工図面は当初設計図面の写しに赤色
で記入する。 
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(8) 給水装置工事着手届 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》       給水装置工事着手届 

№ 名称 注意事項 

①指定給水装置工事 
事業者

指定給水装置工事事業者の「住所」「氏名」を記入する。 

②工事種別 「新設」「改造」「修繕」「撤去」から選択する。 

③工事場所 申込みにかかわるすべての地番を記入する。 

④給水装置工事申込者 給水装置工事の申込者の「住所」「氏名」を記入する。 

⑤着手年月日等 申込時における「着手年月日」「しゅん工予定年月日」を記入する。 

⑥給水装置工事 
主任技術者

「給水装置工事主任技術者名」を記入する。 

② 

③ 

① 

④ 

⑤ 

⑥ 
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(9) 誓約書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》        誓約書 

№ 名称 注意事項 

①申請者 
申請者本人が「住所」「氏名」「電話番号」を記入し押印する。（スタンプ
印不可） 

②装置場所及び 
建物名称等

「装置場所及び建物名称」を記入する。 
親メーターを除いた各戸メーター及び共用メーター（散水）の個数をそ
れぞれ記入する。 

② 

①
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(10) 中高層集合住宅の各戸検針、集金等に関する申請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

《記入上の注意事項》   中高層集合住宅の各戸検針、集金等に関する申請書 

№ 名称 注意事項 

①申請者 申請者本人が「住所」「氏名」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

②装置場所 装置場所を記入する。 

③名称 「建物名称」を記入する。 

④検針方式 「普通式検針」「集中式検針」「改造普通式検針」から選択する。 

⑤構造及び戸数 「鉄骨」「鉄筋」を選択し、「階数」「棟数」「戸数」を記入する。 

⑥メーター設置数 「住宅用メーター」「共用メーター（散水）」の個数をそれぞれ記入する。

⑦受水槽等 「受水槽」「高架水槽」の箇所数及び容量を記入する。 

⑧遠隔指示式メーター
遠隔指示式メーターの「製造名」「型式」を記入する。 
※新設の集中式検針申込時のみ記入する 

② 
③ 

①

④ 
⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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(11) 中高層集合住宅施錠装置の解除方法（解除方法の変更）届出書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》 中高層集合住宅施錠装置の解除方法（解除方法の変更）届出書 

№ 名称 注意事項 

①届出者 届出者本人が「住所」「氏名」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

②装置場所 「装置場所」を記入する。 

③名称 「建物名称」を記入する。 

④解除方法 該当する解除方法を選択し、必要事項を記入する。 

② 
③ 

①

④ 
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(12) 中高層集合住宅開始届 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》      中高層集合住宅開始届 

 

 

№ 名称 注意事項 

①届出者 届出者本人が「住所」「氏名」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

②装置場所 「装置場所」を記入する。 

③名称 「建物名称」を記入する。 

④使用開始日 「使用開始日」を記入する。 

⑤水道使用戸数 「棟数」「戸数」「共用メーター（散水）」の個数を記入する。 

⑥メーター口径 
「各戸メーター」「共用メーター（散水）」の個数の合計を口径ごとに記
入する。 

② 
③ 

①

④ 
⑤ 
⑥ 
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(13) 中高層集合住宅水道管理人選定届 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《記入上の注意事項》      中高層集合住宅水道管理人選定届 

 

№ 名称 注意事項 

①届出者 届出者本人が「住所」「氏名」を記入し押印する。（スタンプ印不可） 

②装置場所 「装置場所」を記入する。 

③名称 「建物名称」を記入する。 

④水道管理人 
水道管理人（所有者又は管理会社等）の「住所」「氏名」「電話番号」を
記入する。 

⑤旧水道管理人 申込みにより水道管理人を変更する場合は「氏名」を記入する。 

② 
③ 

①

④ 

⑤ 
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(14) 中高層集合住宅使用者名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
《記入上の注意事項》       中高層集合住宅使用者名簿 

№ 名称 注意事項 

①名称 「建物名称」「棟名称」を記入する。 

②室番号等 
「室番号」「使用者氏名」「フリガナ」「メーター番号」「検定期限」「メー
ター指示数」「引揚指示数」を記入する。 

② 

① 
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３ 図面作成時の記号等 

(1) 工事別の表示 
区 別 線 種 線 色 記 入 例 
新 設 実 線 赤  
既 設 点 線 黒  
撤 去 

実 線 黒         ] 
（キャップで分かるように明示すること）廃 止 

(2) 管種表示記号 
管  種 記 号 管  種 記 号 

ステンレス鋼鋼管 SUSP ダクタイル鋳鉄管 DIP(NS)(GX) 

硬質塩化ビニル管 VP，HIVP 水道配水用ポリエチレン管 PEP(EF) 

塩ビライニング鋼管 
（外面：サビ止ﾒ塗装） 

VLP 
(SGP－VA) 

ポリライニング鋼管 
（外面：サビ止ﾒ塗装） 

PLP 
(SGP－PA) 

塩ビライニング鋼管 
（外面：亜鉛ﾒｯｷ塗装） 

VLP 
(SGP－VB) 

ポリライニング鋼管 
（外面：亜鉛ﾒｯｷ塗装） 

PLP 
(SGP－PB) 

塩ビライニング鋼管 
（外面：塩ビ管被覆） 

VLP 
(SGP－VD) 

ポリライニング鋼管 
（外面：ﾎﾟﾘﾗｲﾆﾝｸﾞ被覆） 

PLP 
(SGP－PD) 

架橋ポリエチレン管 XPEP ポ リ ブ デ ン 管 PB 

水道用
ポリエチレン管(2 層) PEP(W) 設備用ポリエチレン管 PE 

(3) 弁栓類の表示 
名   称 図 示 記 号 名   称 図 示 記 号 

サドル付分水栓  メ ー タ ー  
仕 切 弁 

(止水栓等) 
 ヘ ッ ダ ー  

逆  止  弁  片  落  管  

吸 排 気 弁  管 の 交 差  

消 火 栓    

(4) 給水栓類の表示 

種 別 
一般器具及び特殊器具 

水栓柱
給水
栓類 

シャワー
ヘッド 

フラッシュ
バルブ 

タンクレス
トイレ 

ボール 
タップ 

その他
(特殊器具)

符 号 
 

      

※）特にタンクレストイレにおいては、図形の下部に「タンクレス」と明確に記入すること。 

(5) タンク類の表示 
名   称 受 水 槽 高架水槽 ポンプ   

記 号 
及び 

符 号 

     P 
加圧ポンプ等 

H

M
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第１０章 給水装置工事の施工 
 
 
 
 

〔解 説〕 
企業長は、給水装置から水質基準に適合した水を常時、安定的に供給する義務を

水道使用者等に対して負っており、配水管の取付口（分水栓等）からメーターまで

の間の給水装置に用いる給水管及び給水用具については、災害等による損傷を防止

し迅速かつ適切な損傷の復旧を行うため、条例第７条によりその構造及び材質を指

定し、施工方法においても指定するものである。 

条例第７条（給水管及び給水用具の指定） 

企業長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の損傷の復旧を迅速か

つ適切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への取付口から水道メーター

までの間の給水装置に用いようとする給水管及び給水用具について、その構造及び材質を指定す

ることができる。 

２ 企業長は、指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口

から水道メーターまでの工事に関する工法、工期その他の工事上の条件を指示することができる。 

３ 第１項の規定による指定の権限は、法第１６条の規定に基づく給水契約の申込みの拒否又は給

水の停止のために認められたものと解釈してはならない。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

（給水管及び給水用具の接続） 

第３８条 配水管の給水分岐部からメーターまでの給水管及び給水用具は、企業

長の定める材料及び工法により施工するものとする。 
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〔解 説〕 

１ 道路法施行令第１１条の３では、埋設深度について、「水管又はガス管の本線の

頂部と路面との距離が 1.2ｍ（工事実施上やむを得ない場合にあつては、0.6ｍ）を

超えていること。」と規定されている。 

しかし、水管橋取付部の堤防横断箇所や他の埋設物との交差の関係等で、埋設深

度を標準又は規定値まで取れない場合は、河川管理者又は道路管理者と協議するこ

ととし、必要に応じて防護措置を施すこと。敷地部分における給水管の埋設深度は、

荷重、衝撃等を考慮して給水主管は 0.4ｍ以上、メーター二次側は 0.3ｍ以上を標

準とする。 

埋設深度の浅層化による工事の効率化、工期の短縮及びコスト縮減等の目的のた

め、建設省から各地方建設局に対し「電線、水管、ガス管又は下水道管を道路の地

下に設ける場合における埋設の深さ等について」（平成 11 年 3 月 31 日付建設省道

政発第３２号、道国発第５号）の通達がなされ浅層埋設の許可がだされた。 

道路法施行令第１１条の３（水管又はガス管の占用の場所に関する基準） 

法第３２条第２項第３号に掲げる事項についての水管又はガス管に関する法第３３条第１項の

政令で定める基準は、次のとおりとする。 

（１）水管又はガス管を地上に設ける場合においては、道路の交差し、接続し、又は屈曲する部分

以外の道路の部分であること。 

（２）水管又はガス管を地下に設ける場合においては、次のいずれにも適合する場所であること。 

イ）道路を横断して設ける場合及び歩道以外の部分に当該場所に代わる適当な場所がなく、

かつ、公益上やむを得ない事情があると認められるときに水管又はガス管の本線を歩道以

外の部分に設ける場合を除き、歩道の部分であること。 

ロ）水管又はガス管の本線の頂部と路面との距離が 1.2 メートル（工事実施上やむを得ない

場合にあつては、0.6 メートル）を超えていること。 

２ 第１０条第１号（ロに係る部分に限る。）及び第２号から第５号まで、第１１条第１項第１号並

びに前条第１項第３号の規定は、水管又はガス管について準用する。 

道路法第３２条（道路の占用の許可） 

道路に次の各号のいずれかに掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使用しよう

とする場合においては、道路管理者の許可を受けなければならない。  

（１）電柱、電線、変圧塔、郵便差出箱、公衆電話所、広告塔その他これらに類する工作物 

（２）水管、下水道管、ガス管その他これらに類する物件 

（給水引込工事） 

第３９条 給水管を布設するときは、次の事項を遵守しなければならない。 

（１）埋設深度及び占用位置 

① 給水管の埋設深度は、道路部分（開発道路等含む）にあっては道路

管理者の道路占用に関する工事の施工基準に従うものとすること。 

② 道路部分に配管する場合は、その占用位置を誤らないようにすること。

（２）給水装置工事は衛生に十分注意し、管端にプラグ等をして汚水等が侵

入しないようにすること。 
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（３）鉄道、軌道その他これらに類する施設 

（４）歩廊、雪よけその他これらに類する施設 

（５）地下街、地下室、通路、浄化槽その他これらに類する施設 

（６）露店、商品置場その他これらに類する施設 

（７）前各号に掲げるものを除く外、道路の構造又は交通に支障を及ぼす虞のある工作物、物件又

は施設で政令で定めるもの 

２ 前項の許可を受けようとする者は、左の各号に掲げる事項を記載した申請書を道路管理者に提出

しなければならない。 

（１）道路の占用（道路に前項各号の一に掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使

用することをいう。以下同じ。）の目的 

（２）道路の占用の期間 

（３）道路の占用の場所 

（４）工作物、物件又は施設の構造 

（５）工事実施の方法 

（６）工事の時期 

（７）道路の復旧方法 

３ 第１項の規定による許可を受けた者（以下「道路占用者」という。）は、前項各号に掲げる事項

を変更しようとする場合においては、その変更が道路の構造又は交通に支障を及ぼす虞のないと

認められる軽易なもので政令で定めるものである場合を除く外、あらかじめ道路管理者の許可を

受けなければならない。 

道路法第３３条（道路の占用の許可基準） 

道路管理者は、道路の占用が前条第１項各号のいずれかに該当するものであつて道路の敷地外

に余地がないためにやむを得ないものであり、かつ、同条第２項第２号から第７号までに掲げる

事項について政令で定める基準に適合する場合に限り、同条第１項又は第３項の許可を与えるこ

とができる。  

建設省道政発第３２号、道国発第５号（埋設深さ等の通達） 

 
地下埋設管の深さ等について 

電線、水管、ガス管又は下水道管を道路の地下に設ける場合における埋設の深さ等について 

平成 11 年 3 月 31 日 
建設省道政発第 32 号 
建設省道国発第 5 号 

各地方建設局道路部長 
北海道開発局建設部長 
沖縄総合事務局開発建設部長 殿 

建設省道路局 
路 政 課 長 
国 道 課 長 

電線、水管、ガス管又は下水道管（以下「管路等」という。）を道路の地下に設ける場合におけ
る埋設の深さについては、道路法、同法施行令（以下「施行令」という。）及び同法施行規則（以
下「施行規則」という。）のほか、「ガス管及び水道管の占用の取扱いについて（案）」(昭和 44 年
7 月 15 日付国道第一課・部長会議資料）、「歩道部における道路占用に係る地下電線の埋設深度の
取扱いについて」（平成 4 年 1 月 17 日付路政課課長補佐・国道第一課特定道路専門官専務連絡）、
「硬質塩化ビニル管等の占用許可の取扱いについて」（平成 6 年 5 月 30 日付路政課課長補佐・国
道第一課特定道路専門官事務連絡）等により取扱いを定めてきたところであるが、電気、ガス及
び下水道事業者等から、最近の管路等に係る技術水準の向上等を理由として、それらの埋設の深
さを従前より浅くするよう求める要望がかねてよりなされていることに加え、平成７年３月に閣
議決定された「規制緩和推進計画」において、「ガス導管、地中電線類の埋設深さについて、道路
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構造の保全の観点等を踏まえて技術的検討を実施し、基準の緩和の可否を検討する」こととされ
ている。 

これらを受け、当局では、学識経験者等からなる「道路占用埋設物件の浅層化技術検討委員会」
を設置し、管路等を地下に設ける場合における埋設の深さに係る検討（以下「技術的検討」とい
う。）を行い、平成１０年１１月にその結果が別添のとおり取りまとめられた。 

管路等の埋設の深さを従前より浅くすることにより、占用工事に係る期間短縮等の効果が期待
されることから、技術的検討の結果等をもとに、管路等を地下に設ける場合における埋設の深さ
等について下記のとおり運用することとしたので、今後の取扱いはこれによることとされたい。 

記 
１ 基本的な考え方 

今般の措置は、技術的検討の結果を踏まえ、現行制度の下で管路等の埋設の深さを可能な限り
浅くすることとしたものである。したがって、原則として技術的検討において対象とされた管路
等の種類に限り、同検討で道路構造及び管路等の双方に及ぼす影響がないと評価された範囲内で
運用を行うこととする。 

２ 適用対象とする管路等の種類及び管径 
今般の措置の対象となる管路等の種類（規格）及び管径は、事業の種別ごとに別表に掲げるも

のとする。また、事業の種別ごとに別表に掲げる管路等の種類（規格）以外のものであっても、
別表に掲げるものと同等以上の強度を有するものについては、当該別表に掲げるものの管径を超
えない範囲内において、今般の措置の対象とすることができる。なお、管径にはいわゆる呼び径
で表示されるものを含む。 

３ 埋設の深さ 
２に掲げる管路等を地下に設ける場合には、事業の種別ごとに次に掲げる基準に従って行うも

のとする。 
（１）電気事業及び電気通信事業等 
① 電線を車道の地下に設ける場合 

電線の頂部と路面との距離は、当該電線を設ける道路の舗装の厚さ（路面から路盤の最下面ま
での距離をいう。以下同じ。）に０．３メートルを加えた値（当該値が０．６メートルに満たない
場合には、０．６メートル）以下としないこと。 
② 電線を歩道（当該歩道の舗装が一定以上の強度を有するものに限る。以下同じ。）の地下に設
ける場合 

路面と電線の頂部との距離は０．５メートル以下としないこと。ただし、車両の乗り入れ等の
ための切り下げ部分（以下「切り下げ部」という。）がある場合で、路面と当該電線の頂部との距
離が０．５メートル以下となるときは、当該電線を設ける者に切り下げ部の地下に設ける電線に
つき所要の防護措置を講じさせること。 
（２）水道事業及びガス事業 
水管又はガス管の頂部と路面との距離は、当該水管又はガス管を設ける道路の舗装の厚さに０．３

メートルを加えた値（当該値が０．６メートルに満たない場合には、０．６メートル）以下としない
こと。 

なお、水管又はガス管の本線以外の線を歩道の地下に設ける場合は、その頂部と路面との距離
は０．５メートル以下としないこと。ただし、切り下げ部がある場合で、路面と当該水管又はガ
ス管の頂部との距離が０．５メートル以下となるときは当該水管又はガス管を設ける者に切り下
げ部の地下に設ける水管又はガス管につき所要の防護措置を講じさせること。 
（３）下水道事業 

下水道管の本線の頂部と路面との距離は、当該下水道管を設ける道路の舗装の厚さに０．３メ
ートルを加えた値（当該値が１メートルに満たない場合には、１メートル）以下としないこと。 

なお、下水道管の本線以外の線を、車道の地下に設ける場合には、その頂部と路面との距離は
当該道路の舗装の厚さに０．３メートルを加えた値（当該値が０．６メートルに満たない場合に
は０．６メートル）、歩道の地下に設ける場合には、その頂部と路面との距離は０．５メートル以
下としないこと。ただし、歩道の地下に設ける場合で、切り下げ部があり、路面と当該下水道管
の頂部との距離が０．５メートル以下となるときは、当該下水道管を設ける者に切り下げ部の地
下に設ける下水道管につき所要の防護措置を講じさせること。 

また、下水道管に外圧１種ヒューム管を用いる場合には、当該下水道管と路面との距離は、１
メートル以下としないこと。 

４ 運用上の留意事項 
（１）今般の措置は、技術的検討の結果を踏まえ、管路等を地下に設ける場合の埋設の深さを可
能な限り浅くすることとしたものであるので、その趣旨を踏まえ積極的な取組みを行うこと。な
お、管路等の埋設の深さにつき、別に基準を定めている場合にあっては、今般の措置に即して当
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該基準の見直しを行うなど、実効が確保されるよう所要の措置を講ずること。 
（２）２に掲げる管路等を地下に設ける場合であっても、道路の舗装構成、土質の状態、交通状
況及び気象状況等から、技術的検討の結果を適用することが不適切であると認められる場合は、
従前の取扱いによること。 

また、２に掲げる管路等の種類（規格）以外の管路等を今般の措置の対象とする場合は、埋設
を行う者に２に掲げるものと同等以上の強度を有することを道路管理者に示させること。 
（３）３（１）②並びに（２）及び（３）の歩道における取扱いは、車道における技術的検討の
結果を受け、別途当局において実施した検討の結果に基づいている。 
（４）３（１）②並びに（２）及び(３)により、管路等を歩道の地下に設ける場合で、事業者か
ら、当該歩道の路面と当該管路等の頂部との距離を０．６メートル以下とする内容の占用の許可
の申請がなされたときには、必要に応じて、今後、切り下げ部が設けられる場合に生じる追加的
な管路等の防護の方法及び事業者の費用負担について所要の条件を附すこと。なお、条件に附す
べき事項は別途通知する。 
（５）施行令第 12 条第３号に規定する本線とは、水道又はガス施設における基幹的な線で、道路
の地下に設けるに当たっては道路構造の保全等の観点から所要の配意を要するものを指す。例え
ば、水道又はガス施設における基幹的な線以外の線で、給水管又は引込管と直接接続されている
もの又はそれらと直接接続することが予定されているものは、一般的には水管又はガス管の本線
以外の線として取り扱うことが可能であると考えられる。なお、給水管及び引込線は、同号に規
定する本線に該当しない。 
（６）施行令第 12 条第４号に規定する本線とは、下水道施設における基幹的な線で、道路の地下
に設けるに当たっては道路構造の保全等の観点から所要の配意を要するものを指す。例えば、下
水道法施行規則第３条第１項に規定する「主要な管渠」は概ね本線に該当するものと考えられる。 

したがって、２に掲げる管路等のうち、下水道事業の用に供するものは、一般的には本線以外
の線として取り扱うことが可能であると考えられる。 
（７）２に掲げる管路等については、「ガス管および水道管の占用の取扱いについて（案）」（昭和
44 年７月 15 日付国道第一課・部長会議資料）２（イ）、(ロ）及び３（イ）、（ロ）の規定を適用
しないものとする。 

5. その他 
（１）「歩道部における道路占用に係る地下電線の埋設深度の取扱いについて」(平成 4 年 1 月 17 
日付路政課課長補佐・国道第一課特定道路専門官事務連絡）は廃止する。 
（２）「歩道の占用工事における改良土の活用と地下電線の埋設深度の取扱いについて」（平成 6 年
3 月 29 日付道路利用調整官・道路保全対策官事務連絡）を次のとおり改正する。 
「２ 歩道における占用物件である地下電線の埋設深度の取扱いについて」削除 
（３）「硬質塩化ビニル管等の占用許可の取扱いについて」(平成 6 年 5 月 30 日付路政課課長補
佐・国道第一課特定道路専門官事務連絡）を次のとおり改正する。 ２（２）③の後に次の一項を
加える。 
「④ガイドラインに規定する管種のうち、「電線、水管、ガス管又は下水道管を道路の地下に設け
る場合における埋設の深さ等について」(平成 11 年 3 月 31 日付建設省道政発第 32 号道国発第
５号建設省道路局路政課長国道課長通達)記２に規  定する「別表に掲げるものと同等以上の強
度を有するもの」に該当するものは、その規定するところにより取扱うこと。」別紙「硬質塩化ビ
ニル管等の占用許可の取扱いのガイドライン」を次のとおり改正する。 
「硬質塩化ビニル管」の項中「ＪＩＳ K 6741」を「ＪＩＳ K 6741(300 ㎜を超えるもの）」、「強
化プラスチック複合管」の項中「ＪＩＳ A 5350」を「ＪＩＳ Ａ 5350（300 ㎜を超えるもの）」、
「陶管」の項中「ＪＩＳ R 1201-1991」を「ＪＩＳ R 1201-1991（300 ㎜を超えるもの）」とする。 

「ガス用ポリエチレン管」の項を削る。 

別表 
（１）ガス事業 

・鋼管（ＪＩＳ G 3452） ３００㎜以下のもの 
・ダクタイル鋳鉄管（ＪＩＳ G 5526） ３００㎜以下のもの 
・ポリエチレン管（ＪＩＳ K 6774） ２００㎜以下のもの 

（２）水道事業 
・鋼管（ＪＩＳ G 3443） ３００㎜以下のもの 
・ダクタイル鋳鉄管（ＪＩＳ G 5526） ３００㎜以下のもの 
・硬質塩化ビニル管（ＪＩＳ K 6742） ３００㎜以下のもの 
・水道配水用ポリエチレン管（引張降伏強度２０４kgf／cm2 以上） 

２００㎜以下で外径／厚さ＝１１のもの 
（３）下水道事業 
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・ダクタイル鋳鉄管（ＪＩＳ G 5526） ３００㎜以下のもの 
・ヒューム管（ＪＩＳ A 5303） ３００㎜以下のもの 
・強化プラスチック複合管（ＪＩＳ A 5350） ３００㎜以下のもの 
・硬質塩化ビニル管（ＪＩＳ K 6741） ３００㎜以下のもの 
・陶管（ＪＩＳ R 1201） ３００㎜以下のもの 

（４）電気事業 
・鋼管（ＪＩＳ G 3452） ２５０㎜以下のもの 
・強化プラスチック複合管（ＪＩＳ A 5350） ２５０㎜以下のもの 
・耐衝撃性硬質塩化ビニル管（ＪＩＳ K 6741） ３００㎜以下のもの 
・コンクリート多孔管（管材曲げ引張強度 54kgf／cm2 以上） 

（５）電気通信事業等 
・硬質塩化ビニル管（ＪＩＳ K 6741） ７５㎜以下のもの 
・鋼管（ＪＩＳ G 3452） ７５㎜以下のもの 

（注）上記括弧内の規格は、可能な限り JIS 規格を表示している。 
-------------------------------------------------------------------------------------- 

平成 11 年 3 月 31 日 
建設省道政発第 32 号の２ 
建設省国道発第５号の２ 

各 都 道 府 県 担 当 部 長 殿 
各 指 市 担 当 局 長 殿 

建設省道路局 
路 政 課 長 
国 道 課 長 

電線、水管、ガス管又は下水道管を道路の地下に設ける場合における埋設の深さ等について 

標記について、別添のとおり、各地方建設局道路部長等あてに通知したので、貴職におかれ 
ても、これを参考とされたい。なお、都道府県におかれては、管下道路管理者あてのこの旨通 
知願いたい。 

事務連絡 
平成 11 年 3 月 31 日 

各地方建設局道路部路政課長 道路管理課長 交通対策課長 
北海道開発局建設行政課長 道路維持課長 殿 
沖縄総合事務局建設行政課長 道路管理課長 

建設省道路局 
路 政 課 課 長 補 佐 小 柳 誠 二 
国道課特定道路専門官 平 出 純 一 

電線、水管、ガス管又は下水道管を道路の地下に設ける場合における埋設の深さ等の関する取 
扱いについて 

標記については、「電線、水管、ガス管又は下水道管を道路の地下に設ける場合における埋設の
深さ等について」（平成 11 年 3 月 31 日付建設省道政発第 32 号、道国発第 5 号）をもって通知
されたところであるが、同通知記４（４）の所要の条件については、事業者と調整を行っている
ところであり、別途条件について通知するまでの間、歩道における同通知の取扱いは行わないこ
ととし、同通知記２に掲げるものについては、事業の種別ごとに次によることとされたい。 

１．電気事業及び電気通信事業等 
電線を歩道（当該歩道の舗装が一定以上の強度を有するものに限る。以下同じ。）の地下に設け

る場合には、路面と電線の頂部との距離は、０．６メートル以下としないこと。 

２．水道事業及びガス事業 
水管又はガス管を歩道の地下に設ける場合には、路面と水管又はガス管の頂部との距離は、０．６

メートル以下としないこと。 

３．下水道事業 
下水道管の本線以外の線を歩道の地下に設ける場合には、路面と下水道管の頂部との距離は、

０．６メートル以下としないこと。 
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２ 条件別の施工要領図 

(1) 配水管が、申込場所側の場合 

① 給水管口径：20mm～25mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 給水管口径：30mm～40mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

700

公道

1,000 以内 

民地

配水管埋設深度：Ｈ

700≦Ｈ＜1,200 

接続ＰＥ継手 
Ｈ：メーター用ソケット 

民地 公道

700
配水管埋設深度：Ｈ

Ｈ≧1,200 

接続ＰＥ継手 
Ｈ：60°ロングユニオンベンド 

（縦方向で接続） 

1,000 以内

接続ＰＥ継手 
Ｈ1：60°ロングユニオンベンド 
Ｈ2：メーター用ソケット 

民地 

配水管埋設深度：Ｈ

700≦Ｈ1＜800 

800≦Ｈ2＜1,200

1,000 以内

700

公道

ｗ 
ｗ：800 以上の場合は、メーター用

ソケットの使用を可とする 
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(2) 配水管が道路構造物（Ｕ字溝等）と接近している場合 

 

給水管口径：20mm～40mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)配水管が申込場所と反対側の場合 

 

① 給水管口径：20mm～40mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接続ＰＥ継手 
Ｈ：メーター用ソケット ＋ エルボ

（縦方向で接続） 

民地 公道

700
配水管埋設深度：Ｈ

Ｈ≧1,200 

1,000 以内

民地 

500 未満 

公道 

1,000 以内

配水管が構造物と 500 未満の場合
は、申込場所と反対側にロングユニ
オンベンド90°を使用して配水管の
下より布設する。 
口径 30mm 以上は、メーター用ソケッ
ト、エルボ～2個を使用して布設する。

1,000 以内

民地 公道

700 
配水管埋設深度：Ｈ

Ｈ＜1,200 

接続ＰＥ継手 
Ｈ：メーター用ソケット 
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② 給水管口径：20mm～25mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

③ 給水管口径：30mm～40mm 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

※水路等を横断する場合は、水路の管理者と十分協議をすること。 

なお、ボックスカルバート等の上部に埋設する場合の施工については、本基準

第４１条 解説３ ③浅埋設の基準を参照すること。 
 

・ 構築物の下は、可能な限り掘削は行わない。（道路管理者の指示に従うこと。） 

・ 構築物の底の部分（基礎）と給水管の離隔は、20cm以上を基準とする。 

・ 構築物の側面（民地側）と給水管の離隔は、30cm 程度とする。 

・ 給水引込管の埋設深度は、以下のとおりとする。 

給水引込管の埋設深度基準 

 

 

 

 

 

 

 

 車 道 歩 道 

市･町道 700 以上 700 以上 

県道 1,200 以上 700 以上 

国道 － 700 以上 

1,000 以内

民地 公道

700 配水管埋設深度：Ｈ

Ｈ≧1,200 

接続ＰＥ継手 
Ｈ：メーター用ソケット ＋ エルボ 

（縦方向で接続） 

1,000 以内

民地 公道

700 配水管埋設深度：Ｈ

Ｈ≧1,200 

接続ＰＥ継手 
Ｈ：60°ロングユニオンベンド 

（縦方向で接続） 
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・ 給水引込管口径 50mm 以上の管種は、以下のとおりとする。 

給水引込管の管種一覧表 

管種
口径 

PEP(EF) 
配水用ポリエチレン管 

SUSP  
ステンレス鋼管 

DIP（GX） 
ダクタイル鋳鉄管

50mm ○ ○ × 
75mm ○ ○ ○ 
100mm ○ ○ ○ 
150mm ○ ○ ○ 

・PEP（EF）で引込む場合は、融着接合が好ましいが、施工が困難の場合は、離脱防止金

具付の製品（メカ形ジョイント）を使用すること。 

・不断水工法で引込み工事を行うものとし、担当職員と協議すること。 

(4) その他の場合 

① 道路拡幅に伴う移設 

 

 

 

 

 

 

 

≪留意事項≫ 

・工事を施工する場合は、改造工事として申込みすること。 

・メーター移設する際の給水引込管（    ）は、占用条件の埋設高で布設する。 

※ 側溝が敷設される位置に関しては、側溝の深さ、幅等を考慮して支障とならない

よう布設すること。 

・管種に関しては、新設の引込条件によるものとする。 

・土工事に関しては、新規工事と同様に山砂による管防護を施工し、計画高までは、ＲＣ

－40又は良質土で埋戻しを行うこと。 

② 民地内工事におけるの施工について 

≪標準図≫ 

ｱ) 既設引込管口径 20mm 

メーター口径 13mm→20mm に変更（増口径） 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡幅後の境界 拡幅前の境界 

民地 公道

砲金ブッシング口径 20mm×13mm 取外し 

民地 

止水栓口径 20mm に取替 

補修バンド 
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ｲ) 既設引込管口径 20mm 

メーター口径 20mm→13mm に変更（減口径） 

 

 

 

 

 

 

≪留意事項≫ 

・ 口径 40mm 以下の既設給水管を宅地内において再利用する場合は、必要最小

口径の2ランクを上限とし、これを超える場合は、過大と判断し配水管の分岐

点から施工する。 

例：必要給水管口径口径 20mm の場合、既設給水管口径 30mm までは宅地内で

の施工を可能とする。 

したがって、既設給水管口径 40mm の場合は、配水管の分岐点から施工する

こととする。 

・ 既設の止水栓が現行の形状と異なる場合は、現行の止水栓に取替えること。 

③ 仮設工事中に新規申込みがあった場合の取扱い 

下水道工事等にて長期にわたり仮設状態となっている場所において、新規給

水申込を受けた場合の取扱いは、以下のとおりとする。 

※早急に水を使用したい場合に限る 

≪標準図≫ 

ｱ) 申込場所が、仮設配水管側の場合 

 

 

 

 

 

 
 

ｲ) 申込場所が、仮設配水管と反対側の場合 

 

 

 

 

 

【凡例】 

申込者負担（新配水管から給水に使用するすべての工事費） 

企業団負担（仮設管から給水に使用するすべての工事費） 

仮設管 

公道 
民地 

民地 

仮設管 

公道 

民地 

メーター用片落しジョイント 
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≪留意事項≫ 

・ 下水工事等により配水管を一時廃止し(工事期間中、仮設管を布設しなかった場合)、そ

の区間から申込を受けることになった場合は、改良工事の費用にて分岐する地点まで仮

設管を布設する。 

・ 「給水装置工事設計審査申請書Ⅰ」及び道路占用、使用許可申請は      を除く 

部分のみ図示して、新配水管の出幅、埋設深度を担当職員に確認し記入して申請書を作

成すること。 

・ 配水管布設替工事の請負業者と十分協議して施工すること。 
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第１１章 土工事の施工 

 

 

 

 

 
 
 

〔解 説〕 

１ 施工概要 
土工事の施工においては、定められた設計、工法等に基づいて正確丁寧に実施し

なければならない。 
現場における施工が不良であったとき、漏水及びその他不測の事故発生等の原因

となり、様々な弊害を起こすこととなる。 
土工事の施工区分は、以下のとおりとする。 

Ａ又はＢ     Ｂ      Ｃ  Ｅ   Ｆ   Ｄ 

 

 

 

 

 

 
 

土工事施工区分図 

Ａ：分水土工事 

Ｂ：布設土工事 

Ｃ：布設土工事（側溝、水路の伏越し又は上越しに伴う土工事） 

Ｄ：メーターボックス据付等の工事（資材一式） 

Ｅ：第一止水栓取付工事（資材一式） 

Ｆ：宅地内布設工事 

※ Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆについては、設計書に記載することが望ましいが、水路

伏越し又は上越しする場合以外は、省略することができる。 

２ 土工事 
① 労働安全衛生法等諸法令及び工事に関する諸法規を遵守し、工事の円滑なる

進捗を図ること。 
② 常に工事の安全に留意して、災害防止に努めること。 

③ 工事に伴う騒音振動の発生をできる限り防止し、生活環境の保全に努めること。 

（施工の基本事項） 

第４０条 土工事は、本基準及び所定の工事仕様書等に準拠して行わなければな

らない。 

２ 主任技術者は、常に現場の工程、施工状況等を把握し、適切な施工管理に

努めるとともに、危険防止のために必要な対策及び措置を講じなければなら

ない。 

３ 現場及び周辺は、常に清潔に整理し、交通及び保安上の障害とならないよ

う配慮しなければならない。 

官
民
境
界 

官
民
境
界 

配水管

メーター給水管 
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④ 工事箇所及びその周辺にある地上の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう

必要な措置を施すこと。 

⑤ 豪雨、出水及びその他天災に対しては、平素から天気予報などについて十分

な注意を払い、常にこれに対処できるように準備をしておくこと。 

⑥ 火薬、ガソリン及び電気等の危険物を使用する場合には、その保管及び取扱

について関係法令の定めるところに従い万全の方策を講じること。 

⑦ 道路に係る工事の施工に当たっては、交通の安全等につき、水道事業者、道

路管理者、所轄警察署及び所轄消防署と協議するとともに、「道路工事現場に

おける標示施設等の設置基準」（国道利第３７号 平成１８年３月３１日）及び

「道路工事保安設備設置基準（案）」（愛知県建設部 平成１９年４月）に基づ

き、必要な処置を講じること。 

⑧ 工事の実施に影響を及ぼす事故、又は第三者に損害を与えた事故が発生した

ときは、遅滞なくその状況を企業長等に報告すること。 

⑨ 工事中、周辺住民等に対し丁寧に対応し、意見等があったときは、直ちに企

業長に報告すること。 

⑩ 工事の作業終了後は、機械及び材料等を速やかに搬出すること。 

⑪ 工事用運搬路として道路を使用するときは、積載物の落下等により路面を損

傷し、あるいは汚損することがないよう努めるとともに、特に第三者に損害を

与えないように注意すること。 
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〔解 説〕 

１ 掘削に当たって事前調査を行い、現場状況を把握し次の留意事項を考慮すること。 

(1) 予定地の状況を総合的に検討し、確実に安全な施工ができるよう掘削方法等を

決定すること。 

(2) 下水道、ガス、電気、電話等の地下埋設物の状態、作業環境及び周辺の建築物

の状況については、十分に調査を行うこと。 

(3) 交通の頻繁な箇所又は、道路管理者若しくは警察署長から指示の有った箇所は、

交通量を考慮し施工すること。 

(4) 施工予定日から 1 週間前までに水道工事予告看板等を設置し、必ず近隣住民等

にお知らせを配り通知すること。 

(5) 断水を伴う給水装置工事の施工に当たっては、担当職員と協議し影響を受ける

水道使用者等に対して「断水のお知らせ」をすること。 

(6) 所轄警察署に対して、道路交通法第 77 条第 1 項による道路使用許可申請を行

い、許可を受けること。 

(7) 給水装置工事の施工により、バス路線において車両通行に支障をきたすおそれ

がある場合は、事前に関係機関と協議すること。 

(8) 給水装置工事の施工により、ごみ収集車の通行に支障をきたすおそれがある場

合は、事前に関係機関と協議すること。 

２ 掘削時は、現場状況を把握し次の留意事項を考慮すること。 

(1) 道路の掘削は、交通の支障をきたさないよう工事期間及び日時を遵守し、1 日

の作業量のみとし堀置きはしないこと。 

(2) 布設する管の土被りが規定の埋設深度となるよう、床付面は均等に均すこと。 

(3) 舗装道路の取壊しは、コンクリートカッター等を使用して切断し必要箇所以外

に影響が生じないようにすること。 

(4) 掘削範囲に既設埋設物がある場合は、その埋設物の管理者及び関係機関と協議

し、十分注意して施工すること。 

(5) 掘削深度が 1.5ｍを超える場合、または湧水が多い地域等その他現場の状況に

よって土留工（矢板）を施工すること。 

(6) 原則として道路の掘削は雨天、土日祝日に行わないこと。 

道路交通法第７７条（道路の使用の許可） 
次の各号のいずれかに該当する者は、それぞれ当該各号に掲げる行為について当該行為に係る

場所を管轄する警察署長（以下この節において「所轄警察署長」という。）の許可（当該行為に係

る場所が同一の公安委員会の管理に属する２以上の警察署長の管轄にわたるときは、そのいずれ

かの所轄警察署長の許可。以下この節において同じ。）を受けなければならない。 

（１）道路において工事若しくは作業をしようとする者又は当該工事若しくは作業の請負人 

（施工準備及び掘削） 

第４１条 施工に当たって事前に設計内容を把握し、施工内容・施工時期・利害

関係者の承諾の有無を確認するとともに、官公署への諸手続きを行ったのち、

十分な安全対策を講じて施工しなければならない。 
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（２）道路に石碑、銅像、広告板、アーチその他これらに類する工作物を設けようとする者 

（３）場所を移動しないで、道路に露店、屋台店その他これらに類する店を出そうとする者 

（４）前各号に掲げるもののほか、道路において祭礼行事をし、又はロケーションをする等一般交

通に著しい影響を及ぼすような通行の形態若しくは方法により道路を使用する行為又は道路に

人が集まり一般交通に著しい影響を及ぼすような行為で、公安委員会が、その土地の道路又は

交通の状況により、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要と認

めて定めたものをしようとする者 

３ 土工事定規図他 

土工事定規図については、以下の寸法を標準とし、施工条件により判断するも

のとする。 

① 分水工事定規図 

主にサドル分水栓により分岐する工事に適応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削平面図 

≪留意事項≫ 

・ 分岐を行う際の大きさは、①の寸法が概ね 0.70ｍまでは③＝1.00ｍ、②＝0.80

ｍを標準（0.80 ㎡）に、現場の状況（埋設深度、周りの絶縁線、他の占用物件、

矢板の使用）等により決定するものとする。なお、側溝の下は打込工法とする。 

② 道路横断工事定規図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路横断工事掘削平面図(ｱ) 

配水管の埋設深度が、1.20ｍ程度までは、基本掘削幅 0.50ｍ、配水管側の余掘り

を 0.30ｍとする。 

②

③ 

①

土工事Ａ 

配
水
管

給水管

配
水
管

給水管

0.30ｍ

土工事Ｂ 

0.50ｍ 
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道路横断工事掘削平面図(ｲ) 

≪留意事項≫ 
・分岐を行う面積（0.80 ㎡）の縦横の寸法は、現場の状況に応じ選択をし、これ

に横断布設（標準幅 0.50ｍ）を組み合わせて施工するものとする。 
※床掘 1.50ｍ以上の場合は、矢板設置を計上すること。 

③ 浅埋設の基準 

・ 地中の構造物（ボックスカルバート、他の占用物件等）により基準の深さに

埋設できない場合は、次の防護を施すものとする。 

上越しは、原則、ＰＥＰ(Ｗ)及びＳＵＳＰにより施工するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防護部材の参考図 

≪留意事項≫ 

・上越しは、下越しが極めて困難と判断される場合の施工方法であって、道路状

況によっては道路管理者から許可されない場合もある。 

・ａの寸法が 200mm 以上確保できない場合は、上越しを避けること。 

・上越しする際の管防護方法は、以下の「防護標準断面図－1、2」を参考に現場

の状況を考慮して、選択すること。 

・上越し部分には、必ず保温材を使用すること。 

・ａの寸法は、「給水装置工事設計審査申請書Ⅰ」に必ず明記すること。 

・水路串刺し施工は禁止とする。 

※管防護の方法については、比較的多い舗装構成を参考に決定した方法である。 

1.00ｍ(0.80ｍ) 

配
水
管

給水管
土工事Ｂ 

0.50ｍ 

土工事Ａ

0.80ｍ(1.00ｍ) 

300 

基準高 

エルボ部分の保護のため､保護部材は

必ず 300 張り出すこと｡ 

a保護部材

ＧＬ 

ＷＬ 

100 
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防護断面標準図－１ 

 

  

 

 

 

 

 

 

防護断面標準図－２ 

※最大口径は 25mm とする。口径 30mm 以上の場合は、担当職員と協議する。 

④ 水路上越しの方法 

水路上越しは、原則、ＰＥＰ(Ｗ)及びＳＵＳＰにより施工するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

水路上越施工要領図    ※水路串刺し施工は禁止 

コンクリート防護 200×200 サーモガードエルボ 

ＷＬ 

松杭φ90×1,200

ＰＥＰ(Ｗ)又はＳＵＳＰ 

サーモガード屋外用（口径 40㎜以下は必須）

サヤ管（ＨＩＶＰ・ＳＵＳＰ・ＳＧＰ） 

ＧＬ 

200～300 

 

 

 

 

※市･町道の最高舗装厚を参考に判断した

基準高＝200～300 

コンクリート160Ｋｇ/㎡・Ｄ10-4・Ｄ10＠200 

ボックス（構築物）天場 

表層工

基層工

上層路盤工 

下層路盤工（ＲＣ－40）

埋設標示シート（Ｗ＝150 折込式） 

溝型鋼（6×125×65 以上の規格品を使用） 

埋設標示シート（Ｗ＝150 折込式） 300～400 

山砂充填 

ＧＬ 

ボックス（構築物）天場 
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⑤ サヤ管使用の基準 

適用：水路（Ａ＝1,200 以上）を伏越しする場合は、サヤ管を使用をし、打

込工法とする。 

 

 

 

 

 

 

 

水路伏越要領図 

開渠の場合、サヤ管の延長はＡとする 

暗渠の場合、サヤ管の延長はＡ＋200 とする。 

※サヤ管の最小口径は口径 40mm とし、管種はＳＧＰ、ＳＵＳＰを使用すること。 

宅地側からの打込工法は「給水工事設計審査申請書Ⅰ」に土工事Ｆ（前条 解

説１ 土工事施工区分図参照）を図示すること。 

Ａ 

公道 民地 民地 公道 

Ａ
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〔解 説〕 

給水配管施工後、不十分な埋戻しをすると、路面陥没を起し、交通事故等の原因

となることもある。また、給水管や器具の直上に砕石にて不用意に埋戻しをすると

給水管や器具に損傷を与え、後に漏水の原因となるので、給水管保護のため山砂を

人力でタコ等により締め固めること。 

埋戻し骨材の構成は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋戻し構成図 

 

≪留意事項≫ 

他埋設物を考慮し、市･町道及び国･県道それぞれの仕様に従うこと。 

 

 

 

 

 

※交通量の多い場合、仮復旧は加熱合材を使用する。

 市･町道 国･県道 

仮復旧厚 ３cm ５cm 

山砂       ① 管上３０cm 管上１０cm 

埋設標示シート  ② 管上３０cm 管上５０cm 

（埋戻し） 

第４２条 埋戻しは、次の注意事項を遵守して施工しなければならない。 

（１）掘削箇所は、その日の内に埋戻し、仮復旧を完了すること。 

（２）埋戻しは、給水管保護のため管の周辺部に山砂を使用し、人力で十分

に締め固めること。 

（３）埋戻し箇所は各層 20cm～30cm（市･町道 30cm、国･県道 20cm）ごとに

十分に締め固めること。 

（４）湧水等がある場合は、ポンプ等により排水を完全に行った後、埋戻し

をすること。 

ＧＬ 

常温合材又は加熱合材（再生密粒度アスコン）

② ① 

ＲＣ－40
埋設標示シート

山 砂

・市･町道 30cm ごとにランマー転圧

・国･県道 20cm ごとにランマー転圧 

※ 砕砂、川砂等の使用は認めない。
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〔解 説〕 

産業廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（環境省）参照 
建設副産物適正処理推進要綱（国土交通省）参照 

 
１ 工事施工によって生じた石片、コンクリート塊、アスファルト塊及び残土等は、

その工事施工者の責任において、速やかに運搬して処分する。また、それによって

生じたコンクリート塊、アスファルト塊等の産業廃棄物については、収集運搬業者

及び処分業者（許可業者）により処分をし、建設系廃棄物マニフェストの写しを 5

年間保管しておくこと。 

２ 残土処理における注意事項は以下のとおりとする。 

(1) 残土の捨場の地主及び関係者との間で事後の紛争が生じないよう対処すること。 
(2) 残土の運搬に当たっては、車両の大きさに応じ道路の構造、幅員等安全適切な

運搬経路を選定すること。 
(3) 処分地は、災害を防止するための必要な措置を講ずること。 
(4) 残土は、砂、アスファルト砕に分けて処分すること。 
(5) 運搬の際は、荷台にシートを被せるなど残土をまき散らさないように注意する

こと。 
(6) 残土の搬出に当たっては、路面の汚損を防止するとともに、運搬路線は適時点

検し、路面の清掃及び補修を行うこと。また、必要に応じて散水し、土砂等粉塵

を飛散させないよう適切な措置を行うこと。 

（残土処理） 

第４３条 掘削残土及び産業廃棄物は、「産業廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

及び「建設副産物適正処理推進要綱」に従い、付近住民や歩行者、通行車両

に迷惑をかけることのないよう直ちに処理するものとする。 



 

 157

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〔解 説〕 

１ 路面復旧における注意事項 
(1) 仮復旧は埋戻し後、直ちに施工しなければならない。 

① 仮復旧は、アスファルト合材によることとし、舗装構成は、道路管理者の指

示によること。 

② 仮復旧後の路面には、白線等道路標示のほか、必要により道賂管理者の指示

による標示をペイント等により仮復元すること。 

(2) 本復旧は、在来舗装と同等以上の強度及び機能を確保するものとし、舗装構成、

舗装厚及び影響幅の考え方等においては事前に道路管理者と協議すること。 

県道及び市･町道においては愛知県の『道路占用工事の実施に関する基準』に

より施工するものとする。 

また、道路管理者の定める舗装復旧標準図を含む仕様書によるほか、関係法令

等に基づき施工しなければならない。 

(3) 工事完了後、速やかに既設の区画線及び道路標示を施工し、標識類についても

原状復旧すること。 

(4) 道路掘削後、道路舗装厚が事前の協議と異なった場合は、担当職員の指示に従

うこと。 

（路面復旧） 

第４４条 復旧は次の事項を遵守して施工しなければならない。 

（１）路面復旧は、道路占用許可条件に基づき施工すること。なお仮復旧は、

掘削箇所以外の路面と段差のないよう十分転圧し、本復旧までの期間交

通荷重等に耐えるように施工すること。 

（２）既設の区画線及び道路標示等が掘削により消えた場合は、その仮復旧

後にペイント等により、仮に復元すること。 

（３）本復旧工事施工まで常に仮復旧箇所を巡回し、路盤沈下、その他不良

箇所が生じたときは、直ちに修復しなければならない。 

（４）本復旧は、仮復旧後の養生期間を３週間程度とり、工期内に施工する

こと。 

（５）本復旧は、地盤の安定を確認した後、直ちに施工すること。なお、そ

の施工方法は、各施工図によるが、国･県道及び市･町道の路線並びに占

用条件により異なる場合があるので、道路管理者の指示に従うこと。 
（６）本復旧は、路盤面及び既設舗装との密着を良くし、仕上面に段差が生

じないよう施工すること。 
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２ 路面復旧工事 

路面復旧の面積については、道路管理者が付す条件により大きく異なる。 

このため、標準的な考えに基づく影響幅の取り方について明記する。 

(1) 歩道（分水復旧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 車道（分水復旧） 

① 絶縁線との離隔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

② 車道（横断復旧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪留意事項≫ 

・道路を横断する場合の最低復旧幅は、1.10ｍとする。 

本復旧幅＝最大掘削幅＋0.30ｍ＋0.30ｍ 

・鍵状態の復旧は、最大掘削幅より影響幅をとって復旧するものとする。 

・既設の絶縁線が1.00ｍ以内にある場合は、このラインまで復旧するものとする。 

≪留意事項≫ 

市･町道については、影響幅（0.30ｍ）を

取った後の残りａが1.00ｍ未満であれば、

この部分は基本的に施工しなくてはなら

ない。 
0.30ｍ 

a 

歩道 車道 

0.30ｍ 

歩車道境界ブロック

≪留意事項≫ 

市･町道については、影響幅（0.30ｍ）を

とった後の残りａが1.00ｍ未満であれば、

この部分は基本的に施工しなくてはなら

ない。 絶縁線 

絶縁線 

0.30ｍ 

0.30ｍ 

0.30ｍ 

a 

a 

1.00ｍ以上 

絶縁線 

0.30ｍ 

0.30ｍ 
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③ 車道（2箇所以上の復旧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

≪留意事項≫ 

・2 箇所以上掘削した場合のｂの復旧については、道路管理者の指示に従うも

のとする。※北名古屋市においては、3.00ｍ以下の場合まとめて復旧する。

（平成 27年度時点）また、他占用者の復旧の離隔も同様に施工するものと

する。 

・既設の絶縁線が 1.00ｍ以内にある場合は、このラインまで復旧するものと

する。 

３ 掘削規制道路 

掘削規制道路とは、近年、多くみられる例として下水道管埋設後に全面舗装復旧

を行い一定の期間、舗装を割っての工事を規制するもので、県道等では、切削オー

バーレィ等により同じような規制が行われている。 

同区域では、やむなく行う工事であっても、想定外の影響を取って復旧するよう

に指示が付される場合があり注意が必要である。 

掘削規制期間とは、例外を除き、舗設を行った翌年の４月１日から３年間を掘削

規制期間としている。 

４ 国道及び県道 

国･県道については、担当職員と協議すること。 

 

絶縁線 

1.00ｍ以上 

ｂ 
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〔解 説〕 

１ 保安設備設置基準 

愛知県建設部道路維持課作成の道路工事保安設備設置基準(案)（平成 19 年 4 月）

に基づいて保安施設を設置すること。 

２ 交通規制の基準 

(1) 道路幅員が 5.00ｍ未満については、原則車両通行止にして施行とする。 

5.00ｍ以上については、片側交互交通にして施工可能とする。 

(2) 歩行者用通路は、幅 0.75ｍ以上、特に歩行者の多い箇所については、1.50ｍ以

上確保する。 

３ 工事保安設備 

(1) 保安設備は、交通及び作業等の安全を確保するために必要であり、現場の状況

に応じて十分に設置し、歩行者の通路も確保し安全を図る。 

(2) 保安設備の配置は、作業場所、作業内容等に応じて配置形態を定めるものとする。 

(3) 指定給水装置工事事業者は、「道路使用許可申請書」を作成し、保安設備の配

置についての図面を添付して所轄警察署と協議する。 

(4) 「道路使用許可申請書」の添付図面のとおりに、保安設備等が配置されている

かを確認しなければならない。 

(5) 標識板などは破損又は不鮮明なものを使用してはならない。 

(6) 設置した保安設備は、常に保守点検に努めなければならない。 

(7) 照明施設、赤色灯及び回転灯などについては特に注意し、電球、電池などが消

耗した場合には、直ちに取替えができるように、予備品を常備しておかなければ

ならない。 

(8) 工事に使用する機械器具、資材及び車両などは必ず作業区域内に置かなければ

ならない。 

(9) 現場代理人は、道路使用等許可条件をよく把握して着工するとともに、道路使

用許可書及び道路占用許可書等の写しを必ず工事現場に携帯する。 

(10) ダンプトラック等による土砂・資材などの運搬に当たっては、路上への落下の

防止を考慮し、帆布にて覆うなどの措置を講じること。 

(11) 工事箇所を解放する場合(埋戻し跡、覆工箇所、工事中の路面)、交通に危険の

ないようできるだけ段差及び不陸のないようにすること。 

（保安設備） 

第４５条 労働災害及び公衆災害を防止するため、関係法令及び許可条件等に基

づいて、保安施設を設置し、保安要員を配置させるとともに、労働安全衛生

についても十分留意しなければならない。 
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(12) 現場における安全点検基準を例示すると概ね以下の事項が挙げられる。 

点検基準 

 点     検     基     準 

準備作業 １．準備体操はしているか。 

２．工具及び材料等の準備調達はどうか。 

出発準備 

１．作業車両の始業点検はどうか。 

２．洗車状況はどうか。 

３．工具類の積載・整理はどうか。 

４．シートベルトの着用はどうか。 

服装 
･ 

保護具 

１．作業時の服装はどうか。 

２．ヘルメットの着用方法はどうか。 

３．作業に適した靴を履いているか。 

４．各作業時の保護具(保護メガネ、耳栓、防震手袋等)はどうか。

５．工事責任者・配管工等が判別できるか。 

保安対策 

１．作業区域は必要最小限か。 

２．作業区域は柵等で囲み明確にしてあるか。 

３．道路標識及び工事標示板は仕様と合っているか。 

４．作業車両の停止位置はどうか。 

５．作業車両の輪止め(坂路)はどうか。 

６．誘導員の配置・誘導はどうか。 

７．歩行者の通路の確保・安全はどうか。 

８．作業区域内の整理整頓はどうか。 

本作業 

１．現場責任者は現場にいるか。 

２．作業員は現場責任者の指示にしたがっているか。 

３．作業前の地下埋設物等立会いはされているか。 

４．作業手順はどうか。 

５．ブレーカー等の作業機器の使用方法はどうか。 

６．掘削は適切かどうか。 

７．土留等は適切かどうか。 

８．工具類の使用方法はどうか。 

９．排水状況と放水先はどうか。 

10．埋戻し(埋戻し方法、転圧)はどうか。 

11．有資格者が使用重機に配置されているかどうか。 

12. 残土処理(掘削肩に積まない)はどうか。 

13．作業車両の誘導はどうか。 

後片付け 

１．道路清掃はどうか。 

２．使用した機器・工具類の後片付けはどうか。 

３．標識等の撤去はどうか。 

４．ゴミ等の処理はどうか。 

安全活動 
１．安全巡視はどうか。 

２．毎日の安全ミーティングはどうか。 

３．従業員の安全衛生教育はどうか。 
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第１２章 検査及び維持管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔解 説〕 

主任技術者は、その責務として給水装置工事の施行に関して、検査、確認をしなけ

ればならない。                 （本基準第９条の解説を参照） 
また、企業長に提出する「給水装置工事しゅん工届・検査願」においては、主任

技術者が行った給水装置工事検査報告書を添付すること。 
施工された給水装置工事の内容が正確に記載されていること及び必要な提出書類、

保存書類等の検査、確認をしなければならない。 

１ 給水装置の構造、材質の検査 

(1) 配管の検査は、管種及び接合継手の材質が適正であること。なお、配水管からの

分岐部からメーターまでの給水管及び給水用具については、指定された構造、材質

の検査、確認をすること。 

(2) 給水用具の検査は、性能基準適合品の確認を行うこと。 

２ メーター位置の検査、確認 

(1) 原則として、官民境界から1.0ｍ以内にメーターが設置されていることを確認

すること。 

(2) 支管分岐又は貯水槽給水の場合、メーターと各戸の給水装置との関連を検査、

確認すること。 

３ 給水装置工事の工法の検査 

(1) 配管工事が適正な工法で施工されていることを確認すること。また、配水管の

分岐部からメーターまでの給水管及び給水用具の布設においては、指定された工法

にて施工されていることを検査、確認すること。 

(2) 給水用具の検査は、給水管との適切な接合及び取り付けの検査、確認を行うこと。 

４ 耐圧検査及び水質確認等 

(1) メーターの二次側が新設の場合は、水圧テストポンプを使用して1.75MPaで１

分間以上の耐圧試験を行うこと。 

(2) 塩素の有無、臭気、濁り等を末端の給水用具にて確認すること。 

（主任技術者が行う検査） 

第４６条 指定給水装置工事事業者の主任技術者は、工事完了後、自社による検

査を行うものとする。なお、検査項目の概要は、次の各号のとおりとする。 

（１）給水装置の構造、材質基準に適合していることの検査、確認をすること。

（２）メーターの位置を検査、確認すること。 

（３）給水装置工事の施工において、給水管、給水器具の接合材料及び接合

方法を検査、確認すること。 

（４）施工した給水装置の耐圧試験及び水質確認をすること。 

（５）各種書類の検査、確認をすること。 
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(3) 通水の後に各給水用具から放流し、誤接合が無いことの確認及び各給水用具の

吐水量や作動状態等の検査、確認をすること。 

５ 書類検査 

(1) 平面図及び立面図は、正確で簡単明瞭であること。 

(2) 平面図には、道路、隣地境界線及び申請地の家屋図形が必ず明記されているこ

と。 

(3) 使用された材料、施工内容等について給水装置工事に従事した者からも確認し、

「給水装置工事しゅん工届・検査願」の内容が実際のしゅん工内容と相違ないこと

を、検査・確認すること。 

６ 提出書類 

① 給水装置工事しゅん工届・検査願 

② 給水装置工事検査報告書 

③ 給水装置工事設計審査申請書Ⅰのしゅん工図 

④ 給水装置工事設計審査申請書Ⅱのしゅん工図 

⑤ 工事写真 
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７ 工事写真関係は、以下の「工事写真提出要領」に基づき提出すること。 
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給水装置工事検査報告書 
工事番号  ―  

種 別 検    査    内    容 検査結果
（主任技術者）

検査結果
（企業団）

工事仕様
関 係 

①給水管の埋設深度・延長及び仕様がしゅん工図と整合している はい・いいえ
良・否 

②給水管の指定材料の確認がなされている はい・いいえ

メ
ー
タ
ー
関
係 

第
一
止
水
栓
な
し 

③メーターは逆付けがなく、水平に取り付けられている はい・いいえ

良・否 

④メーターは道路から容易に検針でき、取替えに支障がない はい・いいえ

⑤メーターの深度（記入10㎜単位） ㎜

⑥乙止水栓は傾きがなく、操作に支障がない はい・いいえ

⑦乙止水栓とメーターの中心がボックスの中心である はい・いいえ

⑧メーターは官民境界から1.0ｍ以内に取り付けられている はい・いいえ

⑨給水引込管の位置を標示杭で明確にしてある はい・いいえ

第
一
止
水
栓
あ
り 

⑩メーターは逆付けがなく、水平に取り付けられている はい・いいえ

良・否 

⑪メーターの深度（記入10㎜単位） ㎜

⑫乙止水栓は傾きがなく、操作に支障がない はい・いいえ

⑬乙止水栓とメーターの中心がボックスの中心である はい・いいえ

⑭給水引込管の位置を標示杭で明確にしてある はい・いいえ

⑮メーター及び第一止水栓の取り付け位置(距離)がしゅん工図に記載
されている 

はい・いいえ

⑯メーターは、主管から1.0ｍ以内に取り付けられている はい・いいえ

⑰ボックスに部屋番号の記入及び止水栓にタグが付いている はい・いいえ

⑱第一止水栓の取り付けに傾きがなく、ボックスの中心で操作に支障
がない 

はい・いいえ

⑲第一止水栓は官民境界から1.0ｍ以内に取り付けられている はい・いいえ

    

屋内関係 

⑳給水管の埋設深度・延長及び仕様がしゅん工図と整合している はい・いいえ

良・否 
 給水用具及び配管は性能基準適合品が使用され、適切に接合されて
いる 

はい・いいえ

 必要な防護処置がなされている(防寒・防食等) はい・いいえ

耐圧試験 
 1.75MPaによる１分間の耐圧試験を行った はい・いいえ

良・否 
 耐圧試験の写真提出 有・無 

受 水 槽 

 容量・仕様は提出書類と整合している はい・いいえ

良・否 
 越流管・通気管の管端部に防虫網が付いている はい・いいえ

 吐水口空間が確保されている はい・いいえ

 保守点検を容易に行うことができ、外部からタンク内の水が汚染さ
れない構造である 

はい・いいえ

   

そ の 他 
 公道上の施工時は、事前に企業団職員に連絡してある はい・いいえ

良・否 
 道路復旧は、道路占用・使用の期間内に終了している はい・いいえ

 
（以下の欄は企業団使用） 

備 考 
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給水装置工事検査報告書 
 普通式 

工事番号  ―  

種 別
 

検 査 内 容
 検査結果

（主任技術者）

検査結果
（企業団）

メーター 
関 係 

①メーターの検針、取替えに支障がない はい・いいえ
良・否

 

②メーターの保温カバーが使用されている はい・いいえ

工事仕様
関 係 

③メーターユニットは指定材料が使用されている はい・いいえ

良・否
 ④メーターユニットがパイプシャフトの床に固定されている はい・いいえ

⑤メーターユニットの高圧側にフレキシブル管が使用されている はい・いいえ

⑥メーターユニット周りの仕様がしゅん工図と整合している はい・いいえ

取り付け 
位 置 

⑦給水用具及び配管は性能基準適合品が使用され、適切に接合されている はい・いいえ

良・否 
⑧ＰＳ内の底面は、廊下側に排水できるよう水勾配が施されている はい・いいえ

⑨必要な防護処置がなされている（防寒・防食等） はい・いいえ

⑩逆流防止のための処置、吐水口空間の確保がなされている はい・いいえ

立 会 い 通水試験における企業団との立会い 有・無  
 

 改造普通式 

メーター 
関 係 

①メーターは逆付け、片寄りがなく、水平に取り付けられている はい・いいえ

良・否 ②メーターの検針、取替えに支障がない はい・いいえ

③メーターの保温カバーが使用されている はい・いいえ

立 会 い 取替指示数の確認における企業団との立会い 有・無  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下の欄は企業団使用） 

備 考 

 

 

 

 



 

 176

 

 

 

 

 

 

 

〔解 説〕 

１ 企業長の行う給水装置工事の完了検査（以下、本条内の解説においては「検査」と

いう。）は、維持管理上必要なスペースや水質の安全を確保することを目的として、

必要な範囲内に限って書類検査や現地確認検査を行うものである。 

２ 指定給水装置工事事業者は、条例第６条第２項により工事完了後、企業長による

給水装置の検査を受けなければならない。 

給水装置の検査とは、給水契約及び給水開始にあたり、企業長の供給条件を満た

しているかの判定を行うものである。したがって、指定給水装置工事事業者は、申

込者との工事契約の誠実な履行を期するためにも、適正で安全な給水装置を完成さ

せなければならない。 

条例第６条（工事の施行） 

給水装置工事は、企業長又は企業長が法第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水

装置工事事業者」という。）が施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ企

業長の設計審査（使用材料の承認を含む。）を受け、かつ、工事しゅん工後に企業長の工事検査を

受けなければならない。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定に

基づく政令で定める要綱に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において給水

装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて水

の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工事事

業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 
３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該水

道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止する

ことができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装

置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認されたときは、

この限りでない。 

（完了検査） 

第４７条 給水装置工事を実施した際には、本基準に基づき完了検査を行うもの

とする。 

２ 企業長の行う完了検査に主任技術者の立会いを必要と認めた場合は、主任

技術者は立会わなければならない。 

３ 企業長の行う完了検査において不適合と判断された場合は、手直し後再検

査を受け、適合の判定を受けるまで給水を保留する。 

４ 指定給水装置工事事業者は、企業長の行う完了検査において適合した後、

申込者へ給水装置の引渡しを行うものとする。 
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法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を伴

わないものに限る。）とする。 

３ 企業長は、条例第３１条により水道の管理上必要があると認めたときは、法第１７

条による給水装置の立入検査をすることができる。その際、給水装置の基準に違反し

ているときは、条例第３２条により企業長は給水契約の申込みを拒み、又は給水を停

止することができる。 

条例第３１条（給水装置の検査等） 

企業長は、水道の管理上必要があると認めたときは、給水装置を検査し、水道使用者等に対し、

適当な措置を指示することができる。 

法第１７条（給水装置の検査） 

水道事業者は、日出後日没前に限り、その職員をして、当該水道によつて水の供給を受ける者の

土地又は建物に立ち入り、給水装置を検査させることができる。ただし、人の看守し、若しくは人

の住居に使用する建物又は閉鎖された門内に立ち入るときは、その看守者、居住者又はこれらに代

るべき者の同意を得なければならない。 
２ 前項の規定により給水装置の検査に従事する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

条例第３２条（給水装置の基準違反に対する措置） 

企業長は、水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、水道法施行令（昭和32年政令第

336号）第５条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合していないときは、その者の給水

契約の申込を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間、その者に対する給水

を停止することができる。 

２ 企業長は、水の供給を受ける者の給水装置が、指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事

に係るものでないときは、その者の給水契約の申込を拒み、又はその者に対する給水を停止するこ

とができる。ただし、法第１６条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、

又は当該給水装置の構造及び材質がその基準に適合していることを確認したときは、この限りでは

ない。 

４ 検査を受けるに当たっての指定給水装置工事事業者の姿勢 

指定給水装置工事事業者は、検査の概念を十分認識し、工事完了後、現場におい

て図面との照合、各給水用具の取付状況及び検査項目の内容を確認し、不備があれ



 

 178

ば責任をもって手直しをしたうえで検査に臨むものであって、単に工事が完了した

からといって企業長の検査を受けるというものではない。 

５ 改善の指示 

検査の結果、改善が必要な箇所がある場合は「改善指示書」を発行する。指定給

水装置工事事業者は期日までに改善しなければならない。 

また、舗装本復旧について、かし担保とし完了検査後１年以内に路面に凸凹等が

生じた場合においても同様とする。 

６  検査後の給水装置の引渡し 

指定給水装置工事事業者における所有者への給水装置の引渡しは、以下により行

うものとする。 

(1)申込図書類の写し一式を渡すとともに、工事内容等について説明すること。 

(2) 給水装置の管理区分（本基準第４９条 給水装置の維持管理）等の内容について

説明すること。 
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平成  年  月  日 

              様 

北名古屋水道企業団 
工務課長 

 
給水装置工事改善指示書 

 
検査の結果、以下のとおり改善必要箇所がありますので、平成  年  月  日までに

改善し速やかに報告すること。 
 

記 

 

 

 

工 事 番 号     － 

工 事 場 所  

申 込 者  

工 事 種 別  

検 査 年 月 日 平成  年  月  日 

備 考  

指示内容 
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〔解 説〕 

指定給水装置工事事業者は、施行規則第３６条及び指定工事事業者規程第１３条

第６号により以下の書類を工事記録として工事しゅん工後３年間保存しなければな

らない。 

① 使用材料一覧と数量 

② 使用材料の構造・材質基準への適合性確認の方法及び結果 

③ 工事しゅん工図 

④ 自社検査記録 

⑤ 工事写真 

⑥ その他、主任技術者が必要としたもの 

施行規則第３６条（事業の運営の基準） 

法第２５条の８に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準は、

次の各号に掲げるものとする。 

（１）給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、法第２５条の

４第１項の規定により選任した給水装置工事主任技術者のうちから、当該工事に関して法第２

５条の４第３項各号に掲げる職務を行う者を指名すること。 

（２）配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メーター

までの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異

常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又

はその者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させること。 

（３）水道事業者の給水区域において前号に掲げる工事を施行するときは、あらかじめ当該水道事

業者の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合するように当該工事を施行すること。 

（４）給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の施行技術

の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 

（５）次に掲げる行為を行わないこと。 

イ 令第５条に規定する基準に適合しない給水装置を設置すること。 

ロ 給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使用すること。 

（６）施行した給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、第１

号の規定により指名した給水装置工事主任技術者に次の各号に掲げる事項に関する記録を作成

させ、当該記録をその作成の日から３年間保存すること。 

イ 施主の氏名又は名称 

ロ 施行の場所 

ハ 施行完了年月日 

ニ 給水装置工事主任技術者の氏名 

ホ 竣工図 

ヘ 給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 

ト 法第２５条の４第３項第３号の確認の方法及びその結果 

（給水装置工事記録の保存） 

第４８条 指定給水装置工事事業者は、施行した給水装置工事に係る記録を整理

し保存しなければならない。主任技術者は、この記録を適正に整備する職務

に関与すべき者である。 
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法第２５条の８（事業の基準） 

指定給水装置工事事業者は、厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準に

従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努めなければならない。 

施行規則第１３条（給水装置の軽微な変更） 

法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替え及

び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替（配管を伴わ

ないものに限る。）とする。 

法第１６条の２（給水装置工事） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前条の規定に

基づく政令で定める要綱に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域において給水

装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 

２ 水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程
※
の定めるところにより、当該水道によつて水

の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工事事

業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 
３ 前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該水

道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止する

ことができる。ただし、厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装

置の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認されたときは、

この限りでない。 

法第１６条（給水装置の構造及び材質） 

水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定

める基準に適合していないときは、供給規程
※
の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止する

ことができる。 

※）供給規程 とは 

企業長が一般に周知させる措置をとっている条例、条例施行規則及び指定工事事業者規程をいう。 

法第２５条の４（給水装置工事主任技術者） 

指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、第３項各号に掲げる職務をさせるため、厚生労働

省令で定めるところにより、給水装置工事主任技術者免状の交付を受けている者のうちから、給

水装置工事主任技術者を選任しなければならない。 

２ 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任したときは、遅滞なく、その旨を

水道事業者に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 

３ 給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 

（１）給水装置工事に関する技術上の管理 

（２）給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

（３）給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が第１６条の規定に基づく政令で定める基準に

適合していることの確認 

（４）その他厚生労働省令で定める職務 

４ 給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行う指導に従わなけ

ればならない。 
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施行令第５条（給水装置の構造及び材質の基準） 

法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。  

（１）配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から 30cm 以上離れていること。  

（２）配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく

過大でないこと。 

（３）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

（４）水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそ

れがないものであること。 

（５）凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

（６）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

（７）水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつて

は、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定める。 

指定工事事業者規程第１３条第６号（事業の運営に関する基準） 

指定工事業者は、次に掲げる給水装置工事の事業の運営に関する基準に従い、適正な事業の運

営に努めなければならない。 

（１）給水装置工事ごとに第１２条第１項の規定により選任した主任技術者のうちから当該工事に

関して第１１条第１項各号に掲げる職務を行う者を指名すること。 

（６）施行した給水装置工事ごとに、第１号の規定により指名した主任技術者に次に掲げる事項に

関する記録を作成させ、当該記録をその作成の日から３年間保存すること。 

ア 施主の氏名又は名称 

イ 施行の場所 

ウ 施行完了年月日 

エ 主任技術者の指名 

オ しゅん工図 

カ 給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 

キ 第１１条第１項３号の確認の方法及びその結果 

指定工事事業者規程第１２条第１項（主任技術者の選任等） 

指定工事業者は、第４条第１項の指定を受けた日から１４日以内に、事業所ごとに、主任技術

者を選任し、企業長に届け出なければならない。 

指定工事事業者規程第４条第１項（指定の申請） 

給水条例第６条第１項の指定は、給水装置工事の事業を行う者の申請により行う。 

条例第６条（工事の施行） 

給水装置工事は、企業長又は企業長が法第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指定給水

装置工事事業者」という。）が施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ企

業長の設計審査（使用材料の承認を含む。）を受け、かつ、工事しゅん工後に企業長の工事検査を

受けなければならない。 

３ 第１項の規定により企業長が工事を施行する場合においては、当該工事に関する利害関係人の

同意書等の提出を求めることができる。 
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指定工事事業者規程第１１条第１項（主任技術者の職務等） 
主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない 

（１）給水装置工事に関する技術上の管理 

（２）給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

（３）給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が政令第４条に定める基準に適合していること

の確認 

（４）給水装置工事に関し、企業長と次に掲げる連絡又は調整を行うこと。 

ア 配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合における配水管の位置

の確認に関する連絡調整 

イ 第１３条第２号に掲げる工事に係る工法、工期その他の給水装置工事上の条件に関する

連絡調整 

ウ 給水装置工事を完了した旨の連絡 

指定工事事業者規程第１３条第２号（事業の運営に関する基準） 

（２）配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口からメーターまで

の工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異常を

生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又はそ

の者に当該工事に従事する他の者を実地に監督させること。 

（３）前号に掲げる工事を施行するときは、あらかじめ企業長の承認を受けた工法、工期その他の

工事上の条件に適合するよう当該工事を施行すること。 
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〔解 説〕 

１ 給水装置は、年月の経過に伴う材質の老朽化等により故障及び漏水等の発生が

考えられる。漏水等を未然に防止するためには、維持管理を適正に行うことが重

要である。 

条例第２０条により給水装置は、水道使用者等が善良な管理者として注意をも

って管理すべきものであり、この管理義務を怠ったために生じた損害は、水道使

用者等が責任を負うものとする｡ 

所有者等は、申込図書類の写し一式を保管し、故障及び漏水等の修繕の際には、

指定給水装置工事事業者に情報提供を行うこと。 

条例第２０条（水道使用者等の管理上の責任） 

水道使用者等は、善良な管理者の注意をもって、水が汚染し、又は漏水しないよう、給水装置

を管理し、異状があるときは、直ちに企業長に届け出なければならない。 

２ 前項において修繕を必要とするときは、その修繕に要する費用は、水道使用者等の負担とする。

ただし、企業長が必要と認めたときは、これを徴収しないことができる。 

３ 第 1 項の管理義務を怠ったために生じた損害は、水道使用者等の責任とする。 

（給水装置の維持管理） 

第４９条 給水装置の引渡しの際、水道使用者等へ水が汚染又は漏水しないよう

適正に管理を行うよう説明すること。 
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２ 給水装置の水質管理及び維持管理区分は以下のとおりとする。 

(1) 直結直圧給水 

水質管理  給水栓（蛇口）から出る水までを企業長が管理する。ただし、

水圧の利用等給水装置に直結することによってその機能が果

たされる構造となっている浄水器、ガス湯沸器等の給水用具

を通して給水される水質は、水道使用者等が管理する。 

維持管理  戸建・・・分岐箇所からメーター取付箇所までとする。 

集合住宅等・・・分岐箇所から第一止水栓までと、メーター

取付箇所とする。 

※1）企業長の修繕範囲   ※2）水道使用者等の修繕範囲 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般給水の水質管理、維持管理区分の概要図 

給水装置所有者の財産（メータを除く） 

水質の管理 

敷地 道路（公道） 

給水管

企業長の管理 給水装置所有者等
の管理 

官
民
境
界

配水管

蛇口

第一止水栓 給水管
配水管

官
民
境
界 敷地 道路（公道） 

止水栓ボックス 

メーターボックス 

メーター 乙止水栓 

※1） ※2）

メーターボックス

 メーター 乙止水栓 

蛇口

給水装置所有者の財産（メータを除く） 

※1）※2） ※2） ※1）
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(2) 貯水槽給水 

水質管理  受水槽流入口から出る水までを企業長が管理する。 

維持管理  集合住宅等・・・分岐箇所から第一止水栓までと、親メー

ター取付箇所とする。 

※1）企業長の修繕範囲   ※2）水道使用者等の修繕範囲 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

貯水槽給水の水質管理、維持管理区分の概要図 

水質の管理 
企業長の管理 給水装置所有者等の管理

敷地 道路（公道） 

給水管 

給水装置の所有者の財産（親メータを除く） 
配水管

官
民
境
界

※1）※2）

 メーター 乙止水栓 

メーターボックス

親メーター 乙止水栓

受水槽 

揚水ポンプ 

高架水槽 

敷地 道路（公道） 

給水管

 加圧送水ポンプ

受水槽 

水道使用者等の財産（親メーターを除く） 
配水管

官
民
境
界 
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３ 貯水槽給水方式による給水装置の維持管理は、以下のとおりとする。 

(1) 条例第２１条の３及び条例施行規則第１０条の２により、貯水槽給水方式に

よる給水装置の維持管理については、水道使用者等の責任において適正な管理

を図ること。特に、貯水槽の有効容量が 10ｍ3を越える簡易専用水道施設につい

ては指定検査機関による管理状況の定期検査を受けなければならない。 

また、有効容量が 10ｍ3以下の簡易専用水道以外の施設においても適正に管理

し、その管理状況の検査を定期的に行うよう努めなければならない。 

条例第２１条の３（設置者の責務） 
貯水槽水道のうち簡易専用水道(法第３条第７項に定める簡易専用水道をいう。次項において

同じ。)の設置者は、法第３４条の２の定めるところにより、その水道を管理し、及びその管理の

状況に関する検査を受けなければならない。 

２ 前項に定める簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は、別に定めるところにより、当該貯水

槽水道を管理し、及び管理の状況に関する検査を行うよう努めなければならない。 

法第３条第７項（用語の定義） 

この法律において「簡易専用水道」とは、水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道

であつて、水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。ただし、

その用に供する施設の規模が政令で定める基準以下のものを除く。 

法第３４条の２（簡易専用水道） 

簡易専用水道の設置者は、厚生労働省令で定める基準に従い、その水道を管理しなければなら

ない。 

２ 簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の管理について、厚生労働省令の定めるところに

より、定期に、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を受けた者の検査を受けなければな

らない。 

条例施行規則第１０条の２（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及び自主検査） 
条例第２１条の３第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及びその管理の状

況に関する検査は、次に定めるところによるものとする。 

（１）次に掲げる管理基準に従い、管理すること。 

ア 水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に行うこと。 

イ 水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するために必要な措置を講

ずること。 

ウ 給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認めたと

きは、水質基準に関する省令（平成 15 年厚生労働省令第１０１号）の表の上欄に掲げる事項

のうち必要なものについて検査を行うこと。 

エ 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに給水を停止し、

かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

（２）前号の管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に、簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者

が給水栓における水の色、濁り、臭い、味に関する検査及び残留塩素の有無に関する水質の検

査を行うこと。 

施行規則第５５条（管理基準） 

法第３４条の２第１項に規定する厚生労働省令で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に、行うこと。 



 

 188

（２）水槽の点検等有害物、汚水等によつて水が汚染されるのを防止するために必要な措置を講ずる

こと。 

（３）給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認めたときは、

水質基準に関する省令 の表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

（４）供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直ちに給水を停止し、かつ、

その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 

水質基準に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１０１号） 

水質の基準に関しては、以下の厚生労働省のホームページを参照のこと。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/suishit

su/01.html 

(2) 給水装置の所有者は、貯水槽以下の設備における維持管理を怠ると、受水槽

や高架水槽の漏水及び赤水や砂粒、その他異物が出たり味や臭気に異常が生ず

るので、特に以下の点に留意して管理を行うこと。 

① 水槽の清掃 

ｱ) 受水槽と高架水槽の清掃は１年以内ごとに１回、定期的に行うこと。 

ｲ) 簡易専用水道施設における水槽の清掃は、建築物衛生法に基づく県知事の

登録を受けた貯水槽清掃業者に依頼して行うこと。 

貯水槽清掃業者は、以下の愛知県のホームページを参照のこと。 
http://www.pref.aichi.jp/0000025666.html 

ｳ) 簡易専用水道以外の施設における水槽の清掃は、所有者等が自ら行う場合

を除き、上述の県知事登録を受けた貯水槽清掃業者に依頼して行うことが望

ましい。 

② 貯水槽以外の設備の点検 

貯水槽への吐出口のボールタップや定水位弁の故障、給水管の破損及び警報

装置の故障等を早期に発見し、漏水や水の汚染を防止すること。 

③ 水質の管理 

受水槽より二次側の導水系統の給水装置からの水の色、濁り、臭い及び味等

に異常を認めた時は、水質検査を行うこと。 

④ 給水の停止 

水により人の健康を害するおそれがある場合は、直ちに給水を停止するとと

もに、飲用しないよう水道使用者等に周知し所轄の担当部署に連絡すること。 
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